
(6) 構造物の変形性に対する評価結果

地震時における止水ジョイント部の異種構造物間 （鋼製防護壁と鉄筋コンクリート防潮

壁）の相対変位量に対する照査結果を表 4.11-224に示す。各構造物の壁天端端部における変

位は， 2次元有効応力解析の結果から算定する。なお，鋼製防護壁については，堤軸方向に

おいて壁中心高さの 1本梁でモデル化していることから，基礎天端の並進変位及び回転変位

より，鋼製防護壁の高さを考慮して，天端端部の水平変位を並進変位＋回転変位X鋼製防護

壁の商さとして算定する。異種構造物間の相対変位は，防潮堤（鋼製防護壁）と鉄筋コンク

リート防潮壁の各方向 (X, Y, Z) における発生変位を方向ごとに足し合わせて求めた

8 x, ふ， 記の 3成分を合成して算出していることから，十分に保守的な評価となってい

る。異種構造物間の相対変位の算定図を図 4.11-391に示す。

地震時における止水ジョイント部の異種構造物間の相対変位量に対する照査を行った結

果，止水ジョイント部の相対変位量が許容限界以下であることを確認した。

なお，止水機構の評価については，「5. 防潮堤（鋼製防護壁）の止水機構に関する補足説

明」に示す。

位置番号

南側

北側

表 4.11-224 異種構造物間の地震時相対変位量

8 X 8 y 8 z 

(m) (m) (m) 

0. 694 1. 109 0. 100 

0. 697 1. 275 0. 110 

荊製防謂壁 (S)

天皓端部の最大変位 （絶対｛直）

↓立

最大発生変位量(m)

[ (6占 6占 0z2) 

1. 312 

1. 457 

鉄筋コンクリート防潮壁(R)
天端端部の最大変位（絶対値）

許容限界

(m) 

2.0 

2. 0 

①全地震勅の絶対値昂大変位が逆位相

で生じるものとして相対変位を算出する．

8 x=Ux_S+Ux_R 

o y =Uy_S+Uy_R 

o,=U,_S+U,_R 

②各成分の2乗和平方根を
昂大相対変位 （霞大発生変位量）とする．

8 =[  (8x?+ 8 ?+ 822) 

図 4.11-391 異種構造物間の相対変位の算定図

1-714 
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5. まとめ

鋼製防護壁基礎のうち中実鉄筋コンクリートでは，堤軸方向のせん断力の照査が最も厳しい状況

にある一方で，頂版鉄筋コンクリートについては堤軸直交方向の照査値が大きめになっている。ま

た，中実鉄筋コンクリートの荷重負担に比べて，鋼管杭，巻立て鉄筋コンクリート及び杭頭接合部

の負担は抑制されて，いずれの部材においても照査値に十分な余裕があることを確認した。

鋼製防護壁及び接合部については，堤軸方向の断面力に対する照査値が大きい傾向にあり，鋼製

防護壁と鋼製防護壁基礎との拘束効果が確認できる。

基礎地盤の支持性能については，中実鉄筋コンクリートの堤軸方向，鋼管杭の堤軸直交方向で最

大接地圧が発生しているが，いずれも許容限界以下である。

以上のことから，防潮堤（鋼製防護壁）について，基準地震動ssによる地震力に対し，構造物の

曲げ軸力及びせん断力，基礎地盤の接地圧並びに構造物の変形性に対する照査結果がすべて許容限

界以下であり，基準地震動ssによる地震力に対して要求機能を維持できることを確認した。

なお，接合部におけるアンカーボルト，ベースプレート， 中詰め鉄筋コンクリート及び頂版鉄筋

コンクリートについては，特殊な部材・構造形式であることから， 設計の妥当性を再確認するた

め，複雑な応力状態を精緻に評価可能な 3次元解析（COM3) を実施した。

その結果， 3次元解析 （COM3) においても接合部の設計が妥当であることを確認した。

3次元解析（COM3) の実施内容及び結果については，「4. 防潮堤（鋼製防護壁）の接合部アンカ

ーに関する補足説明」に示す。

1-715 
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防潮堤（鋼製防護壁）の耐震安全性評価に関する参考資料
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（参考 1)減衰定数の設定について

動的解析における地盤及び構造物の減衰は，固有値解析により求められる固有周期及び減衰定数

に基づき，質量マトリックス及び剛性マトリックスの線形結合で表される以下の Rayleigh減衰にて

与える。なお， Rayleigh減衰は， a:: =Oとなる要素剛性比例型減衰とする。

[ C]  = a [M]  + /3 [K],  a =O,  f3 = h /(冗.f)

ここで，

[CJ :減衰マトリックス

[M] :質量マトリックス

[K] :剛性マトリックス

a, f3 : Rayleigh減衰の係数

h ：各材料の減衰定数

f :固有値解析により求められる 1次固有振動数

有効応力解析では，時系列で地盤の 1次固有振動数が低振動数側ヘシフトしていくことから，

Rayleigh減衰の係数ex, f3の両方を用いると，質量比例項の減衰ex[M]の影響により，有効応力解

析における減衰係数が低振動数帯で過減衰となる場合がある。

一方，有効応力解析における低振動数帯で減衰ex[M]の影響がない要素剛性比例型減衰では，地

盤の 1次固有振動数が時系列で低振動数側ヘシフトしていくのに伴い， 1次固有振動モードに対す

る減衰係数が初期減衰定数より保守的に小さい側へ変化していくことを考慮できる。ゆえに，有効

応力解析では，地震力による時系列での地盤剛性の軟化に伴う 1次固有振動数の低振動数側へのシ

フトに応じて， 1次固有振動モードに対する減衰係数として，初期減衰定数よりも保守的に小さい

側のモード減衰係数を適用し，地盤応答の適切な評価が行えるように，低振動数帯で減衰ex[M]の

影響がない要素剛性比例型減衰を採用した。図1にRayleigh減衰の設定フローを示す。

Rayleigh囀頁認は，疇裳の低次のモードの記杉が特に虹鵬となる地中埋言妍構造物のような地即奴疇造

系全体に対して，その特定の振動モードの影響が大きいことを考慮し，かつ，振動モードの影響が全体系に占め

る害拾の観点から，刺激係数に着目し行う。

固有値解折による刺激係数及びモード図を図2～図13にrす。また，設定したRayleigh減衰を図14～図25に

示す。

1次の基準モードについては地盤及び構造系全体がせん断変形しているモードむ壁定している。構造物の1

次モードについては，構造系がせ瓜析変形しているモードに着目することにより選定している。

なお，初期減衰定数は，地盤の減衰定数は1％備析における減衰は，ひずみが大きい領域では圃藍咸衰が支

配的となる。そのため，解析上の安定のためになるべく小さい値として1％を採用している。），線形材料とし

てモデル化する鋼材の減衰定数は3％道路橋示方書 (V耐震設訊蜀同解説（日本道路協会，平成24年3

月）），コンクリートの減衰定数は 5 % (J EA  G 4 6 0 1 -1987) とする。

参考 1-1
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減衰定数
地盤： 1%
鋼材： 3%

コンクリート： 5%

Rayleigh減衰における係数a, {3 

a =[2 w 1 w 2 (h1 w 2―h2Q)1)]/[a22-a) 12], {3=2 (h2 w 2―hlo0/(Q)22_Q)l2) 

剛性比例型減衰におけるRayleigh減衰の係数a, {3 

a=0, {3=h／（冗f)

要素剛性比例那減衰[C]=[3[K]

[CJ要素減衰マトリックス

[K]：要素剛性マトリックス

f3 ：各要素に応じた比例係数

図 1 Rayleigh減衰の設定フロー

参考 1-2

固有値解析
1次モード選定
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1次モード 2次モード 3次モード

0.544 Hz （刺激係数 ・ 363.68 0.694 Hz （刺激係数 ・ -350.51 ) 0.775 Hz （剌激係数 309.40 

4次モード 5次モード 6次モード

0.850 Hz （刺激係数 ． 85.12 0.897 Hz （刺激係数 ： 83.00 0.983 Hz （刺激係数 ・ -49.64 

湖
抽
l
|
3

7次モード 8次モード 9次モード

1.065 Hz （刺激係数 ： 10.79 1.177 Hz （刺激係数 ． -56.05 1.233 Hz （剌激係数 ： -205.54 ) 

7
2
3
 

図2 防潮堤（鋼製防護壁）の固有値解析結果

（地盤ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）

（①一①断面）



1次モード 2次モード 3次モード

0.584 Hz （刺激係数 400.84 0.725 Hz （刺激係数 ： -403.68 ) 0.818 Hz （刺激係数 212.56 

4次モード 5次モード 6次モード

0.922 Hz （剌激係数 ． 56.86 0.974 Hz （刺激係数 ： 45.05 1.051 Hz （剌激係数 -10.30 

斑
抽
1
-
4

7次モード 8次モード 9次モード

1.134 Hz （剌激係数 ・ 35.99 1.268 Hz （剌激係数 -148.92 ) 1.277 Hz （刺激係数 ： -139.43 ) 

7
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図3 防潮堤（鋼製防護壁）の固有値解析結果

（地盤ケース②：地盤物性のばらつきを考慮(+1 (J)した解析ケース）

（①ー①断面）



1次モード 2次モード 3次モード

0.499 Hz （剌激係数 330.97 0.646 Hz （剌激係数 -256.97 ) 0.734 Hz （剌激係数 -347.10 ) 

4次モード 5次モード 6次モード

0.771 Hz （剌激係数 162.36 0.816 Hz （剌激係数 163.62 0.901 Hz （剌激係数 95.57 

諦
抽
1
ー

5

7次モード 8次モード 9次モード

1.000 Hz （剌激係数 ． 38.25 1.085 Hz （刺激係数 ・ -30.84 1.183 Hz （刺激係数 -214.52 ) 
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図4 防潮堤（鋼製防護壁）の固有値解析結果

（地盤ケース③：地盤物性のばらつきを考慮 (-la)

（①一①断面）

した解析ケース）



1次モード 2次モード 3次モード

0.529 Hz （刺激係数 ・ 357.95 0.674 Hz （刺激係数 -311.71 ) 0.750 Hz （剌激係数 ． 332.26 

4次モード 5次モード 6次モード

0.821 Hz （剌激係数 -136.94 ) 0.882 Hz （刺激係数 70.81 0.958 Hz （刺激係数 ： -36.94 

燐
抽
l

|

6

7次モード 8次モード 9次モード

1.034 Hz （刺激係数 -2 6. 2 1 1.140 Hz （刺激係数 60.79 1.200 Hz （刺激係数 ： -182.36 ) 
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図5 防潮堤（鋼製防護壁）の固有値解析結果

（地盤ケース④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース）

（①ー①断面）



1次モード 2次モード 3次モード

0.676 Hz （剌激係数 192.71 0.870 Hz （剌激係数 41.79 1.097 Hz （剌激係数 14.00 

4次モード 5次モード ＝ 6次モード

1.235 Hz （剌激係数 ・

燐
抽
1
-
7

-26.24 1.392 Hz （剌激係数 1.437 Hz （剌激係数 -61.91 

7次モード 8次モード 9次モード

1.563 Hz （刺激係数 ， 57.73 1.577 Hz （刺激係数 57.17 1.642 Hz （刺激係数 ． 12.57 

7
2
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防潮堤（鋼製防護壁）の固有値解析結果

（地盤ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）

（②一②断面）

図 6



1次モード 2次モード 3次モード

0.706 Hz （剌激係数 199.39 0.929 Hz （剌激係数 ： 36.55 1.190 Hz （刺激係数 ・ 11.56 

4次モード 5次モード 6次モード

1.336 Hz （刺激係数 ・

湖
抽
l

ー8

-33.89 1.449 Hz （刺激係数 ： -67.64 1.547 Hz （刺激係数 ： -38.06 

7次モード 8次モード 9次モード

1.619 Hz （剌激係数 -68.70 1.654 Hz （剌激係数 ： 41.32 1.752 Hz （剌激係数 ： -2.32 

7
2
8
 

防潮堤（鋼製防護壁）の固有値解析結果

（地盤ケース② ：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) した解析ケース）

（②一②断面）

図7



1次モード 2次モード 3次モード

0.638 Hz （剌激係数 ・ 184.50 0.806 Hz （剌激係数 ・ 47.32 0.998 Hz （刺激係数 ・ 15.69 

4次モード

'←出い

5次モード 6次モード

1.126 Hz （剌激係数 -23.84 1.293 Hz （刺激係数 -12.17 1.359 Hz （剌激係数 99.98 

勅
抽
1
-
9

7次モード 8次モード 9次モード

1.471 Hz （剌激係数 -20.88 1.501 Hz （剌激係数 -55.89 1.538 Hz （剌激係数 ． 58.46 

7
2
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図8 防潮堤（鋼製防護壁）の固有値解析結果

（地盤ケース③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1(J)した解析ケース）

（②一②断面）



1次モード 2次モード 3次モード

0.649 Hz （刺激係数 ： 182.22 0.807 Hz （刺激係数 ： 69.40 1.039 Hz （刺激係数 ： 21.12 

4次モード 5次モード 6次モード

1.182 Hz （剌激係数 ・ -19.48 1.320 Hz （刺激係数 ． 56.26 1.324 Hz （剌激係数 ・ 49.20 

7次モード 8次モード 9次モード

勅
拇
1

-

1

0

1.380 Hz （剌激係数 ：

10次モード

-9.07 1.479 Hz （刺激係数 ： 63.49 1.537 Hz （剌激係数 ： 41.76 

1.591 Hz （剌激係数 -62.61 

図 9
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防潮堤（鋼製防護壁）の固有値解析結果

（地盤ケース④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース）

（②ー②断面）



1次モード 2次モード 3次モート・

0.785 Hz （剌激係数 ・ 220.14 1.066 Hz （刺激係数 ・ 57.29 1.393 Hz （刺激係数 8.21 

4次モード 5次モード 6次モード

1.473 Hz （剌激係数 ： -41.03 1.608 Hz （刺激係数 -54.19 1.725 Hz （刺激係数 17.36 

燐
抽
1
ー

1

1

8次モード 9次モード

1.756 Hz （刺激係数 -15.64 1.856 Hz （刺激係数 -51.10 1.977 Hz （剌激係数 ． 19.85 

7
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図 10 防潮堤（鋼製防護壁）の固有値解析結果

（地盤ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）

（③ー③断面）



1次モード 2次モード 3次モード

0.799 Hz （剌激係数 ． 224.94 1.118 Hz （剌激係数 ． 44.78 1.464 Hz （刺激係数 ・ -6.98 

4次モード 5次モード 6次モード

1.553 Hz （剌激係数 -47.42 1.704 Hz （剌激係数 ： 42.94 1.737 Hz （刺激係数 20.65 

勁
抽
1

-

1

2

7次モート・ 8次モード 9次モード

1.898 Hz （刺激係数 ． -12.15 1.955 Hz （刺激係数 ． -50.71 2.032 Hz （剌激係数 ． 16.07 

図 11
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防潮堤（鋼製防護壁）の固有値解析結果

（地盤ケース② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1a) した解析ケース）

（③一③断面）



1次モード 2次モード 3次モード

0.767 Hz （剌激係数 ： 212.41 1.010 Hz （剌激係数 -73.91 1.309 Hz （剌激係数 19.01 

4次モード 5次モード 6次モード

1.394 Hz （刺激係数 ・ -27.03 1.523 Hz （剌激係数 ， -64.40 1.608 Hz （刺激係数 ・ -8.17 

湖
抽
l
ー

1

3

7次モード 8次モード 9次モード

1.711 Hz （剌激係数 ： -44.47 1.748 Hz （剌激係数 31.47 1.840 Hz （剌激係数 ・ 30.50 

図 12
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防潮堤（鋼製防護壁）の固有値解析結果

（地盤ケース③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース）

（③ー③断面）



1次モード 2次モード 3次モード

0.762 Hz （剌激係数 210.36 1.008 Hz （刺激係数 -81.95 1.304 Hz （剌激係数 ： 27.21 

1.425 Hz （刺激係数 39.45 1.544 Hz （刺激係数 ． -53.41 1.636 Hz （剌激係数 ： 15.91 

雛
抽
l
ー

1

4

7次モード 8次モード 9次モード

1.707 Hz （刺激係数 -20.98 1.787 Hz （刺激係数 ・ -17.86 1.847 Hz （刺激係数 ： -49.61 

防潮堤（鋼製防護壁）の固有値解析結果

（地盤ケース④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース）

（③一③断面）

図 13
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図 14 設定した Rayleigh減衰

- 1%:地盤

ー 3%：鋼材

ー 5%:コンクリート

3. 5 4. 0 4. 5 

（地盤ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）

（①一①断面）

0. 5 1.0 1. 5 2. 0 2. 5 3. 0 

振動数(Hz)

図 15 設定した Rayleigh減衰
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（地盤ケース② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1a) した解析ケース）

（①一①断面）

参考 1-15

5. 0 

5.0 

735 



゜
．
 ゜

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

 

0

9

8

7

6

5

4

3

2

1

0

 

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

 

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

 

- 1% 地盤

ー 3％：鋼材

ー 5%:コンクリート

（
ー
）
森
捉
悩
蓬

0. 5 1.0 1. 5 2. 0 2. 5 3.0 

振動数(Hz)

3.5 4. O 4. 5 5. 0 

図 16 設定した Rayleigh減衰
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図 17 設定した Rayleigh減衰

（地盤ケース④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により

地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース）

（①一①断面）
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図18 設定した Rayleigh減衰

（地盤ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）

（②ー②断面）
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図 19 設定した Rayleigh減衰

（地盤ケース②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース）

（②ー②断面）
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図20 設定した Rayleigh減衰

（地盤ケース③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース）

（②一②断面）
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図21 設定した Rayleigh減衰

（地盤ケース④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により

地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース）

（②ー②断面）
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図22 設定した Rayleigh減衰

（地盤ケース① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース）

（③ー③断面）
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図23 設定した Rayleigh減衰

（地盤ケース② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1いした解析ケース）

（③ー③断面）
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図24 設定した Rayleigh減衰

（地盤ケース③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1いした解析ケース）

（③一③断面）
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図25 設定したRayleigh減衰

（地盤ケース④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により

地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース）

（③一③断面）
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（参考2)鋼製防護壁基礎間に生じる地震時相対変位の影響について

1. 検討方針

防潮堤（鋼製防護壁）の南北基礎の天端間に堤軸直交方向の地震時相対変位が生じた場合，鋼製

防護壁を介して当該相対変位に起因する応力が各基礎に伝達される。この影響（荷重伝達）につい

て，以下の手順で検討を行う。

検討対象部材は，耐津波評価における鋼製防護壁基礎の構成部材のうち，発生断面力が最も大き

い中実鉄筋コンクリートとする。評価は，北基礎に比べKm層の上面標高が高く堤軸直交方向の変位

が小さい南基礎を対象とする。評価フローを図 1に示し，防潮堤（鋼製防護壁）の平面図を図 2に

示す。

① 鋼製防護壁基礎に対する堤軸直交方向の 2次元有効応力解析結果から南基礎の最大照査値発

生時刻の断面力と南北基礎の天端間の相対変位を抽出する。さらに，最大相対変位時等の相

対変位の大きい時刻の断面力と南北基礎の天端間の相対変位を抽出する。

② 鋼製防護壁基礎における堤軸直交方向の南北基礎天端間の相対変位が，鋼製防護壁を介して

各基礎に与える影響を，断面力の増分として評価する。具体的には， 1次元有効応力解析に

基づく応答変位法による荷重を 3次元静的フレーム解析モデルの北基礎のみに作用させ，南

基礎における断面力増分と，南北基礎の天端間の相対変位増分を求める。

この断面力増分を南北基礎の天端間の相対変位増分で除することにより，単位相対変位増分

当たりの南基礎断面力増分を求める。

なお， 3次元静的フレーム解析で応答変位法による地震力を与えるのは，堤軸直交方向変位

が南基礎より大きい北基礎とする。地震力は断面力増分の傾向を把握することが目的であるた

め， 3次元静的フレーム解析で用いる地震動はsd-D1とする。堤軸直交方向の南北基礎の

天端間の相対変位による影響を検討するモデルの概念図を図 3に示す。

③ ①の最大照査値発生時刻及び相対変位が大きい時刻における南北基礎の天端間の相対変位

に，②で求めた単位相対変位増分当たりの南基礎断面力増分をかけることにより，南基礎の

相対変位に基づく地震時断面力増分を求める。

④ ①で抽出した南基礎の最大照査値発生時刻及び相対変位が大きい時刻の断面力及び照査値と

③で求めた南基礎の相対変位に基づく地震時断面力増分及び照査値増分を比較することによ

り，堤軸直交方向における南北基礎の天端間の相対変位が鋼製防護壁を介して鋼製防護壁基

礎に与える影響度合いを確認する。
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図3 堤軸直交方向相対変位により鋼製防護壁基礎間に生じる断面力増分を算定する
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参考2-3
743 



2. 具体的評価内容

2. 1 2次元有効応力解析から算定される断面力と南北基礎の天端間の相対変位の抽出

鋼製防護壁基礎に対する堤軸直交方向の 2次元有効応力解析結果から，南基礎の中実鉄筋コン

クリートの最大照査値発生時刻の断面力と南北基礎の天端間の相対水平変位を抽出する。

2次元有効応力解析について，地震動は堤軸直交方向の②一②断面，③ー③断面で照査値が大

きくなる Ss -D  1 [H-, V十〕とし，地盤ケースは地盤抵抗が小さく鋼製防護壁基礎の変形が大

きくなる地盤ケース③ （地盤物性のばらつきを考慮 (-1a) した解析ケース）として行う。

解析の結果，表 lに示す鉄筋の曲げ軸力に対する照査値は時刻 68.77秒で最大となる。その時

刻における南北基礎の天端間の相対水平変位は図 4に示すとおり 0.04cmで，南基礎天端の水平

変位は図 5に示すとおり 22.4cmである。南北基礎の天端間の相対水平変位の時刻歴を図 4に，

南北基礎天端の水平変位の時刻歴を図 5に，時刻 68.77秒の南基礎の断面力分布を図 6に示す。

表2に示すせん断力に対する照査値が最も厳しくなる時刻は鉄筋の曲げ軸力に対する照査値が

最も厳しくなる時刻 68.77秒と同時刻である。

以上のことから，中実鉄筋コンクリートの曲げ軸力及びせん断の最大照査値発生時刻における

南北基礎の天端間の相対水平変位は 0.04cmと小さい。このため， 最大照査値発生時において，

相対水平変位による影響はほとんどないことを確認した。次に，相対水平変位が大きい場合の影

響を確認するため，以下の 2ケースについて確認を行った。

南北基礎の天端間の相対水平変位は，図 4に示すとおり 27.40秒において最大となり，その値

は22.1 cmである。このとき，南基礎天端の水平変位は図 5に示すとおり 8.5 cmである。断面カ

分布は図 7に示す。

また，前述の最大照査値発生時刻 68.77秒付近において，南北基礎の天端間の相対水平変位及

び南基礎天端の水平変位がともに大きい時刻として 67.66秒を抽出した。このとき，南北基礎の

天端間の相対水平変位は図 4に示すとおり 14.3 cm, 南基礎天端の水平変位は図 5に示すとおり

20. 5 cmである。断面力分布は図 8に示す。

表3に，最大照査値発生時刻及び南北基礎の天端間の相対水平変位が大きい時刻における相対

変位を示す。
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表 l 中実鉄筋コンクリートの堤軸直交方向の曲げ軸力照査結果（鉄筋曲げ軸力について）

＼ 地盤ケース ース 曲げ軸力照査 （鉄筋曲げ軸力）

地霞動 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, V+  0 18 

H+, v.:.._ 0 17 
S s -D  1 

H-, V+  o. 20 I I o. 20 0. 20 0.20 0.20 0. 20 

H-, V- 0 20 

S s - 1 1 0. 10 

S s - 1 2 0. 10 

S s - 1 3 0. 12 

S s -1 4 0. 10 

S s - 2 1 0. 13 

S s - 2 2 0 12 

H+, V+  0 22 
S s - 3 1 

H-, V+  0 19 

Eニコ：2次元有効応力解析の検討ケース

表 2 中実鉄筋コンクリートの堤軸直交方向のせん断力照査結果

地；；-----竺ロニロ せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, V+  0. 57 

H+, V- 0. 58 
S s -D  1 

H-, v+  o. 65 I I o 67 0.63 0. 64 0.66 0 66 

H-, V- 0. 66 

S s - 1 1 0 34 

s s -1 2 0. 38 

s s -1 3 0.43 

, s.-14 0.37 

s s -2  1 0.44 

s s -2  2 0.43 

H+, V+  0. 66 
S s - 3 1 

H-, v+  0. 57 

Eニコ：2次元有効応力解析の検討ケース
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図5 南北基礎の天端の水平変位時刻歴

表3 最大照査値発生時刻及び南北基礎の天端間の相対水平変位が大きい時刻の相対変位

抽出時刻
時刻 南基礎天端の 相対水平変位

(s) 水平変位 (cm) (cm) 

曲げ軸力及びせん断力の最大照査値発生時刻＊1

（南基礎天端の水平変位は大きいが，相対水平変位が

小さい時刻であり，相対水平変位の影響が小さい） 68. 77 22.4 0.04 

＊ 曲げ軸力及びせん断の最大照査値は右欄に示す同

時刻において発生した。

相対水平変位が最大になる時刻＊2

（南基礎天端の水平変位は小さい 27.40 8. 5 22. 1 

南北基礎の天端 が，相対水平変位が大きい時刻）

間の相対水平変 相対水平変位が大きく，南基礎天

位が大きい時刻 端の水平変位も大きい時刻＊3
67.66 20.5 14. 3 

（南基礎単独の水平変位と相対水

平変位双方の影響が大きい時刻）

注記 *1 

*2 

*3 

最大照査値発生時刻は，南基礎天端変位大，相対水平変位極小 0.04cm（北基礎天端変位＝南基礎天端変位）である。

相対水平変位が最大になる時刻は，南基礎天端変位小，相対水平変位最大（北基礎天端変位最大）である。

南基礎天端の水平変位も大きい時刻は，南基礎天端変位大，相対水平変位大（北基礎天端変位2番目に大）である。
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堤軸直交方向曲げモーメント
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2.2 単位相対変位増分当たりの南基礎断面力増分の算定

鋼製防護壁基礎の堤軸直交方向の相対変位が鋼製防護壁を介して南北基礎に与える影響につい

て， 3次元静的フレーム解析モデルにより検討を行う。 3次元静的フレーム解析モデルでは鋼製

防護壁基礎が鋼製防護壁を介して接続されているため，鋼製防護壁基礎の堤軸直交方向に相対変

位が発生した際の鋼製防護壁を介した荷重伝達を考慮することができる。

3次元静的フレーム解析モデルの概念図を図 9に示す。同モデルは，耐津波評価において重畳

時の検討に用いたモデルであり，ここでは余震時の地盤バネと応答変位を用いて解析を実施する

（その他の荷重条件は考慮しない）。なお，応答変位の設定のついては，北基礎の堤軸直交方向の

応答変位のみを考慮する。北基礎のみに応答変位を用いることで南北基礎の天端間の相対変位を

評価する。

3次元静的フレーム解析モデルは，鋼製防護壁（格子モデル）と中実鉄筋コンクリート，巻立て

鉄筋コンクリート及び鋼管杭で構成される鋼製防護壁基礎を構造梁要素によりモデル化し，頂版

鉄筋コンクリートは平板要素によりモデル化する。中実鉄筋コンクリートをモデル化した構造梁要

素には仮想剛梁要素を配置することで中実鉄筋コンクリートの幅を考慮する。鋼製防護壁と鋼製防

護壁基礎の接続については，鋼製防護壁の軸心と頂版鉄筋コンクリート及び中実鉄筋コンクリート

の軸心には，堤軸直交方向に1.15mの差異があるため，剛体要素を介して結合することにより，鋼

製防護壁基礎から鋼製防護壁，鋼製防護壁から鋼製防護壁基礎へ応力を伝達する。

3次元静的フレーム解析は，南北両基礎に対して 1次元有効応力解析を行い，鋼製防護壁基礎

の堤軸方向，堤軸直交方向の地盤バネの地盤反力係数及び地盤反力上限値を設定し，堤軸直交方

向変位が大きい北基礎の堤軸直交方向の地盤変位を算定する。 3次元静的フレーム解析モデルに

表4に示す，重畳時において南基礎の中実鉄筋コンクリートの照査値が最大になる地盤バネ4を

設定し，北基礎に地盤変位を与え解析する。 1次元有効応力解析において考慮する地震動はSd―
Dl（余震）とする。

地盤バネは，「道路橋示方書 (I 共通編• IV下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成 24年 3

月）」に準拠し，地盤バネの地盤反力係数と地盤反力上限値を考慮したバイリニア型とする。

地盤バネ4は， 1次元有効応力解析により得られる，最大地表面変位発生時の平均有効主応力四'

及びせん断ひずみッの深度分布に基づいて，地盤バネの地盤反力係数及び地盤反力上限値を設定す

る。水平方向地盤反力係数及び地盛反力上限値を図 10に示す。また，地盤バネ4は，表 5に示す

7種類の地盤物性のうち，上記のせん断ひずみが最大値を示す③’ 地盤物性のばらつきを考慮

(-1 a) した解析ケース（液状化パラメータ非適用）に基づき設定する。

一方，応答変位についても，地盤バネ4に対応した応答変位を 1次元有効応力解析により算定

した。 3次元静的フレーム解析では，算定した応答変位を用いた応答変位法により北基礎にのみ

荷重を与え，南北基礎の天端間の相対変位増分と相対変位増分により発生する南基礎の断面力増

分を算定する。 3次元静的フレーム解析モデルヘの応答変位の設定について図 11に概念図を示

す。

3次元静的フレーム解析より算定された変形図を図 12に示す。図に示すとおり南北基礎の天端

間の相対変位増分は 7.9 cm（北基礎天端変位8.1 cmー南基礎天端変位0.2 cm) となった。 3次元

静的フレーム解析より算定された南基礎の断面力増分を図 13に示す。

参考2-9
749 



図13に示す断面力増分を南北基礎の天端間の相対変位増分 7.9 cmで除することにより，単位

相対変位増分当たり(1.0 cm) の南基礎断面力増分を算定した。単位相対変位増分当たりの南基

礎断面力増分を図 14に示す。

表4 地盤バネケース

地盤バネの地盤反力係数及び
ケース名 備考

地盤反力上限値

S d波による 1次元有効応力解析から 地盤抵抗が
地盤バネ 3

地表面応答加速度が最大となる地盤物性により設定 大きいケース

Sd波による 1次元有効応力解析から
地盤バネ 4

地表面応答変位が最大となる地盤物性により設定 地盤抵抗が

Sd波による 1次元有効応力解析から 小さいケース
地盤バネ 5

せん断ひずみが最大値を示す地盤物性により設定

＊上記のケースより，せん断ひずみ最大ケースを選定して地盤バネを設定する。

表 5 3次元静的フレーム解析における 1次元有効応力解析地盤ケース

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ③’ 

原地盤に 地盤物性 地盤物性 地盤を強 原地盤に 地盤物性の 地盤物性

基づく液 のばらっ のばらっ 制的に液 おいて非 ばらつきを のばらっ

解析ケース
状化強度 きを考慮 きを考慮 状化させ 液状化の 考慮（＋ 1 きを考慮

特性を用 (+ 1 (-1 ることを 条件を仮 6) して非 (-1 
（地盤ケース）

いた解析 o） した o) した 仮定した 定した解 液状化の条 a) した

ケース（基 解析ケー 解析ケー 解析ケー 析ケース 件を仮定し 解析ケー

本ケース） ス ス ス た解析ケー ス

ス

原地盤に 原地盤に 原地盤に 敷地に存

基づく液 基づく液 基づく液 在しない
液状化パ 液状化パ 液状化パ

液状化強度特性 状化強度 状化強度 状化強度 豊浦標準

の設定 特性 （標 特性（標 特性（標 砂の液状
ラメータ ラメータ ラメータ

準偏差を 準偏差を 準偏差を 化強度特
を非適用 を非適用 を非適用

考慮） 考慮） 考慮） 性
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鋼製防護壁基礎--<

y （南側）

図9 3次元静的フレーム解析モデルの概念図
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相対変位により南基礎に

発生する断面力増分を算定

ょx 1 ] ] 
礎i：：堤軸直交方向の
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図11 3次元静的フレーム解析モデルヘの応答変位の設定の概念図
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2.3 南基礎の相対変位に基づく地震時断面力の算定

「2.1 2次元有効応力解析から算定される断面力と南北基礎の天端間の相対変位の抽出」で抽

出された曲げ軸力及びせん断力の最大照査値発生時刻，相対水平変位が最大になる時刻及び南基

礎天端の水平変位が大きい時刻における南北基礎の天端間の相対変位について，それぞれ 「2.2

単位相対変位増分当たりの南基礎断面力増分の算定」で算定した南基礎断面力増分を掛けて，南

基礎の相対変位に基づく地震時断面力増分を算定した。その結果を図 15～図 17の青線に示す。

図15及び図 17に示すとおり南基礎の相対変位に基づく地震時断面力増分は， 2次元有効応力

解析による地震時の断面力に対して十分小さい。

図16においては，相対水平変位最大時の南基礎の地震時の曲げモーメント及びせん断力は非常

に小さいことが確認できる。これは，地震時の相対水平変位は最大となるものの，南基礎の中実

鉄筋コンクリートに生じる曲げ及びせん断変形が小さいためである。また，南基礎の相対変位に

基づく地震時断面力増分においても曲げモーメント及びせん断力が同様の発生状況となってい

る。
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堤軸直交方向曲げモーメント 軸力 堤軸直交方向せん断力
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図 17 南基礎の相対変位に基づく地震時断面力増分

（時刻 67.66秒，相対変位 14.3 cm) 
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2.4 南基礎の最大照査値発生時刻となる断面力と相対変位に基づく地震断面力増分による照査値の比較

「2.1 2次元有効応力解析から算定される断面力と南北基礎の天端間の相対変位の抽出」にお

いて抽出した南基礎の最大照査値発生時刻の断面力及び照査値と，「2.3 南基礎の相対変位に基

づく断面力の算定」において求めた南基礎の相対変位に基づく断面力増分及び照査値増分を，表 6

及び表 7に示す。

鉄筋の曲げ軸力については，表 6に示すとおり，相対変位に基づく断面力増分による照査値の

増分が 0.01程度である。この増分は，最大照査値発生時刻の照査値と比較して十分小さく，許容

限界に対して十分な安全余裕があることに変わりはない。一方，せん断力についても，表7に示

すとおり，照査値の増分は 0.01程度であり，曲げ軸力と同様，十分な安全余裕がある。

なお，発生断面力（曲げモーメント，軸力及びせん断力）についても相対変位に基づく断面力増

分は，鉄筋の曲げ軸力及びせん断力の最大照査値発生時刻の断面力に対して十分小さい。

表 6 南基礎の鉄筋の曲げ軸力照査結果（堤軸直交方向（③一③断面））
断面性状 発生断面カ

引張 短期許容

検討 評価 部材幅 部材高 鉄筋仕様
断面カ

曲げ
軸力

応力度 応力度 照査値

ケース 位置 （引張鉄筋） モーメント
(kN) a • 6“ o.I c.. 

b (mm) h (mm) (kN • m) (N/mmり (N/mmり

68. 77秒＊ 1 1143444 30407 86 3 435 0 20 

上部 10700 10700 
D51@150 
(8段） 相対変位に基づく

2（引張）
断面力増分＊ 2

319 0 029 435 0 01 

68 77秒＊ 1 1249632 110047 60 7 435 0 14 
中央

10700 10700 
D51@150 

（上） (11段） 相対変位に基づく
地盤ケース③ 断面力増分＊ 2

375 2（引張） 0 026 435 0 01 

S,-D 1 

旧-,V十〕 68 77秒＊ 1 1559595 104130 71 3 435 0 17 
中央

10700 10700 
D51@150 

（下） (17 5段） 相対変位に基づく
2（引張）

断面力増分＊ 2
388 0 027 435 0 01 

68 77秒＊ 1 987231 154017 37 8 435 0 09 

下部 10700 10700 
D51@150 
(11段） 相対変位に基づく

断面力増分＊ 2
148 1 0010 435 0 01 

注記 ③： 地盤物性のばらつきを考慮 (-1 a) した解析ケース

*l：南基礎の最大照査値発生時刻の断面力及び照査値 (2次元有効応力解析）

*2：南基礎の最大照査値発生時刻の地震時断面力増分及び照査値増分 (2次元有効応力解析， 3次元静的フレーム解析）

表 7 南基礎のせん断力照査結果（堤軸直交方向（③ー③断面））
断面性状 発生 短期許容 v．に

検討 評価 部材幅 部材高 有効高さ 鉄筋仕様
断面カ

せん断力 せん断力
対する

ケース 位麿
b （血） h (mm) d (mm) 

（せん断補強筋） V v. 
照査値

(kN) (kN) 

68. 77秒＊ 1 136697 221969 0 62 

上部 10700 10700 9976 16-D29@150 
相対変位に基づく

24 221969 0 01 
断面力増分＊ 2

中央 68 77秒＊ 1 143257 217138 0 66 

10700 10700 9759 16-D29@150 
地盤ケース③

（上）
相対変位に基づく

12 217138 0 01 
s置ーDl 断面力増分＊ 2

IH-, V十〕 中央 68 77秒＊ 1 134401 227399 0 60 

10700 10700 9262 18-D29@150 

（下）
相対変位に基づく

19 227399 0 01 
断面力増分＊ 2

68. 77秒＊ 1 88195 194677 0 46 

下部 10700 10700 9759 14-D29@150 
相対変位に基づく

18 194677 0.01 
断面力増分＊ 2

注記 ③： 地盤物性のばらつきを考慮 (-1 a)した解析ケース

*l：南基礎の最大照査値発生時刻の断面力及び照査値 (2次元有効応力解析）

*2：南基礎の最大照査値発生時刻の地震時断面力増分及び照査値増分 (2次元有効応力解析，3次元静的フレーム解析）
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相対水平変位最大時（27.40秒）及び時刻 67.66秒についても同様の比較・検討を行う。

相対水平変位最大時の鉄筋の曲げ軸力に対する照査値は，表 8に示すとおり，相対変位に基づ

＜断面力増分に対する照査値増分が 0.02~0. 04程度である。この増分を考慮したとしても，照査

値は0.07程度であり許容限界に対して十分な安全余裕があることに変わりはない。一方，せん断

力に対する照査値についても，表 9に示すとおり，相対変位に基づく断面力増分による照査値増

分が 0.03~0.06程度であり，曲げ軸力と同様，十分な安全余裕がある。

表 8 相対水平変位最大時の南基礎の鉄筋の曲げ軸力照査結果 （堤軸直交方向（③一③断面））
断面性状 発生断面カ

引張 短期許容

検討 評価 部材幅 部材病 鉄筋仕様
断面カ

曲げ
軸力

応力度 応力度 照査値

ケース 位置 （引張鉄筋） モーメント
(kN) 

6 置• a,/゚”
b (mm) h (mm) (kN • m) (N/mmり (N/mmり

27 40秒 ＊1 58838 90186 10 1 435 0 03 

上部 10700 10700 
D51@150 
(8段） 相対変位に基づく

断面力増分＊ 2
159204 1204（引張） 14.6 435 0 04 

27 40秒＊ 1 45211 114047 10 3 435 0 03 
中央

10700 10700 
D51@150 

（上） (11段） 相対変位に基づく
地盤ケース③ 断面力増分”

187215 1158（引張） 13 l 435 0 04 

s ̀  -D  1 
l}-I-, V十〕 27 40秒 ＊1 1484 150879 10 1 435 0 03 

中央
10700 10700 

D51@150 
（下） (17 5段） 相対変位に基づく

1139（引張）
断面力増分＊ 2

193645 13 4 435 0 04 

27 40秒＊ 1 36003 174604 14, 9 435 0 04 

下部 10700 10700 
D51@150 

(11段） 相対変位に基づく
断面力増分＊ 2

74037 684 4 9 435 0 02 

注記 ③：地盤物性のばらつきを考慮 (-16) した解析ケース

* 1:南基礎の相対変位が最大となった時刻の断面力及び照査値 (2次元有効応力解析）
*2:南基礎の相対変位が最大となった時刻の地震時断面力増分及び照査値増分 (2次元有効応力解析， 3次元静的フレーム解析）

表9 相対水平変位最大時の南基礎のせん断力照査結果（堤軸直交方向（③ー③断面））
断面性状 発生 短期許容 v.に

検討 評価 部材輻 部材肉 有効贔さ 鉄筋仕様
断面カ

せん断力 せん断力
対する

ケース 位骰
b (mm) h （四） d (mm) 

（せん断補強筋） V v. 
照査値

(kN) (kN) 

27 40秒＊ 1 2524 221969 0 02 

上部 10700 10700 9976 16-D29@150 
相対変位に基づく

12221 221969 0 06 
断面力増分＊ 2

中央 27. 40秒＊ 1 2431 217138 0 02 

10700 10700 9759 16-D29@150 
地盤ケース③

（上）
相対変位に基づく

6012 217138 0.03 
S,-D 1 断面力増分＊ 2

(H-, V十〕 中央 27. 40秒＊ 1 3830 227399 0 02 

10700 10700 9262 18-D29@150 

（下）
相対変位に基づく

9267 227399 0 05 
断面力増分＊ 2

27 40秒 ＊1 2186 194677 0 02 

下部 10700 10700 9759 14-D29@150 
相対変位に基づく

8831 194677 0 05 
断面力増分＊2

注記 ③： 地盤物性のばらつきを考慮 (-1 a)した解析ケース

* 1:南基礎の相対変位が最大となった時刻の断面力及び照査値 (2次元有効応力解析）
*2:南基礎の相対変位が最大となった時刻の地震時断面力増分及び照査値増分 (2次元有効応力解析，3次元静的フレーム解析）
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時刻 67.66秒の鉄筋の曲げ軸力については，表 10に示すとおり，相対変位に基づく断面力増分

による照査値の増分が 0.01~0.03程度と小さい。この増分を考慮したとしても，時刻 67.66秒の

照査値から大きく変わるものではないことから，許容限界に対して十分な安全余裕があることに

変わりはない。一方，せん断力についても，表 11に示すとおり，照査値の増分は 0.02~0.04程

度であり，曲げ軸力と同様，十分な安全余裕がある。

なお，発生断面力（曲げモーメント，軸力及びせん断力）についても相対変位に基づく断面カ

増分は，時刻 67.66秒の断面力に対して十分小さい。

表 10 時刻 67.66秒の南基礎の鉄筋の曲げ軸力照査結果（堤軸直交方向（③一③断面））
断面性状 発生断面カ

部材 部材
引張 短期許容

検討 評価
輻 泊i

鉄筋仕様
断面カ

曲げ
軸力

応力度 応力度 照査値

ケース 位置 （引張鉄筋） モーメント
(kN) 

6、 6.. a,/ a、.
b h (kN m) (N/mmり (N／皿f)
(mm) (mm) 

67 66秒＊ 1 869095 29778 63 9 435 0 15 

上部 10700 10700 
D51@150 

(8段） 相対変位に基づく

断面力増分”
103133 780（引張） 9 5 435 0 03 

67 66秒＊ 1 986329 111933 43 5 435 0 11 
中央

10700 10700 
D51@150 

（上） (11段） 相対変位に基づく
地盤ケース③ 断面力増分＊ 2

121279 750（引張） 8 5 435 0 02 

s. -D 1 
旧-,V十〕 67 66秒＊ 1 1225233 112010 51 7 435 0 12 

中央
10700 10700 

D51@150 

（下） (17 5段） 相対変位に基づく
738（引張）

断面力増分＊ 2
125444 8 7 435 0 02 

67 66秒＊ 1 782420 163899 23 1 435 0 06 

下部 10700 10700 
D51@150 
(11段） 相対変位に基づく

断面力増分＊ 2
47962 443 3 2 435 0 01 

注記 ③： 地盤物性のばらつきを考慮 (-1 a) した解析ケース

*l:南基礎の相対変位が大きい時刻の断面力及び照査値 (2次元有効応力解析）

*2:南基礎の相対変位が大きい時刻の地震時断面力増分及び照査値増分 (2次元有効応力解析，3次元静的フレーム解析）

表 11 時刻 67.66秒の南基礎のせん断力照査結果（堤軸直交方向（③一③断面））
断面性状 発生 短期許容

V,に
検討 評価

部材幅 部材高 有効高さ
鉄筋仕様

断面カ
せん断力 せん断力

対する
ケース 位歴 （せん断補強筋） V v. 

照査値
b (mm) h (mm) d (mm) (kN) (kN) 

67 66秒 ＊1 106967 221969 0 49 

上部 10700 10700 9976 16-D29@150 
相対変位に基づく

7917 221969 0 04 
断面力増分＊ 2

中央 67. 66秒 ＊1 113446 217138 0 53 

10700 10700 9759 16-D29@150 
地盤ケース③

（上）
相対変位に基づく

3894 217138 0 02 

s ̀―Dl 断面力増分”

臼— , V十〕 中央 67 66秒＊ 1 107649 227399 0 48 

10700 10700 9262 18-D29@150 

（下）
相対変位に基づく

6003 227399 0 03 
断面力増分＊ 2

67 66秒＊ 1 68628 194677 0 36 

下部 10700 10700 9759 14-D29@150 
相対変位に基づく

5721 194677 0 03 
断面力増分＊ 2

注記 ③： 地盤物性のばらつきを考慮 (-16) した解析ケース

* 1:南基礎の相対変位が大きい時刻の断面力及び照査値 (2次元有効応力解析）
*2：南基礎の相対変位が大きい時刻の地震時断面力増分及び照査値増分 (2次元有効応力解析， 3次元静的フレーム解析）
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3. まとめ

南基礎における鉄筋の曲げ軸力及びせん断力の最大照査値発生時刻 68.77秒において，鋼製防護

壁基礎間の相対水平変位により発生する地震時断面力増分及び照査値増分を算定した。地震時断面

力増分及び照査値増分が，発生断面力及び照査値に対して小さいことから，相対水平変位が鋼製防

護壁基礎に与える影響が小さいことを確認した。

最大相対水平変位 22.1cmとなった時刻 27.40秒においては，南基礎の水平変位が小さいために発

生断面力及び照査値は小さく，算出した地震時断面力増分及び照査値増分も非常に小さいことか

ら，相対水平変位が最大の場合にも鋼製防護壁基礎に与える影響は小さいことを確認した。

さらに，南基礎天端の水平変位が大きいケース（時刻 67.66秒）を選定して相対水平変位の影響

を確認した結果，地震時断面力増分及び照査値増分が，発生断面力及び照査値に対して小さく，相

対水平変位が鋼製防護壁基礎に与える影響が小さいことを確認した。

以上のことから，堤軸直交方向における南北基礎の天端間の相対水平変位が鋼製防護壁を介して

鋼製防護壁基礎に与える影響度合いは小さいことを確認した。
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（参考3)高強度材料（SBHS500• SD685) の適用性について

1. SBHS500の適用性

「道路橋示方書 (W下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成 24年 3月）」では鋼管杭は，

JIS A 5525の規格 (SKK400, SKK490) に適合するものを標準とし，規定以外の鋼管杭で

も所要試験を実施して本規定に定められた鋼管杭と同等以上の性能を有することが確認された場合

には用いても良いとしている。よって，許容応力度設計において，土木学会の「新しい高性能鋼材

の利用技術調査研究報告書～SBHS500(W), SBHS700(W)の設計・制作ガイドライン（案） （平成 21年 11

月）」に基づき実施する。

また， SBHS500(J I S G 3 1 4 0 (2011)) の鋼管杭の製作においては，所要試験（溶接施工

試験（開先溶接試験），材料検査（母材，溶接材）等を実施し， JIS A 5525規格の鋼管杭

と同等の性能を有することを確認する。

なお，既工認においては他施設でも SBHS500の鋼管杭を用いた施工実績がある。

・東海第二発電所におけるエ認審査実績＊

①V-2-2-12緊急時対策所用発電機燃料貯蔵タンク基礎の地震応答計算書

②V-2-2-13緊急時対策所用発電機燃料貯蔵タンク基礎の耐震性についての計算書

③V-2-10-2-4構内排水路逆流防止設備の耐震性についての計算書

④V-3ー別添 3-2-3構内排水路逆流防止設備の強度計算書

【補足ー60-1】5.19耐震及び耐津波設計における許容限界について
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2. 高強度鉄筋 SD685の適用性

2. 1 SD685の適用に必要となる評価項目について

「コンクリート標準示方書設計編・施工編の改定資料（土木学会， 2017)」では，高強度鉄筋

の適用性に伴う改定がなされ， SD685鉄筋までが利用可能となった。改定に関わる解説資料では，

SD685の適用に当たっては，従来の評価式や新たな評価式の適用性が確認できた項目について利用

可能としているため，図 1に示す項目について確認を実施する。

なお，防潮堤（鋼製防護壁）においては，高強度鉄筋 SD685を使用する部材を含めて弾性範囲

内の設計を行っているが，鉄筋が弾性挙動を示す一方で，コンクリートには微細なひび割れの発

生に伴う剛性低下により，非線形挙動が生じる可能性がある。このため（参考 14) において，鉄

筋コンクリート及び無筋コンクリートの材料非線形性を考慮できる 3次元静的非線形解析 (COM

3) を用いた精緻な解析を行い，高強度鉄筋 SD685の適用性を確認している。

2.3 S0490を超える強度の異形鉄筋の取り扱い

2. 3. 1 概要

異形鉄筋は， J1Sでは SD490までは規格化されているが，高強度鉄筋を用いれば鉄筋益を減らすことがで

き過密鉄筋が回避できる，部材断面寸法を縮小できる，寸法縮小に伴い部材誼伍を減らすことができるなど，

多くのメリットがあるそのため， SD490を超える鉄筋を使用した場合の研究は数多く行われている．今回

の改訂では， SD685までの鉄筋単体および部材挙動の検討を行い，従来の評価式や新たな評価式の適用性が

確認できた項目については， SD685まで利用可能にしたなお，検討が不十分で適用性が確認できなかった

項目については，別途検討すれば利用可能という形にした．

示方紺の鉄筋強度に関わる項目としては，以下が挙げられる

• 本編 5 .3 . 1 コ ンクリート強度の上はは出と

• 本編 5 .4.]鋼材の強度， 5.4 .2 鋼材の疲労強度， 5 .4 .3 銅材の応力ひずみ閃1系

・標準3編安全性に関する照査における 2幸の各種耐力の算定

・標準 3編安全性に閑する照査における 3章の疲労強度の算定

・標準4編使用性に蘭する照査における 2姦のひび割れ幅や応力度の算定

・標準4編使用性に関する照査における 3章の変位 ・変形の節定

・標準 5編耐震設計および耐袋性に関する照査における 5章の部材の力学モデルのモデル化

・標準 5編耐震設計および耐第性に関する照査における 5窃の鋼材のモデル化

・標準 7編鉄筋コンクリートの前提および構造細目における 2章の鉄筋の曲げ形状

図 1 SD490を超える強度の異形鉄筋の取り扱い

出典：「コンクリートライブラリー149

コンクリート標準示方書設計編・施工編の改定資料（土木学会， 2017)」
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2. 2 付着強度

SD685を用いた部材の付着強度算定式について，「コンクリート標準示方書設計編・施工編の改

定資料（土木学会， 2017)」では図 2に示すとおり，他の鉄筋材質 (SD490以下）と同様に適用で

きるとの記載がある。

2.3. 2 付舟強度

付粒強度を求める実験が，PC銀棒など高強度銅材を使って実施されており I),

が適用できることを確認したまた，2.3.6節で示すが，SD685を用いた RC部材に対し，数値解析の適用性

を検討したと ころ，従来の付苅強度ーすぺり関係を用いてひび割れ間隔やひび割れ幅を妥当に評価できるこ

とを併せて確認した．

図2 SD685を用いた場合の軸方向圧縮耐力及び曲げ耐力について

出典：「コンクリートライブラリー149

コンクリート標準示方書設計編・施工編の改定資料（土木学会， 2017)」

2. 3 応力ひずみ関係

SD685を用いた部材の応力ひずみ関係について，「コンクリート標準示方書設計編・施工編の改

定資料（土木学会， 2017)」では図 3に示すとおり，従来どおりの式が適用できることを確認して

いる。

2.3.3 応力ひずみ

が出されていることを確認した．

まど大きくなる．そのため，引張強

に対する降伏点強度の比を 65~80％と記述していたが， 65~85％と修正した．

筋の応力ひずみ関係については，標準 5nit耐哀設計及び耐震性に関する照査や標準 10田非線形打限―`

解析による性能照査でひずみ硬化を身慮した引張応力下の式が示されているが，図2.3. 3. 1＼こ実験結果と

で示されている式との比較を行ったが，両者はよく 一致しており， SD685までは従央通りの式が適用

したただし，繰返し応力下の適用性の随認はt分できなかったため，繰返し荷頂下の問

モデルについて適用範囲を判断する必疫がある．
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巨三］ SD685鉄筋の応力ひずみ関係

図3 SD685鉄筋を用いた場合の応力ひずみ関係について

出典：「コンクリートライブラリー149

コンクリート標準示方書設計編・施工編の改定資料（土木学会， 2017)」
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2.4 各種耐力

2. 4. 1 軸方向圧縮耐力及び曲げ耐力

SD685鉄筋を用いた部材の軸方向圧縮耐力及び曲げ耐力について，「コンクリート標準示方

書設計編・施工編の改定資料（土木学会， 2017)」では図 4に示すとおり，既往の耐力評価

手法を同様に用いて問題がないことが示されている。なお， SD685鉄筋は本構造においてせん

断補強筋として使用しない。

2.3.4 断面耐力

軸方向圧縮耐力および曲げ耐）Jについては，SD685よりも強度の高いPC銅棒で既に適用されているため，

S0685も同様に用いれば問題がない捧部材のせん断耐力については， 2012年版からせん断補強鉄筋の設計

降伏強度は 800N/m而 まで適用範囲となっている．せん断伝達耐力，ねじり耐力については十分な検討を行

うことができなかったため，その勾定の際には SD490の強度を用いることとし，砧強度の影勝を考應する場

合は別途検討した場合に使用してよいとした．

図4 SD685を用いた場合の軸方向圧縮耐力及び曲げ耐力について

出典：「コンクリートライブラリー149

コンクリート標準示方書設計編・施工編の改定資料（土木学会， 2017)」

参考 3-4
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2. 4. 2 最大鉄筋量

SD685を用いた部材の最大鉄筋量について，「コンクリート標準示方書基本原則編・設計

編・維持管理編の改訂資料（土木学会， 2022)」では図 5に示すとおり，高強度鉄筋 SD685ま

で適用を拡大したとの記載がある。

ついてl...,

ることとしたこの規定は主に断而破懐時にコンクリート

一られているが，これを釣合鉄筋比の 75％以下としたことに
のばらつきや飲筋配竹の施工改茂等を考慮して余裕を持たせたという定性的な考察吠つ．過去

に釣合破浪に対して非超過確率 30％程度の安全余裕を確保したとする咄定h泊りな考察‘)があ

であった、また，高強炭材料をJnいた場合の適用性等について検証されているかも不
明であったそこで，高強度材料を用いた場合も含めた最人が鉄筋凪について．筒易な計箕ではあるが定5的な検討

り次式により勾定される．

な ．公
μb = U s'(“+ fydIE≫ fyd (2.4.1) 

ここに， 応 ：釣合鉄筋比

.004/o.ただし． a~0.6

心 ：コンクリー トの終局ひずみで［設計編：憬祁］ 3鞣の図2.4.Iで示された伍としてよし．

/,.., ：鉄筋の設計引張砕伏強度(N/mmり

/cd :コンクリートの設計圧縮強度(NJmmり

Eし ：鉄筋のヤング係故(NJmmり

75%~79％程度となっている． これは
., rヽ ・- ------・ ・ 

凪により”

あっし D鼻‘Jーロ奴出迄叫心四四:'-C'り—← C99ヽ V 、v 、響ツ・ I_,_...,, - ~・ . .

の数信は，コンクリート強度および鉄筋の引脹降伏強度が大きいほど小さくなる傾向にあり，このことは，設計強

度に対する釣釘次筋比の 75％とする最大鉄筋r.(は，材料強度が大きいほど釣合破汲に対する余裕が低Fすること

を意味する．したがって，高強度材料の場合には，コンク リートの応カーひずみ曲線や鉄筋の強度特性等を適切に

評価した上で，部材の破出性状を確認することが写ましい．

l: ¥ 
7 …・ • • • ••…•.. 
74% 
20 30 40 so 60 70 80 

/d(N/m面ぅ

図2.4. 5 p.漢強度）／p』(設計強度）

図 5 SD685を用いた場合の最大鉄筋量の考え方について

出典：「コンクリートライブラリー162

コンクリート標準示方書基本原則編・設計編・維持管理編の改訂資料（士木学会， 2022)」

参考 3-5
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2. 5 ひび割れ幅

SD685を用いた部材のひび割れ幅算定式について， 「コンクリート標準示方書設計編・施工編の

改定資料 （土木学会， 2017)」の「2.3.6ひび割れ幅及び変位・変形 （l)SD685を用いた部材実験

による検討」において，部材実験を実施している（図 6参照）。SD685を使用した梁のひび割れ幅

の変化は，降伏点までほぼ直線的に増加しており，大きなひずみ及び応力が作用してもひび割れ

幅に大きな影響を与えないことを確認している（図 7参照）。

2 3 6 ひび割れ幅および変位・変形

図 2.3.6I、こ示す，rJI張鉄りtを [1配ft,'.)および．．段配ir.tした場合の部材火駿を行い， SD685を用し、た場

合のひび割れ幅と短期の変位 ・変形のn定式の適川ヤi-fr磁認しt-. lt:.,高強度鉄筋をHIいる場合は高強度
コンクリートと組合わせて使川される場合が多いため， 表2.3 6. 1に示すようにコンクリート強度と鉄筋強

度ん組み合わせ4つの供ぷ体を作成した．コンクリートしこついては，ボ｝i,1：の適Jn範(!Ill/>80N, mm:に近い
70N/mm2 ~度と仔通強度の 30N mm'f'J.度，鉄筋については SD345とSD685たJIIいた．丈駿てぱ，曲，fひび

•I｀れ幅は，新たなひひ胡れ発1. 1J渭認されたらその都度（輝を除（；iし，断血 I燐部のひび~lれ位i叱こパイゲ

ージを設沢して洞定した．曲印は，守曲げ区1ill内で故(;i点と部材中央の 3点で鉛LIt変位を測定し、守曲げr:_
間の11均曲半をn定した．

010 D16 r 2 P2 L¥'OT D 

2心

図2.3 6 1 一段配

図6 SD685を用いた部材実験による検討

出典：「コンクリートライブラリー149

コンクリート標準示方書設計編・施工編の改定資料（土木学会， 2017)」

ひび割れ幅算定式

w = 1.1 k1 k2 k3(4c + 0.7(cs -4>))（t+伍） （2.3.6.1) 

図 2.3.6.4に実験はならびに式 (2.3.6.1)で得られる最大ひび苔l
と荏重の関係を示す．なお，算定式において，載1年実萩は哀生後す
ぐに短時間の荻存で行ったので，コンクリートの収縮およびクリー

プ笞の影響を考慮する £'odは， 0とした算定式は隣伏時点で実験｛，

ー に評伍していることから

その適用が可能であることが滋認された．
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図7 SD685を用いた場合のひび割れ幅の算定式について

「コンクリート標準示方書設計編・施工編の改訂資料（2017) 士木学会」

参考 3-6
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2.6 基本定着長

SD685鉄筋の基本定着長について，「コンクリート標準示方書（設計編） （土木学会， 2022年制

定）」では図 8に示すとおり，コンクリートの圧縮強度特性値が 80N/mm2以下，鉄筋の引張降伏強

度の特性値が 685N/mm2までを適用範囲としている。鉄筋の定着長は下記の式で算定される。ただ

し，ブリージングによる付着強度の低下を考慮して定着長の割増し(1.3倍）を規定している。し

かしながら，本構造物では充填性も考慮して高流動コンクリートを使用することとしており，普

通コンクリートに比べてブリージングは小さいことから割増しは考慮しないこととした（図 9参

照）。鉄道構造物等設計標準・同解説では図 10に示すとおり，ブリージングを生じないコンクリ

ートを用いる場合には，補正は不要と記載がある。

図8 SD685を用いた場合の基本定着長の算定について

「コンクリート標準示方書（設計編） （土木学会， 2022年制定）」

参考 3-7
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(2)について 西流動コン 999992 ,lllll9999杞，文，通常のコンクリートに比べて以下の特徴がある．

① 単位粗骨材産が少なく，高性能AE減水剤の使用呈が多し ．

② プリーディングおよびレイタンスの発生が少ない．

③ 凝結硬化が遅延する傾向にある．

④使用材料の品質変動や計呈誤差による影愕を受けやすいため，厳しい品質管理，製造管理ならびに施

図9 高流動コンクリートのブリージング

「高流動コンクリートの配合設計・施工指針（土木学会， 2012年版）」

定滸を行う鉄筋の配筋角度や F側のコンクリートの打込み忘さに関して．鉄筋の付渚強度がプリーデイ

ことを考賊して，定君長の延伸を定めた．解説図 2.3. 18に示したような位

あり ．水平から 45• 以内の角度に配匿する鉄筋が該当するただし．プリーディングを生じないコン

コンクリートの打込み高さに関する苦本定若長の補正は行わなく

図 10 基本定着長の補正について

「鉄道構造物設計標準・同解説（コンクリート構造物）

（鉄道総合技術研究所，令和 5年 1月）」

SD685を用いた部材の付着強度算定式について，「鉄道構造物設計標準・同解説（コンクリート

構造物） （鉄道総合技術研究所，令和 5年 1月）」では，高強度鉄筋 SD685まで適用を拡大したと

の記載がある。記載内容を図 11及び図 12に示す。

SD490およびSD685ASD685Bの鉄筋に対しては特別な検討を行わない場合には，鉄筋強度に対

る補正係数 a（を考慮した式 （3)を用いて算定してよい．

極 ＝ 凶·at ·也• 心

ただし．佑＝（令）1/3

ここで， 入d3：基本定着長(mm)

f':x,d ：コンクリ ート の設計付培強度()l"/mmり

f返 ＝0.28/'約／re

ab= (O. 75/Kc) +0.2 

f函：鉄筋の設計引張降伏強度 (N/mmり

¢:定着する鉄筋の直径 (mm)

氏＝（ch/¢)+{15AJ(s・¢)} 

ただし， Cb/¢ ~ 2. 5 

(3) 

Cb :定落する鉄筋のかぶりと定着する鉄筋のあきの 1/2のうち，小さい方の値 (mm)

A戸仮定される割裂破壊断面に垂直な横方向鉄筋の断面積 (mmり

s:横方向鉄筋の中心間隔 (mm)

図 11 SD685を用いた場合の基本定着長の算定（1)

「鉄道構造物設計標準・同解説（コンクリート構造物）

（鉄道総合技術研究所，令和 5年 1月）」

参考 3-8
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付属図 2-3.2には一例と して，コンクリー トの圧縮強度の特性値が60N/mm2の場合について，式

(2) をSD490およびSD685A.SD685Bの鉄筋に適用した場合の算定値に対する式（1)の算定値の比

を示すこれによると，式（ 2)をこれらの鉄筋に適用した場合には，基本定着長を小さ く算定する結果

となることがわかる．

これに対して，付属図 2-3.3には，式 (3) による算定値に対する式（1)の算定値の比を示す．図よ

り 鉄筋強度に対する補正係数afを考慮することにより，基字定着長は妥当に評価されていることがわ

かる．

一か、少、のことに共 ては かる コン l - ム こついて 百>tt ロ ー、 ことが戸刃されて
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付属図 2-3.2 基本定蓋長の比較
（式 (2) と式 (1)の比較）
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付属図 2-3.3 基本定落長の比較
（式（3) と式（ 1)の比較）

-fsyd - 13. 3 
1.25右

知＝ 0 ． 3 18+0.795瓦 • Q
ここに，f汀d：鉄筋の設計引張降伏強度 (N/mmり

fcd ：コンクリートの設計圧縮強度 (N/mmり
¢:定消する鉄筋の直径（mm)

Kc= (ch/¢)+ {15AJ(s・¢)} 

ただし，ei,/¢ ~ 2.5 

Cb :定着する鉄筋のかぶりと定培する鉄筋のあきの 1/2のうち，小さい方の値(mm)

Aぃ仮定される割裂破壊断面に垂直な柚方向鉄筋の断面積 (mmり

(1) 

s．横方向鉄筋の中心問隔 (mm)

袖＝偽·化• ¢
ここに，fbod：コンクリ ートの設計付着強度岱／mmり

fbod = 0.28f咎／rc

ab= (Q. 75／氏） ＋0.2 

(2) 

伍＝ a匹t·如• ¢

ただし，Q=（氣）l/3

(3) 

図12 SD685を用いた場合の基本定着長の算定(2)

「鉄道構造物設計標準・同解説（コンクリート構造物）

（鉄道総合技術研究所，令和 5年 1月）」

参考 3-9
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3. 

3. 1 

高強度鉄筋SD685の定着長について

基本定着長の算定

「コンクリート標準示方書（設計編） （土木学会， 2022年制定）」や「鉄道構造物等設計標準・

同解説（コンクリート構造物）（鉄道総合技術研究所，令和 5年 1月）」では，「SD490やSD685等の

鉄筋の降伏強度の特性値が 380N/mm2を超えるJI S規格による鉄筋の定着長は，実験等により検

討することが望ましい」とされているが，鉄道構造物等設計標準には，特別な実験を行わない場

合には別途示された算定式を用いてよいとされている。鉄道構造物等設計標準の算定式を用いた

鉄筋の定着長は，表 1に示すとおり他の規格基準類の算定式に比較して最も短くなるため，道路

橋示方書による算定式を用いて保守的な定着長を設定することとした。

表 l 各設計基準・指針における定着長の算定

コンクリート標準示方・,1ド
鉄道楷造物等設計

道路橋示方心 ・同解説JV
設計基準 ・指針

(2022年）
標準 ・同解説

（平成24年）
（令和5年）

鉄筋の基準値 fyd 685~/ mm2 685~/ mm2 400~/ mm2 *D 
コンクリー ト設計某準強度 f ck' 50~／血＃ 50~/ mm2 50~/ mm2 
付芯力補正係数v(' 1. 3 
コンクリートの付符強度．［ bod 3. l9;'i/mm2 3.80;¥/mm2 2. 00~/ mm2 *2l 
係数ab掠定のためのハラメータ Kc 1. 62 *4) 1 62 *4) 

鉄筋のかぶり • あき，横）j向鉄筋状による補正係数： ab 0.80 0.663 

鉄筋種別による補正係数・at 1. 257 

定府艮•a.b • a. t • f vd/ (4 • f bod) X cb 42 9 <b 37. 6 6 50 c!J *3) 

注記

3. 2 

*1 

*2 

*3 

*4 

鉄筋の基準値は鉄筋の SD685の許容応力度 ((Jsa) を使用。

コンクリート付着強度はコ ンク リートの許容付着応力度 (Tsa) を使用。

定着長の算定はla= O'sa• 中／4Tsaで算定。

横方向等の実配筋量は，保守的な定着長になるよ う必要最小鉄筋量で算定した結果である。

基本定着長の設定

頂版鉄筋コンクリートにおける片持梁の固定端では，「引張鉄筋の端部が定着部において上下か

ら拘束されている場合には，梁部材の接合部の断面の有効高さの 1/2だけ定着部内に入った位置

から所定の定着長を確保することが望ましい」に基づき，中実鉄筋コンクリート範囲内に確保す

る鉄筋の定着長を設定した（図 13参照）。

頂版鉄筋コンクリートの東西方向断面
中詰め鉄筋］ンクリート

O
H
X
ム
ー
（
ふ
入

n
坦
溢
凶
u

l

中実鉄筋］ンクリート

中実鉄筋コンクリート10700

図 13 頂版鉄筋コンクリートの片持梁（固定端）
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3. 3 端支点を超え定着する場合の低減定着長の設定

部材端部の定着長については，「コンクリート標準示方書（設計編） （土木学会， 2022年制定）」

に示される「v)端支点を超えて定着する場合」に基づき定着長を設定した。その場合，図 14に

示す③支承中心から 1sだけ離れた断面位置の鉄筋応力から求まる低減定着長 l。以上を支承の中

心から端支点側にとり，さらに部材端まで延ばす必要がある。ここで 1sは，モーメントシフト量

であり，本構造では中実鉄筋コンクリートと巻立て鉄筋コンクリートの各部材端間のスパン長と

なる (1s=2. 050 m（南基礎）， 2.250m（北基礎））。

低減定着長 l。は，「コンクリート標準示方書（設計編） （土木学会， 2022年制定）」に準拠して

算出する。低減定着長 1。は最大で984mmとなり，図 14に示す③支承中心からの定着区間長

=1. 100 m（南基礎），1.250 m（北基礎）以内であることが確認できたため，必要定着長を満足する。

坦
丑

幽
鄭
認

(
x
e
u
 

., 

... 
握
認

•II 令
廿
祗

巻立て鉄筋］ンクリート

スパン長(ls)
2.250m（北）
2.050m（南）

図 14 頂版鉄筋コンクリートの端支点を超え定着する場合の低減定着長
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（参考4)SD685鉄筋定着長の実証実験と結果について

1. 実証実験の目的と対象

「コンク リート標準示方書 （設計編） （土木学会， 2022年制定）」（以下 「コン示 (2022)」とい

う。） や 「鉄道構造物等設計標準・同解説 （コンクリート構造物） （鉄道総合技術研究所，令和 5年

1月）」では，「SD490やSD685等の鉄筋の降伏強度の特性値が 380N/mm2を超えるJI S規格による

鉄筋の定着長は，実験等により検討することが望ましい」とされている。このため， 本実験では照

査値が最も厳しくなる頂版鉄筋コンクリートの東側上面軸方向鉄筋において，低減定着長に基づき

設定した定着長に対して引抜き試験を行うことにより，頂版鉄筋コンクリート及び巻立て鉄筋コン

クリートで使用する SD685鉄筋の定着が十分であることを確認する。

1. 1 実証実験の目的

防潮堤 （鋼製防護壁）の頂版鉄筋コンクリート及び巻立て鉄筋コンク リートにおいては，設計

基準強度 (f'ck) 50 N/mm2のコンクリート及び引張降伏強度 (ay) 685 N/mm2の鉄筋 SD685を適用

している。本設計で適用しているコンクリート及び鉄筋の特性値に関する規格基準類等には図 l

のように規定されている。

以上より，設計基準強度(f'ck) 50 N/mm2のコンクリートに引張降伏強度((Jy)685 N/mm2の鉄

筋の端部の定着が十分なされていれば，鉄筋コンク リートとして問題ないととらえ，本設計によ

る定着長の妥当性を実証実験により確認する。実証実験は， 「道路橋橋脚への高強度鉄筋の適用性

に関する研究 （国土技術政策総合研究所資料）＊1」を参考に実施する。

【コンクリート標準示方書 （設計編．2022年，土木学会）】
・圧縮強度の特性値が80(N／血2)までのコンクリート．引張降伏強度の特性値が685(N/mm2)までの鉄筋を適用範囲とし．鉄筋径はJIS
G 3112のD51（公称直径50.8nm)までとする。
・鉄筋の強度を十分に発揮させるために．鉄筋端部がコンクリートから抜け出さないよう．コンクリート中に確実に定着しなければな
らない。鉄筋コンクリートにおいては，外力に対して鉄筋とコンクリートが一体となって働く必要があり，外力が作用した時の鉄筋
端部の定若はきわめて重要なために，完全に行わなければならない。

コンクリート強度による使用可能な鉄筋の強度の限界について ：田中＂ の研究報告より
・鉄筋コンクリート梁部材の所要の断面条件でのコンクリート強度と引張鉄筋の降伏後の曲げ靭性によって制約される鉄筋の強度の限
界について理論的考察により， コンクリート強度40(N傭而）では鉄筋の限界は610~970(N 11111り である。

• 本検討は引張鉄筋が有効であるための部材端での定着が確保されている条件のもとでの検討である 。

江記 ＊I:田中 礼冶：鉄冠コンクリ ートに利用 し得る鉄面の高強度の限界に関する研究 （その1ーはり の曲げによる制約）．日本遠栞学会籟文集．第184号．J印l年8月．pp5!-61 

図l ::rンクリート及び鉄筋の特性値に関する規格基準類

注記 ＊1 :白戸真大，玉越隆史，北村岳伸，狩野武，山田慎太郎，平野義徳：道路橋橋脚への高強度

鉄筋の適用性に関する研究，国土技術政策総合研究所資料第 1147号，令和 3年 2月
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1. 2 実証実験の対象

図2に示す構造における防潮堤（鋼製防護壁）の頂版鉄筋コンクリートの「定着長」を検討対

象として実証実験を実施する。

図2 実証実験の検討対象

コン示 (2022)や「鉄道構造物等設計標準・同解説（コンクリート構造物） （鉄道総合技術研

究所，令和 5年 1月）」，「道路橋示方書・同解説IV（日本道路協会，平成 24年 3月）」に基づい

て計算される定着長を表 lに示す。これによると，各設計基準・指針に基づく定着長の中で道路

橋示方書による定着長が最も長いため，最も保守的な定着長として道路橋示方書による計算値の

50 <t>を対象構造の基本定着長に設定している。

表 1 各設計基準・指針における定着長の算定

コンクリート標準示方よ
設計基準 ・指針

(2022年）

鉄筋の基準値 f vd 685N/mm2 
コンクリート設計基準強度 ［ck' 50~/ mm2 
付芯力補正係数Yr 1 3 
コンクリー トの付府強度［ bod 3. 19N/mm2 
係数ab算定のためのハラメータ Kc 1 62 *4) 

鉄筋のかぶり る• あ補き正，係横数方向鉄筋浜による補正係数 ab 0 80 
鉄筋種別によ at 

定府艮 ab・ at・ f vd/(4・ f bod) X <b 42 9 d> 

注記 ＊1 :鉄筋の基準値は鉄筋の SD685の許容応力度 (crsa) を使用。

*2:コンクリート付着強度はコンクリートの許容付着応力度（Tsa) を使用。

*3:定着長の算定はla= cr sa ・中／4てsaで算定。

鉄道構造物等設計

標準 和・同5年解）説
（令
685N/mm2 

50~/ mm2 

3 80Vmm2 
1 62 *4) 

0.663 

1 257 

37. 6 6 

*4：横方向等の実配筋量は，保守的な定着長になるよう必要最小鉄筋量で算定した結果である。
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SD685鉄筋の低減定着長は，コン示 (2022)に示される「v)端支点を超えて定着する場合」に

基づき基本定着長を踏まえて設定する。低減定着長についての規定を（参考3)3. 3節に，計算

値を以下に示す。

Lo :低減定着長

L 。~ Ld•(Asc / A s) … コン示(2022)式(2.5. 2)より

ただし， L。こLd/3, L 。 ~10¢

ここで， Asc:必要鉄筋量（南基礎4250mm] 北基礎 5530mmり

As：実配筋量 (D51-7本として， 14189mmり

¢ ：鉄筋直径 (51mm) 

Ld ：基本定着長： 50• </) (=2550 mm) 

よって，低減定着長Loは南基礎でLd/3より 850mm（定着区間長： 1100mm)となり，北基礎

でLd •(A s c/ As)より 984mm（定着区間長： 1250mm)となる。
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2. 実証実験の概要

2. 1頂版鉄筋 SD685(D51) の定着実証の考え方

検討対象の SD685(D51)が定着されている箇所には曲げモーメントが作用しない。実証実験モデ

ルにおける曲げモーメント分布のイメージを図 3に示す。

したがって，定着箇所においては曲げモーメントによる損傷が発生せず，純粋な鉄筋の定着の問

題に帰着できる。

頂版鉄筋コンクリートに作用する

曲げモーメントの分布（イメージ）

長
（南基礎）
（北基礎）

図3 実証実験モデルにおける曲げモーメント分布（イメージ）
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2.2 実証実験の方法

SD685 (D51)鉄筋3本をコンクリートのブロ ックに所定の定着長で埋め込み，鉄筋に引張力を

作用させて引き抜くことにより，定着長の妥当性を実証する。実証実験の概念図を図 4に示す。

引張荷重

非定着長

(1 OD) 
定着区間長

鉄筋1本当たりの規格降伏強度に相当する引張荷重

Py = As X av = 2027 mm2 X 685 N/mm2 = 1388 kN 

鉄筋の平たい面が上下に位置
するように配筋し，実施工と
整合させる。

＇ 
ここで， Py :鉄筋の規格降伏強度に相当する引張荷重 (kN)

As ：鉄筋の断面積 (mmり

叫 ：鉄筋の規格降伏強度 (N/mmり

図4 実証実験の概念図
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2. 3 実証実験の試験体仕様

本対象構造においては，最外縁（最上段）の鉄筋が最も大きな引張力を受けるが，最上段の鉄

筋の配置条件では，かぶり寸法（芯かぶり 450mm) よりも鉄筋のあき寸法（150-51=99mm)が小

さいため，図 5に示すサイドスプリットバターンの付着割裂ひび割れによる付着破壊が想定され

る。また，コン示（2022)の定着長算定式においても，「かぶりの値と鉄筋のあきの半分の値の

うち小さい方」が支配パラメータとされていることから，本構造では鉄筋のあき寸法が定着耐力

を支配する。

このため，実証実験においては鉄筋のあき寸法を再現し，複数本の鉄筋を同時に引き抜く載荷

方法を採用する。試験体は鉄筋を 3本配置し，鉄筋配置間隔は対象構造と同じ 150mmとする。

一方，かぶり寸法はサイドスプリットパターンの付着割裂破壊に対して影響が小さいことか

ら，載荷装置の設置位置を考慮して， 浪；験体の中央高さに鉄筋を配置し上下のかぶり寸法を

(650-51/2=) 624. 5 mmとする。また，せん断補強筋については，定着区間における実構造より

鋼材量を少なめに配置する。

(a)サイドスプリット (b)コーナースプリット (c) Vノッチスプリット

図5 付着割裂パターン

鉄筋コンクリート構造計算基準・同解説（日本建築学会， 2024)

表2 実証実験の試験体仕様

対象部位 定着長 横補強鉄筋 実験の目的と方針 備考

・コン示 (2022) の低減定着長の考え

方を満足するように定めた南基礎の定

巻立て鉄筋 コン示 (2022) • 着長の検証。

＝ンクリ ー 低減定着長より • SD685鉄筋の低減定着長に応じた引張

ト上 定めた南基礎の
D32@300皿n

荷重 (850mm/2550 mm X P Yとして，
f c' =47. 4 N/mrn2 * 

頂版鉄筋コ 実定着長 0. 334 • Py =464 kN) まで載荷し，定

ンクリート L =1100 mm 着破壊せず，引張荷重が保持されるこ

の主鉄筋 とを確認し，その後も引張荷重を増大

させ，実際の定着耐力がどの程度の安

全率を有しているかを確認する。

注記 ＊：実証実験で使用したコ ンクリ ートの圧縮強度試験結果を示す。概ねコンクリ ートの設計基準強度

(f'ck=50 N/mmりであるこ とを確認した。
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図6 試験体の配筋図
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2.4 実証実験の計測内容と評価方法

実証実験は 「道路橋橋脚への高強度鉄筋の適用性に関する研究（国土技術政策総合研究所資

料）」を参考とし，計測計画を図 7に示す。

実証実験においては，引張力を載荷する油圧ジャッキにロードセルを設置して計測する。ま

た，図 7に示すように，鉄筋を定着している区間の引張端の位置から自由端側に向かって 10(/) 

(510mm)の間隔で鉄筋ひずみゲージを設置して，鉄筋のひずみを計測する。さらに，鉄筋の自由端

側の 3本それぞれの鉄筋の端部に変位計を設置して，鉄筋の自由端すべり変位を測定する。

実証実験の結果は，鉄筋に載荷する引張力と鉄筋のコンクリートからの抜け出し変位の関係と

して検討し評価する。ここで，「抜け出し変位」とは引張端位置のコンクリートから鉄筋が抜け出

そうとする変位量のことであり，定着区間全体における鉄筋とコンクリート間に生じたすべり変

位の総量のことを言う。実証実験の結果を検討する際に，引張荷重と抜け出し変位の関係を図示

することにより，定着破壊せずに引張荷重を保持できることや，除荷後の残留変位が小さいこと

などが確認できる。

抜け出し変位の算出は図 8に示す方法で行う。測定された鉄筋の自由端すべり変位と鉄筋に設

置したひずみゲージの値を用いて，鉄筋の自由端すべり変位に，低減定着長全長の伸びを積分し

て得られる定着区間におけるすべり量の総和を足して算出する。

S0685 • D51鉄筋 3本

配力筋D32

ー 鉄筋ひずみゲージ

L ¥ I I|こ
8 

畔 Iド
せん断補強筋
D32@300（フリップバー）

二

（単位： mm)

鉄筋C■
鉄筋B■
鉄筋A

約3m

図7 計測計画図
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どs3 s = f乱x

低減定着長1,100mm

鉄筋ひずみ：互

自由端

x
 

c s1 ;1 
~o 

←区間3 火 区間2 火区間1→ 
! 100(510mm) 100(510mm) 80mm 

e,s3 e s2 e s1 S。

抜け出し変位：

s3+s2+s1+s。
＜ ： • 

s2+s1+s。
＜ ： 

SけS。
＜ 

位変

端

り

由
ベ
自

す

゜
s
v
,i・
曇

抜け出し変位：鉄筋引張端における鉄筋が定着区間から抜け出した変位

図8 鉄筋抜け出し変位の算出方法
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3. 実証実験の結果

3. 1 実験結果

(1) 軸方向鉄筋に載荷した引張荷重と鉄筋応力

各荷重段階での 3本の軸方向鉄筋に載荷した引張荷重Pと鉄筋の発生応力 aを表 3に示す。

設計上での低減定着長に応じた引張荷重 (0.334X Py)を載荷した後，最終的に鉄筋の規格

降伏強度相当の引張荷重Pyまで載荷を行った。

表 3 軸方向鉄筋に載荷した引張荷重と鉄筋応力

載荷種別 鉄筋A 鉄筋B 鉄筋c

鉄筋応）Jの水準 回数
引張荷重 鉄筋），も）J 引張荷重 鉄筋応）J 引張荷重 鉄筋応｝J
p (kN) a (t¥/mmり p （恥） a (t¥/mmり p (kN) a (i¥/mmり

低減定着長に応じた 1回目 4 74 231. 1 502 2117. 5 474 233. 8 

引張荷重 2回目 480 236. 7 505 2'19. 3 479 236. 1 

0. 331 X Py 3回目 476 231. 9 501 217. 0 4 74 231. 1 

規格降伏強度相当 1回目 1390 685. 7 1442 711. 2 1392 686. 9 

Py 2回目 1393 687. 2 1441 710. 7 1390 685. 7 

3回目 1390 685. 7 1135 708. 0 1385 683. 1 

(2) 軸方向鉄筋に載荷した引張荷重と平均付着応力

各荷重段階での 3本の軸方向鉄筋に載荷した引張荷重Pと鉄筋の平均付着応力てを表 4に示

す。なお，平均付着応力ては以下の式で算出する。

平均付着応力度て (N/mmり ＝引張荷重p (N)／全付着面積A (mmり

全付着面積A (mmり ＿ ＝鉄筋周長 (mm) X低減定着長 (mm)

＝冗 XD (mm) XL。(mm)
ここで，

D (mm) :鉄筋径 (51mm) 

L。(mm) :低減定着長（1100mm) 
設計上での低減定着長に応じた引張荷重 (0.334X Py)及び鉄筋の規格降伏強度相当の引張

荷重Pyに対する平均付着応力が，「コンクリート標準示方書［構造性能照査編］ （土木学会，

2002年制定）」に示される許容付着応力度 2.0 N/mm2を上回ることを確認した。

表 4 軸方向鉄筋に載荷した引張荷重と平均付着応力

載荷種別 鉄筋A 鉄筋B 鉄筋c

鉄筋応）Jの水準 回数
引張荷重 平均付着）、ぷ｝J 引張荷重 平均付着応）J 引張荷重 平均付着）、ぷ）J

p (~) r （t¥/mmり p (ki¥) r (t-../mmり P (kN) :- (t¥/mmり

低減定着長に応じた 1回目 474 2. 71 502 2.87 4 74 2. 71 

引張荷正 2回目 480 2. 74 505 2.89 479 2. 71 

0. 331X Py 3回目 476 2. 72 501 2.86 474 2. 71 

規格降伏強度相当 1回目 1390 7.95 1442 8. 24 1392 7.96 

Py 2回目 1393 7.97 1111 8.21 1390 7.95 

3回目 1390 7.95 l'.135 8.21 1385 7.92 
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(3) 軸方向鉄筋1本当たりの引張荷重と抜け出し変位の関係の履歴

低減定着長に応じた引張荷重 (0.334X P y=463kN)の載荷時は，抜け出し変位6は小さく，

除荷に伴って 8も概ね線形で減少し，残留変位はほとんど見られなかった。その後，引張荷重

を増大させ，鉄筋の規格降伏強度相当 (1388kN) の引張荷重の載荷を行ったが， 鉄筋の降伏に

伴う抜け出し変位の増加は見られるものの，一定の荷重を保持し，除荷後の再載荷時においても

ほぼ同一勾配で推移していることから，定着破壊に至っていないことを確認した。なお，抜け

出し変位については自由端Soでの変位は見られなかった。

鉄筋A・B・Cそれぞれの引張荷重と抜け出し変位関係の履歴を図 9～図 11に示す。
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(4) 軸方向鉄筋1本当たりの引張荷重と抜け出し変位の関係

低減定着長に応じた引張荷重 (0.334X Py)の載荷において，定着破壊（荷重が低下しながら

変位6が増大）することなく，残留変位は発生しなかった。また，鉄筋の規格降伏強度相当の引張

荷重の載荷においても定着破壊することなく，一定の荷重を保持していることから，設計上必要と

する低減定着長の約3倍以上の定着耐力を保有していることが確認された。

引張荷重と抜け出し変位の関係において，各荷重での初期載荷時の荷重と変位関係（初期載荷の

みで，除荷再載荷の過程を含まない）を図 12に示す。
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図 12 各荷重に対する初期載荷時の荷重と変位関係
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3.2 まとめ

頂版鉄筋コンクリートの軸方向鉄筋の実定着長 (1100mm) を定着区間長として設定した実証実

験を行った結果，低減定着長に応じた引張荷重及び規格降伏強度に相当する引張荷重のいずれに

対しても定着破壊は発生していないことを確認した。

照査値が最も厳しくなる頂版鉄筋コンクリートの東側上面軸方向鉄筋について，低減定着長に

基づき設定した定着長に対して実施した引抜き試験では定着破壊が発生はなく，低減定着長の 3

倍以上の定着耐力を保有していることから，頂版鉄筋コンクリート及び巻立て鉄筋コンクリート

のSD685使用箇所において，鉄筋の定着が十分であることを確認した。
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（参考5) 2次元有効応力解析におけるオーバーラ ップモデルの妥当性

2次元有効応力解析における鋼製防護壁基礎はオーバーラップモデルによりモデル化する。

2次元有効応力解析における鋼製防護壁基礎の構造解析モデル（堤軸方向及び堤軸直交方向）

は，奥行き方向に連続する複数断面を重ね合わせたオーバーラップモデルとする。このモデル化

は，「原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査例・技術資料 2025く追補版＞ （土木学会原

子力土木委員会，令和 7年6月）」（以下 「技術資料 2025く追補版＞」という。） のうち「技術資料

V 地盤の液状化を考慮した実規模立坑の二次元有効応力解析」(pp.247-260) に記述している 2次

元解析方法のオーバーラ ップモデルを参考に設定した。

技術資料 2025く追補版＞では，図 1に示す2次元解析モデル（円形立坑）に対して， 2次元解析

では直接的に考慮することができない 3次元の地盤挙動を適切に評価できているかを確認する目的

として，表 1に示す3つのモデルに対する立坑の最大変位量によって検証している。

円形八Lりl

ロー •H - ↓ ＋・ ＂ 

v El→TO.00m 

EL-3.90m 

＇ド
29.25m ↓’ 

29.25m 

ー 、2坑弾性梁
一 閃lj弾性梁

ー 仮想剛梁

v EL-]4.10m 

又，＇“＇且 l二
4 

亡］盛七（水面以浅）

・ 盛十^ （水面以深）

・ 岩盤

図 1 2次元解析モデル（円形立坑モデル）

表 1 2次元解析モデルのケース

通常
-.. 

モナル
相互作用バネ
モデル

オーバーラップ
モデル

麟奥行

-JIii 

相互作用バネ

面外せん断パネ
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3つのモデルに対する解析結果を表 2に示す。最大底版総せん断力と最大立坑相対変位の比較よ

り，オーバーラップモデルによる構造物（円形立坑）の評価は安全側の評価となるため，オーバー

ラップモデルを用いても問題ないことを確認している。

表 2 最大底版総せん断力と最大立坑相対変位の比較一覧（モデル別）

地盤モデル
最大底版 最大立坑

モデル
総せん断力 (kN) 相対変位 (mm)

通常 マルチスプリング 27732 68.0 

相互作用
マルチスプリング 18068 38.2 

バネ

オーバー
マルチスプリング 34254 72.6 

ラップ

また，解析コード「FLIP」におけるオーバーラップモデルを用いた地震応答解析について

は，「燃料移送系配管ダクトの耐震安全性評価について」（柏崎刈羽原子力発電所第7号機， 2020年

8月）で適用している。図 2に上記「燃料移送系配管ダクトの耐震安全性評価について」のC-C断

面（解析奥行幅（38.9m)) に対し，オーバーラップによってモデル化した解析範囲図を示す。 C

c断面では燃料移送系配管ダクトや軽油タンク基礎の構造物に対し，奥行方向の改良体をオーバー

ラップさせてモデル化している。
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◎PN 

燃料移送系配符ダクト

近傍改良輻： 9.0m

燃料移送系配管ダクト

軽油タンク基礎

流動化処理土

二 ：燃料移送系配管ダクト近傍の改良体

伝 ：軽油タンク基礎東側の改良体

ロ ：オーバーラップでモデル化する範囲

図2 オーバーラ ップでモデル化する解析範囲 (C-C断面）
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（参考6)巻立て鉄筋コンクリートの鋼管杭・鉄筋コンクリートの荷重分担の考え方について

「4.9.3 詳細評価方法」に記載の巻立て鉄筋コンクリートについて，照査の考え方を示す。

1. 曲げ軸力照査

巻立て鉄筋コンクリートの設計断面力は，図 lに示す鉄筋コンクリートと鋼管杭の複合断面を考

慮した梁要素として算出する。計算機プログラム「Engineer'sStudio Section Ver.2. 3. 5」では，

設計断面力に対して，鋼管杭については，曲げ圧縮応力度及び曲げ引張応力度を算出し，巻立て鉄

筋コンクリートについては，コンクリートの曲げ圧縮応力度，鉄筋の引張応力度を算出して照査を

実施する。

各応力度の算出フローを図 2に示す。

2次元有効応力解析又は3次元静的フレーム解析により算出した堤軸方向及び堤軸直交方向の曲

げモーメント及び軸力に基づき中立軸の角度と部材断面の図心に対する部材軸方向ひずみ及びひず

み分布の傾き（曲率）について，図 3に示すような線形のひずみ分布を設定する。設定したひずみ

分布に基づき応力度分布を算出し，算出した応力度分布を積分することで部材断面の図心軸に対す

る曲げモーメントと軸力を算出する。算出した曲げモーメント及び軸力が，2次元有効応力解析又

は3次元静的フレーム解析により算出した曲げモーメント及び軸力と一致すれば，コンクリート，

鉄筋及び鋼管杭の応力度を出力する。また，一致しない場合は，中立軸の角度と部材断面の図心に

対する部材軸方向ひずみ及びひずみ分布の傾き（曲率）を再設定し，一致するまで繰り返し計算を

行い，コンクリート，鉄筋及び鋼管杭の応力度を算出する。
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（単位： mm)

図 1 巻立て鉄筋コンクリート及び鋼管杭の複合断面
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⑥中立軸の角度と部材断面の

図心に対する部材軸方向ひずみ

及びひずみ分布の傾き（曲率）

を再設定する。

①曲げモーメント及び軸力の入力

②曲げモーメント及び軸力に基づき中立軸

の角度と部材断面の図心に対する部材軸

方向ひずみ及びひずみ分布の傾き（曲

率）を設定する。

③ ②において設定したひずみ分布に基づき，

コンクリート，鉄筋及び鋼管杭の応力度分

布を求める。

④ ③において求めた応力度分布を積分するこ

とにより，部材断面に発生する曲げモーメ

ント及び軸力を算出する。

算出した曲げモ

おいて入力した

と一致している

⑦応力度，ひずみ等の算出結果を出力

図2 巻立て鉄筋コンクリートの各応力度の算出フロー
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N'(kN) I Syp (kN) I Szp (kN) I T(kNm) I Myp (kNm) I油p(kNm) 
断酉切

一覧 応力ひずみM-N

-44628.646 -3921.608 -173.053 0.000 -1592.385 19540.918 

圧縮
材料名 1色 ， 

e'(μ) <1'(N/mm'2) <1'a (N/mm'2) y (m) 

303.030 0.7483 

16.000 0.9587 

3 l張
,--...  I 

e (μ.) <f (N/mm2) • <fa (N/mm2) • y (m) 

6.31 E+2 312.236 303.030 -0.7483 

7.27E+2 0.000 0.000 -0.9587 

290.000 0.7254 6.17E+2 305.603 180.000 -0.7190 

I ~~ •\• ：叫 固

r 
＼ 

I ~'\. ・＼•

------

・ 引退 ひずみ乎面 ● E ・ 91張 力度分布 ・ 韮

図 3 巻立て鉄筋コンクリートのひずみ分布及び応力度分布
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2. せん断力照査

設計せん断力は，曲げ軸力照査と同様に図 1に示す複合断面を考慮した梁要素として算出する。

設計せん断力は 「複合構造標準示方書（土木学会， 2024年制定）」に準拠し，鋼管杭と巻立て鉄筋コ

ンクリートに分担したせん断力を用いて照査を実施する。せん断力照査に用いる鋼管杭と巻立て鉄

筋コンクリートの有効断面の考え方を図 2に示す。

・鋼管杭のせん断力

Vs=asXV 

as=Zs/(Zs+AsXZrc) 

・巻立て鉄筋コンクリートのせん断力

Vrc=arcXV 

a r c=As X Zr c/(Z s +As X Zr c) 

ここで， V :鋼管杭と巻立て鉄筋コンクリート一体構造において算出したせん断力

As ：軸方向引張鉄筋の総断面積

z s :鋼管杭の断面係数
z r C :圧縮応力度の作用位置から引張鉄筋の図芯までの距離で，一般に d/1.15 
としてよい (dは有効高さ）
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図2 せん断力照査に用いる有効断面の考え方
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（参考7)北基礎の中実鉄筋コンクリートの根入れの考え方について

1.北基礎の中実鉄筋コンクリートの根入れの考え方について

「道路橋示方書 (W下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成 24年 3月）」では，下記枠内に示

すように，基礎は良質な支持層に支持させることを原則とし，各基礎の支持機構及び施工性を考慮し

て根入れ深さを決める。

・直接基礎，ケーソン基礎及び深礎基礎は，良質な支持層に支持させなければならない。

．杭基礎は，上部構造の形式と機能，地質条件，杭の支持機構及び施工性を考慮して適切な根

入れ深さを決めなければならない。

・鋼管矢板基礎の鋼管矢板先端及び地中連続壁基礎の地中連続壁先端は，良質な支持層に根入

れさせなければならない。

良質な支持層は，長期的に安定（斜面の影響や地震の影響（液状化等）により不安定にならない，

洗堀や圧密沈下の影響を受けない）する地層としている。また，基礎の支持機構（側面摩擦による鉛

直荷重の分担支持性能），施工性等から基礎先端支持力の信頼性を増すための支持層への貫入（根入

れ深さ）を必要としている。

防潮堤（鋼製防護壁）の基礎の中実鉄筋コンクリートは，構築形式から深礎基礎に分類でき，掘削

後に基礎設置全面において良質な支持層 (Km層）であることを目視で確認することより，基礎は良質

な支持層に支持させる。

一方，防潮堤（鋼製防護壁）の基礎の鋼管杭は，地中での施工であり，地盤の不均一性による支持

層の深度の誤差等が含まれること等から確実に支持層へ到達させるために杭径程度以上 (lD以上，

Dは杭の直径）の根入れ深さを確保する。

図lに同示方書より抜粋した 「基礎の安定に関する基本事項」及び 「深礎基礎の設計」を示す。

第9章基礎の安定に関する基本事項

雫 場合は，斜面上に設置され基礎前而地盤が有限であるため，岩盤中に設

するような場合でも過度に水平抵抗に依存することは望ましくない。このため，良質な＿＿  

支持屈を選定し確実に支持させることが誼要である。

第15章深礎基礎の設計
本章は，地表面の傾斜が 10度以上の斜面上において深礎工法により施工され，一般に

根入れ深さが基礎幅に比較して大きい深礎基礎を対象とする。ここで深礎工法とは，地下

水位の低い比較的堅固な地盤において土留めを用いて地盤を掘削し，支持恩の状況を目視

等で直接確認し，気中と同様の施工条件及び施工管理にて鉄筋コンクリ ートを構築するエ

法を指す。土留構造には，自立性の低い又は朔水のある地盤などで適用されるライナープ-レート等の土留材を用いる場合と、自立性の高い地盤で適用されるモルタルライニングや
吹付けコンクリートを用いる場合がある。前者と後者では基礎周面のせん断地盤抵抗等の

考え方が異なるため，骰計の際には基礎周囲の地盤状況を考慮して適切に土留構造を選定

することが求められる。

図1基礎の安定に関する基本事項及び深礎基礎の設計

「道路橋示方書 (IV下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成 24年 3月）」
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鋼製防護壁基礎となる中実鉄筋コンクリートを良質な支持層 (Km層）へ支持（岩着）させるため，

中実鉄筋コンクリート下端 (T.P. -52. 700 m) については，地質情報を基にKrn層上面よりも深くなる

ように設定した。北基礎の中実鉄筋コンクリート四隅における Krn層上面の標高を図 2に示す。

T.P.-47.809 m 

中実鉄筋コンクリート下端

T.P.-52. 700 m 

（単位： rrvn)

T.P.-49.058 m 
Km層上面

T. P. -51. 813 m 

一ーチー一う北 T.P.-50. 564 m 

図2中実鉄筋コンクリート四隅における Km層上面の標高（北基礎）
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2. 基礎の構築形式の違いによる極限支持力度の比較

防潮堤（鋼製防護壁）の基礎を構築形式により地中連続壁基礎及び深層基礎として分類した場合の

栢限支持力度について比較評価した。表1に防潮堤（鋼製防護壁）の基礎の構築形式による極限支持

力度の比較を示す。「道路橋示方書 (W下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成 24年 3月）」に基

づき設定した結果，極限支持力度は概ね同ーであると評価できるため，地中連続壁基礎の極限支持力

度を採用する。

表 1 防潮堤（鋼製防護壁）基礎の構築形式による極限支持力度の比較
1 

基礎の構築形式
極限支持力度 (kN/mり

北基礎
I 
南基礎

地中連続壁基礎 6116 5991 

1深礎基礎
I 
6000 6000 | | 
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（参考8) 中実鉄筋コンクリートの基礎底面地盤におけるせん断抵抗性能評価について

構造変更後の中実鉄筋コンクリートの基礎底面地盤におけるせん断抵抗性能評価については， 2次

元有効応力解析によって算出されるせん断力が，「道路橋示方書(IV下部構造編）・同解説（日本道路協

会，平成24年 3月）」に記載する下記の算出式（式 1)から求まる許容せん断抵抗力以下となることを

確認する。中実鉄筋コンクリートの基礎底面地盤におけるせん断抵抗性能評価を Km層への根入れが浅

い北基礎で実施した。評価結果を表 1～表 2に示す。

基礎地盤のせん断力は，北基礎の中実鉄筋コンクリート底面においてSs-D 1 〔H+, V-〕（地

盤ケース①，②一②断面）で最大の 73878kNとなり，基礎地盤のせん断抵抗力 116700kN以下であ

る。

以上のことから，防潮堤（鋼製防護壁）の基礎地盤は，基準地震動ssに対し，せん断抵抗性能を有

することを確認した。

Hu= C昆e+ Vtan如 （式 1)

ここで，

凡 ：Km層のせん断抵抗力 (kN)

cB : Km層の粘着力Ccuu (kN/mり

Ae ：基礎底面の有効載荷面積 (mり

V :基礎底面に作用する鉛直力 (kN)。ただし，浮力を差引いた値とする。

如 ： Km層の地震時の内部摩擦角（c/>cuu= 0°) 
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地盤

表 1 ①ー①断面（北基礎）基礎地盤のせん断抵抗性能評価結果

（中実鉄筋コンクリート底面）

最大せん断力 CB  Ae ¢ B せん断抵抗力

ケース
地震動 位相

(kN) (kN/mり (mり (0) (kN) 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

H+, V+  38064 

H+, V- 39280 
S s-D 1 

H-, V+  42001 

H-,v- 40435 

s s -1 1 29673 

s s -1 2 35007 

S s -1 3 34807 

s s 1 4 30894 

s s -2 1 28938 

S s-2 2 36629 

H+, V+  36171 
S s -3 1 

H-, V+  40303 

s s 3 1 H+, V+  33767 
S s -3 1 H+, V+  38990 

S s-3 1 H+, V+  34830 

s s 3 1 H+, V+  36187 
S s -3 1 H+, V+  33795 

注記 ① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1 (J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

1019 114. 49 

゜
116700 

1019 114. 49 

゜
116700 

1019 114. 49 

゜
116700 

1019 114. 49 

゜
116700 

1019 114.49 

゜
116700 

1019 114. 49 

゜
116700 

1019 114.49 

゜
116700 

1019 114.49 

゜
116700 

1019 114.49 

゜
116700 

1019 114. 49 

゜
116700 

1019 114.49 

゜
116700 

1019 114. 49 

゜
116700 

1019 114. 49 

゜
116700 

1019 114. 49 

゜
116700 

1019 114. 49 

゜
116700 

1019 114.49 

゜
116700 

1019 114. 49 

゜
116700 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J)して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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地盤

ケース

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

表2 ②ー②断面（北基礎）基礎地盤のせん断抵抗性能評価結果

（中実鉄筋コンクリート底面）

地震動 位相
最大せん断力 C B Ae ¢ B 

(kN) (kN/mり (mり (0) 

H+, V+  73546 1019 114. 49 

゜H+, V- 73878 1019 114. 49 

゜S s-D 1 
H-, V+  71656 1019 114. 49 

゜H-, V- 72245 1019 114. 49 

゜S s-1 1 26836 1019 114. 49 

゜s s -1 2 33324 1019 114. 49 

゜S s-1 3 33228 1019 114. 49 

゜s s 1 4 25917 1019 114.49 

゜s s -2 1 40951 1019 114.49 

゜S s-2 2 41069 1019 114.49 

゜H+, V+  57794 1019 114. 49 

゜S s -3 1 
H-, V+  59307 1019 114. 49 

゜s s -3 1 H+, V+  56616 1019 114.49 

゜S s-3 1 H+, V+  59743 1019 114. 49 

゜S s-3 1 H+, V+  59151 1019 114. 49 

゜s s 3 1 H+, V+  57684 1019 114. 49 

゜S s -3 1 H+, V+  60766 1019 114.49 

゜

せん断抵抗力

(kN) 

116700 

116700 

116700 

116700 

116700 

116700 

116700 

116700 

116700 

116700 

116700 

116700 

116700 

116700 

116700 

116700 

116700 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1(J)した解析ケース

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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（参考9)巻立て鉄筋コンクリートと鋼管杭のスタッドによる一体化について

1. スタッドの設計方針

鋼管杭と巻立て鉄筋コンクリートの接合面を一体化するため，杭の曲げ変形による鋼管と鉄筋コン

クリートの間のせん断力に対するずれを生じさせないよう，スタッドを適切な位置に所要の本数を配

置して確実な接合を行う。

スタッドの配置については，「道路橋示方書・同解説 (II鋼橋・鋼部材編） （日本道路協会，平成 24

年 3月）」及び「複合構造標準示方書（土木学会， 2014制定）」に基づき設定する。

鋼管杭と鉄筋コンクリートの接合面に作用するせん断力の概念図を図 1に示す。

Sd < 
ここで，

Sa XN  

Sd：巻立て断面に作用するせん断力

Sa :コンクリート強度から求まる頭付きスタッドの短期許容せん断力

N :頭付きスタッド本数（本）

几
；
U
几

几〉

IJjIJ ー
、
,
.
'
9
,
.
I
 

＇ 
9
,
 

,'’’ 
鋼管

lJ ¥ 
鉄筋コンクリート

図1 鋼管杭と鉄筋コンクリートの接合面に作用するせん断力の概念図
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2. スタッドの評価フロー

スタッドの評価フローを図 2に示す。

開始

巻立て鉄筋コンクリート断面に発生する 2

方向のせん断力 (Syp, Szp)の抽出

Syp, Szpによる

ずれせん断応力度の算出

スタッドの配置パターンと

許容限界の決定

各杭，各深度における

ずれせん断応力度に対するスタッドの評価

OK 

終了

図2 スタッドの評価フロー
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3. スタッドの配置パターンと許容限界

鋼製防護壁基礎の東西面に配置される鋼管杭及び巻立て鉄筋コンクリートの平面配置を図 3に示

す。スタ ッドの設置に当たっては，表 lに示すとおり，標高ごとにNo.0~5までの配置パターンを

設定する。配置パターンごとの許容限界（許容せん断応力度）を表 2に示す。また，スタッド 1本当

りの許容限界（許容せん断応力度）については，「複合構造標準示方書（土木学会， 2014制定）」に準

拠して算出する（図 4参照）。

スタッドの評価は，基準地震動ssの地震力により作用するずれせん断応力度が，スタッドの許容

せん断応力度以下であることを確認する。

南基礎

三
SW1 SW2 SW3 SW4 SW5 SW6 

SE1 SE2 SE3 SE4 SE5 SE6 

ア

平面図

北基礎

｀ 
NW1 NW2 NW3 NW4 NW5 NW6 

量冒置響馴

園聾書闘置
NE1 NE2 NE3 NE4 NE5 NE6 

三

図3 鋼管杭及び巻立て鉄筋コンクリートの平面配置

表 1 部材ごとのスタッド配置パターン

T. P. 
SWl ISW2 ISW3ISW4ISW5 ISW6ISE1 ISE21SE3 ISE41SE5 ISE61NW1 INW2渭 3INW 41 NW5 INW6 I NE 1 INE2 INE3 I NE4 I NE5 INE6 

-1. 840~-2. 5001 4 I 4 I 4 I 4 I 4 I 5 I 1 I 1 I 1 I 1 I 1 I 1 I 5 I 4 I 4 I 4 I 4 I 4 I 1 I 1 I 1 I 1 I 1 I 1 

]目且罪三］目且芸I旦 I言 I己I己 I言 I目1; I ; I ] | ; I ; I ; I自I言 I言 I日1己 I日1まI; I ; Iミ：： ： ： 
表2 パターンごとの許容限界

パターン 水平間隔 (mm) 鉛直間隔 (mm) 許容せん断応力度て a

(N/mmり

゜
117. 8 340 1. 525 

1 117. 8 300 1. 728 

2 107. 1 150 3. 801 

3 98.2 150 4. 147 

4 90. 6 150 4.493 

5 84. 1 140 5. 184 
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Vssud = (31 Ass ~、Id,9加＋10000) I沈

v血 d=Ass lssud In 

ここに， vssud ：頭付きスタッドの設計せん断耐力 (N)

Ass ：頭付きスタッドの断面積（皿砂

dss ：頭付きスタッドの軸径 (mm)

如：頭付きスタッドの高さ (mm)

fssud :頭付きスタッドの設計引張強度（N／皿砂

0.05 
i ; 
， ！  

0.04 [`·—式炉2;1)
"::;~ 0.03 

天'
0,02 

0.01 

0.00 

0.0 0.2 0.4 0.6 0,8 1.0 

四／凡，,d

解説図 5.2.3除荷前のせん断力と残留ずれ
変位との関係

（解5.2.5)

（解5.2.6)

f'cd:コンクリートの設計圧縮強度 (N/mmりただし，ここでは炉1.0として設計圧縮強度を求め

てよい．

沈 ：部材係数一般に1.3としてよいが，頭付きスタッドのせん断耐力を小さく設定した方が構

造物の性能を危険側に評価する場合には1.0とする．

残留ずれ変位は，残留ずれ変位が急激に大きくならない点よりも小さいこととすると，0.1mm程度となる．

このとき，除荷前のずれ変位は0.4mm程度であり，除荷前のせん断力は，以下の式で与えられるものとして

よし‘•

Vss = 0.3 Vssud 

Vs s :残留ずれ変位を考慮した頭付きスタッド 1本当りの許容限界

図4 スタッド 1本当りの許容限界の算出

「複合構造標準示方書（土木学会， 2014制定）」
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4. 接合面に発生するずれせん断応力度の算定方法

鋼管杭と巻立て鉄筋コンクリートの接合面に発生するずれせん断応力度の算定方法及びせん断変

形概念図を図 5に示す。

鋼管杭と巻立て鉄筋コンクリートの接合面に発生するずれせん断応力度は，巻立て鉄筋コンクリ

ートに発生するY方向せん断力sy p及びz方向せん断力sz pを元に算定する。

巻立て鉄筋コンクリートのY方向 (x-y面）及びZ方向 (x-z面）のせん断力に対するせん断

応力度て C X y及びて C X Zは，式(1)及び式(2)で算出する。ここで， x方向は，巻立て鉄筋コンクリー

トの部材軸方向とし， てCX y及びて C X Zは，せん断応力度の理論解である。

巻立て鉄筋コンクリートのせん断応力度て C X y, てC X Zの発生方向と鋼管杭の接合面の角度は，鋼

管杭の円周上で変化するため，鋼管杭の円周上におけるY方向 (x-y面）及びZ方向 (x-z面）

のせん断力に対するずれせん断応力度て xya，てX Z aは，算出点を a点とし， z軸から a点までの角

度を 0とすると，式（3) （図 5中の赤線分布参照）及び式（4) （図 5中の青線分布参照）で算定さ

れ， Y方向及びz方向の合成応力度を式(5)として算定する。

Y方向 (x-y而）せん断応力度

z方向 (x-z面）せん断応力度

Y方向 (x-y面）ずれせん断応力度

z方向 (x-z面）ずれせん断応力度

Y, z方向合成ずれせん断応力度

3 S,. p 
て ＝ー・c x、.

• 2 Ac 
3 S Z l) 

て ＝ー・C X Z 

2 Ac 

l X ya=  l C X y •s i ne 

て X Z a=て cxz・cose

r
~

,

、

`
~

‘

2

2

 

、
＼
ノ

、
＼
ー
ノ

y

7
 

.

b

.

h

 

2

2

 

（

（

 

＿

一

-

1

 

f
l

'

、

ら

てYZa=て xya十て X Z a 

..•式 （ 1)

..•式 (2)

..•式（3)

..•式（4)

..•式 (5)

巻立て鉄筋
コンクリート
（断面積Ac)

鋼管杭

cf> 1500 

疇 h
Y（南北）方向
せん断力 Syp

喜□□晨□

I 
iz C,、…rノ9,..J l 

I l l 
i 1 

コンクリートの
せん断応力度 rcxz分布

吐xz=l翌｛1-（午）］

方向
S zp 

＼ i’'-
I 

疇 ,-:-CXZ¥¥ ゞ I i 

Y（南北）方向 て
せん断力syp -・ 

Y方向せん断力による
鋼管杭周面の

ずれせん断応力度分布
t xya = t cxy. sin e 

↑ 
コンクリートの
せん断応力度口 xy分布

てcxy＝ロ・翌（1-（竺）］

z方向せん断力による
鋼管杭周面の

ずれせん断応力度分布
てxza=てcxz • cos e 

方向

l 

（せん断変形概要図）

図5 ずれせん断応力度の算定方法及びせん断変形概念図
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5. スタッド評価結果

スタッドに発生する最大ずれせん断応力度を表 3に，照査結果を表 4に示す。

スタッドの耐震評価における最大照査値は，北基礎の西側杭（中間部杭NW2~NW5)にて 0.63 

であり，最大ずれせん断応力度が許容限界以下であることを確認した。

T. P. 
SWl SW2 

-1. 840~ -2. 500 0. 382 0 457 

-2. 500~ -3. 500 0. 382 0. 457 

-3. 500~ -4. 500 0. 382 0. 457 

-4. 500~ -5. 500 0. 382 0. 457 

-5. 500~ -6. 000 0. 382 0. 457 

T. P. 
NWl NW2 

-1. 840~ -2. 500 0. 770 0. 959 

-2. 500~ -3. 500 0. 770 0. 959 

-3. 500~ -4. 500 0. 770 0. 959 

-4. 500~ -5. 500 0. 770 0. 959 

-5. 500~ -6. 000 0. 770 0. 959 

T. p 
SWl SW2 

-1. 840~ -2. 500 0. 09 0. 11 

-2. 500~ -3. 500 0. 11 0. 13 

-3. 500~-4. 500 0. 11 0. 13 

-4. 500~ -5. 500 0. 11 0.27 

-5. 500~ -6. 000 0. 26 0. 30 

T. P. 
NWl NW2 

-1. 840~ -2. 500 0. 15 0.22 

-2. 500~ -3. 500 0. 18 0.26 

-3. 500~ -4. 500 0. 21 0.26 

-4. 500~ -5. 500 0. 21 0.26 

-5. 500~ -6. 000 0. 51 0.63 

表 3 最大ずれせん断応力度

（南基礎）

南基礎

SW3 

0.457 

0.457 

0.457 

0.457 

0.457 

北基礎

NW3 

0. 959 

0. 959 

0. 959 

0. 959 

0. 959 

南基礎

SW3 

0. 11 

0. 13 

0. 13 

0. 27 

0. 30 

北基礎

NW3 

0. 22 

0. 26 

0. 26 

0. 56 

0. 63 

西側

SW4 SW5 SW6 

0.457 0. 457 0. 382 

0.457 0. 457 0. 382 

0.457 0. 457 0. 382 

0.457 0. 457 0. 382 

0. 457 0. 457 0. 382 

（北基礎）

西側

NW4 NW5 NW6 

0. 959 0. 959 0. 770 

0. 959 0. 959 0. 770 

0. 959 0. 959 0. 770 

0. 959 0. 959 0. 770 

0. 959 0. 959 0. 770 

表4 照査結果

（南基礎）

西側

SW4 SW5 SW6 

0. 11 0. 11 0. 08 

0. 13 0. 13 0. 10 

0. 13 0. 13 0. 11 

0.27 0. 27 0. 11 

0. 30 0. 30 0. 26 

（北基礎）

西側

NW4 NW5 NW6 

0. 22 0. 22 0. 18 

0. 26 0. 26 0. 21 

0.26 0. 26 0.21 

0. 56 0. 56 0. 45 

0. 63 0.63 0. 51 

SEl 

0. 299 

0. 299 

0. 299 

0. 299 

0. 299 

NEl 

0. 267 

0. 267 

0. 267 

0. 267 

0. 267 

SEl 

0. 18 

0. 18 

0. 18 

0. 18 

0. 20 

NEl 

0. 16 

0. 16 

0. 16 

0. 16 

0. 18 

南基礎 東側

SE2 SE3 SE4 SE5 SE6 

0. 371 0. 371 0. 371 0. 371 0. 299 

0. 371 0. 371 0. 371 0. 371 0. 299 

0. 371 0. 371 0. 371 0. 371 0. 299 

0. 371 0. 371 0. 371 0. 371 0. 299 

0. 371 0. 371 0. 371 0. 371 0. 299 

単位： N/mm2

北基礎 東側

NE2 NE3 NE4 NE5 NE6 

0. 332 0. 332 0. 332 0. 332 0. 267 

0. 332 0. 332 0. 332 0. 332 0. 267 

0. 332 0. 332 0. 332 0. 332 0. 267 

0. 332 0. 332 0. 332 0. 332 0. 267 

0. 332 0. 332 0. 332 0. 332 0 267 

単位： N/mm2

南基礎 東側

SE2 SE3 SE4 SE5 SE6 

0. 22 0.22 0. 22 0. 22 0. 18 

0. 22 0.22 0. 22 0.22 0. 18 

0. 22 0. 22 0. 22 0. 22 0. 18 

0. 22 0. 22 0. 22 0. 22 0. 18 

0. 25 0. 25 0. 25 0. 25 0.20 

北基礎 東側

NE2 NE3 NE4 NE5 NE6 

0. 20 0. 20 0. 20 0. 20 0. 16 

0. 20 0. 20 0. 20 0.20 0. 16 

0. 20 0.20 0. 20 0.20 0. 16 

0. 20 0.20 0. 20 0. 20 0. 16 

0. 22 0. 22 0. 22 0. 22 0. 18 

＊ ：上記着色は照査値最大を示す。
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（参考 10)北基礎の鋼管杭に局所的に発生している曲げモーメントについて

北基礎の標高T.P.-50m付近の鋼管杭に局所的に発生している曲げモーメントについて考察する。

鋼製防護壁に外力が作用した時の中実鉄筋コンクリートと鋼管杭の先端付近における変形図（概

要図）を図 1に示す。剛性の高い中実鉄筋コンクリートに追随して変形する鋼管杭が， Km層よる拘

束を受けて中実鉄筋コンクリート下端付近における曲率が大きくなり，局所的な曲げモーメントの

集中が発生している。

鋼管杭（西側）
曲げモーメント図

Structure scale'----...J 5.00 rn 

Un~ scale - 1.000E-01 

-20DOO -10000 0 10000 20000 

0.0 

-5,〇

-10.D 

-15.0 

-20.0 

-25.0 

＾ 日ヽ
-30.0 

° ビ
-35.0 

旦
-40,0 I - - - - - - -―→――' 

＇ -45.0 

-50.0 

-55.0 

-60.0 

-65.0 

二
祠

『

鋼管杭
（西側）

鍋管杭

（東側）

曲げモーメント (kNm)

主働土圧を受けた鋼管杭が，剛性の
高い中実鉄筋コンクリートの変形に
追随して傾くが， Km層による拘束
により曲率が大きく発生し，曲げモ
ーメントが局所的に集中する。

剛性の高い中実鉄筋コンクリートの
変形に追随して鋼管杭が傾くが，
Km層による拘束を受けて曲率が大
きく発生し，曲げモーメントが局所
的に集中する。

図 l 外力が作用した時の中実鉄筋コンクリートと鋼管杭の変形図（概要図）
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（参考 11)頂版鉄筋コンクリートの解析モデルについて

「4.9. 1 解析モデル及び解析条件（鋼製防護壁基礎）」に記載の 2次元有効応力解析モデルのうち，

頂版鉄筋コンクリートについて，モデルの詳細を示す。

2次元有効応力解析モデルにおいて，頂版鉄筋コンクリートは線形梁要素でモデル化する。中実鉄

筋コンクリート部に剛域を設定し，中実鉄筋コンクリート部の剛域箇所，縦梁及び鋼管杭部は剛梁，

中実鉄筋コンクリート部の剛域箇所以外の上側の横梁は構造梁，中実鉄筋コンクリートと鋼管杭間の横

梁は柔梁を配置する。

2次元有効応力解析における頂版鉄筋コンクリートのモデル概要，梁要素の配置，曲げモーメント

の分布範囲及びせん断力の照査範囲を図 1に示す。頂版鉄筋コンクリートの剛域は，「道路橋示方書

(I共通編・ 1V下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成24年 3月）」に準拠して設定する。

疇 堕
頃版鉄筋コンクリート 21.5Om

＜・ ヽ う
＇ 

中実鉄筋コンクリート中実鉄筋コンクリート

ク
10.70 m 

｀ 
＿ 構造昇

ヽ ‘’ 
一 剛梁'5.04/4 5.04/4 

=1260 mm =1260 mm ＿柔呆

剛域8180mn:_ __ 

゜
節点

ヽ
＇ 

祠製防護壁｀ 
ド

卜

せん断 一ゞ せん断
照査範囲

~

{ fモーメント分
ク

｀ ｀ 
ヽ

T頁版鉄筋コノ`

＼ ：配肌
• 
． ... 

▽TP+068 m（中心沼ー

布

リート

深さ）

， I ， （部材厚＝5.04m) 
｀` 

廿央ま 月n:ノ`9P'J-ト . -
‘`卜

涸雀；六

―̀ 

図 1 2次元有効応力解析における頂版鉄筋コンクリートのモデルの概要（北基礎）
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（参考 12)巻立て鉄筋コンクリートにおけるせん断補強筋の構造細目について

「4.9.3 詳細評価方法」に記載の巻立て鉄筋コンクリートについて，せん断補強筋の設定方法を示す。

巻立て鉄筋コンクリートにおけるせん断補強筋の配置を図 1に示す。せん断補強筋が「道路橋示方

書(IV下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成24年 3月）」に定めた構造細目を満足することを確認

する。

図 2に同示方書におけるせん断補強筋の構造細目を示す。鉄筋のあきについては，あきが最も小さ

くなる，せん断補強筋を最大径 (D41)で配置する箇所で確認した。表 1に構造細目の確認結果，図 3

に鉄筋のあきの確認箇所を示す。

図1 巻立て鉄筋コンクリートにおけるせん断補強筋配置図（南北基礎西側）
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7.5 鉄筋のあき

(1)鉄筋の周囲にコンクリ ートが十分に行きわたり，かつ，確実にコンクリ

ートを締固められるように鉄筋のあきを設けなければならない。

(2) コンクリ ートと鉄筋が十分に付培し，両者が一体となって働くために必

要な鉄筋のあきを確保しなければならない。

(3)次による場合においては，（1）及び(2)を満たすものとみなす。

l) 図ー7.5.1に示す鉄筋のあきは，140mm以上かつ粗骨材の最大寸法の 4/3|

巨 する。

2) 鉄筋のあきは， 1）の規定によるほか，鉄筋の直径41.5倍以上卜する。

きあ

〇

の

き

筋ui5
 

7
 ゚
図

7. 10 せん断補強鉄筋

(1)せん断補強鉄筋は，せん断力に対して有効に機能するように適切に配笹

しなければならない。

(2) (3)から(7)の規定による場合においては(1)を滴たすものとみなす。

(3)せん断補強鉄筋は，I直径 13mm以4の異形棒銅とする。
(4)はりのせん断補強鉄筋は， 1）から 3)により配慨する。

1) 部材全体にわたって配置する。

2) はりのせん断補強鉄筋は，引張鉄筋を取囲み，フックをつけて圧縮部

のコンクリ ートに定着する。また，圧縮鉄筋がある場合においては，引

張鉄筋及び圧縮鉄筋を取囲み，フックをつけて圧縮部のコンクリートに

定渚する。

3) 計算上せん断補強鉄筋を配囲する必要がある場合，せん断補強鉄筋の

間隔は，1はりの有効点の 1/2以下かつ300mm以下卜する。また，計算上

せん断補強鉄筋を必要としない場合でも， 2）と同様の形状の鉄筋をはり

の有効高以下の間隔に配世する。

図2 せん断補強筋の構造細目

「道路橋示方書(IV下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成 24年 3月）」
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表 1 構造細目の確認結果

確認項目 決定した配筋 確認結果

道示 7.5(3)1)
鉛直方向(150mm間隔）

40 mm以上かつ粗骨材最大寸
150-41=109 mm〉61.5 mm ok 

法の 4/3倍以上（粗骨材の最
（図 3に示す）

大寸法は 20mm) 
道路橋示方書

道示 7.5 (3) 2) 
鉄筋のあき 鉄筋径の1.5倍以上（最大鉄

筋径 41mm) 水平方向(150mm間隔）
150-(41+38)/2=110.5 mm 

ok 
道示 7.5 (3) 2)より，必要な鉄 〉61.5 mm 
筋あきは 61.5 mm以上となる （図 3に示す）

道示 7.10 (3) 最小鉄筋径
ok 

最小鉄筋径 13mm以上 32 mm 

道路橋示方書
道示 7.10 (4) 3) 

せん断補強筋 鉄筋間隔はりの有効高さの
1/2以下かつ 300mm以下 最大鉄筋間隔
（はりの有効高さは短辺が 300 mm 

ok 

1875 mmとなるため，
1875/2=937. 5 mm以下）

図3 「鉄筋のあき」確認箇所
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（参考 13)杭頭接合部における仮想鉄筋コンクリート断面の照査について

「4.9.3 詳細評価方法」に記載の杭頭接合部について，照査の考え方を示す。 また，仮想鉄筋コン

クリート断面の概念を図 1に示す。

巻立てRCの 鋼管杭頭部の
照査対象範囲 照査対象範囲

- - - - r-· ~ --—= 

鋼管杭頭部の仮想RC断面
（杭径＋0.25X杭径＋1OOnvn) 

巻立てRCの仮想RC断面
（巻立てRC断面と同じ）

岬

亨

十

翌

院^
一
w

図 l 仮想鉄筋コンクリート断面の概念図

1.鋼管杭頭部に対する仮想鉄筋コンクリート断面

「道路橋示方書(IV下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成 24年 3月）」に準拠して照査する。図

2に示すとおり，鋼管杭頭部に対する仮想鉄筋コンクリート断面の直径（有効径）は，杭径Dに0.25D 

+100 (mm) （鋼管杭外径D=1500 mm) （ただし，最大 400mm) を加えた径とし，発生応力度が許容限

界以下であることを確認する。

図3に鋼管杭頭部における仮想鉄筋コンクリート断面を示す。応力度照査は，鋼管杭頭部と巻立て

鉄筋コンクリート部の複合断面で発生する断面力の内，鋼管杭が負担する断面力に対して行う。

12.9. 3 杭とフーチングの接合部

杭とフーチングの接合部は原則として剛結し，接合部に生じる力に対して

安全であることを照査する。

既製杭の場合には． 3）の構造細目を満たすように杭をフーチングに接合することを

前提として，フーチング内部に鉄筋コンクリート断面を仮定し（仮想鉄筋コンクリー

卜断面），杭頭接合部の補強鉄筋の応力度照査を行う この際，仮想鉄筋コンクリー

卜断面の図心は杭断面の図心と一致するとし，仮想鉄筋コンクリート断面の直径（有

効径）は，杭径D（ただし，鋼管ソイルセメント杭の場合は鋼管径：mm）に 0.25D+100

(mm)（ただし，最大 400mm)を加えた径とする。コンクリートの応力度について

は，フーチング内部であり杭頭部の挙動に対して支配的な影響を及ぽさないことが実

験により確認されているため，照査は省略してよい。

図2 杭頭接合部の照査について

「道路橋示方書(IV下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成 24年 3月）」
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・鋼管杭頭部に対する仮想鉄筋コンクリート断面の算出方法

外径の増分： 0.25・D+lOO mm=O. 25Xl500+100=375+100=475 mm (~400 mm)→400 mm 

仮想鉄筋コンクリート断面の外径：鋼管外径D1500+400 mm= <f> 1900 mm 

（単位： mm)

図3 道路橋示方書に基づいた鋼管杭頭部に対する仮想鉄筋コンクリート断面

2. 巻立て鉄筋コンクリート部に対する仮想鉄筋コンクリート断面

巻立て鉄筋コンクリート部は，巻立て鉄筋コンクリート内の軸方向鉄筋（鉛直方向）が頂版鉄筋コ

ンクリート内に定着するため，巻立て鉄筋コンクリート部の断面で仮想鉄筋コンクリート断面を設定

する。巻立て鉄筋コンクリート部における仮想鉄筋コンクリート断面を図 4に示す。

応力度照査は，鋼管杭頭部と巻立て鉄筋コンクリート部の複合断面で発生する断面力に対して行

゜
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図4

（単位： mm)

巻立て鉄筋コンクリート部における仮想鉄筋コンクリート断面

（巻立て鉄筋コンクリートの照査断面と同じ）
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（参考 14) 高強度鉄筋 SD685の使用に伴うコンクリートの剛性低下の影響について

1.検討概要

高強度鉄筋SD685を用いた頂版鉄筋コンクリートについては， 弾性範囲内の設計を行っているが，鉄

筋が弾性挙動を示す一方で，コンクリートには微細なひび割れの発生に伴う剛性低下により，非線形挙

動が生じる可能性がある。このため，鉄筋が弾性範囲にある段階においても，コンクリートの非線形性

により部材全体の剛性や応力の伝達状況が変化する可能性があることから，その影響を評価する。

本検討では，鉄筋コンクリート及び無筋コンクリートの材料非線形性を考慮できる 3次元静的非線形

解析（以下「 3次元解析 (COM3)」という。）を用いる。

検討条件は 「4. 防潮堤（鋼製防護壁）の接合部アンカーに関する補足説明」と同様とし，当該解析

により， SD685を使用した箇所における発生応力度が許容限界以下にあることを確認する。

また，高強度鉄筋SD685を使用した場合においても，ひずみの顕著な増大が生じないことを確認し，

当該ひずみに起因する鉄筋周囲のコンクリートの剛性低下が，弾性範囲内の挙動であることから除荷に

伴い復元し，基礎を貫通して止水性に影響を及ぼすものではないことを評価する。3次元解析 (COM3) 

の要素分割図並びに作用荷重，断面力及び地盤バネのイメージを図 1に示す。

解析モデル

北基磋 ｀叫 中実鉄茄コンクリート

防潮堤（鋼製防護壁）構造図
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N ; hカ
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（水平回転モーメ・ノ ト）

S.: X輪方向のせん断力
s,: y輪方向のせん断力

製防護

ベースブレート

I I I 
會一ー鑽讐杭

3次元解析モデル(COM3)要素分割図
アンわーポルトを引復＜

口転モーえ4
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図 1 3次元解析 (COM3) の要素分割図並びに作用荷重，断面力及び地盤バネのイメージ
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2. 検討ケース

3次元解析（COM3) の設計荷重は，耐震評価及び耐津波評価のうち，鋼製防護壁に作用する荷重

が最大となる敷地に遡上する津波による重畳時の荷重とする。解析に用いる地震動はSd-D  1と

し，地盤バネは，「4. 防潮堤（鋼製防護壁）の接合部アンカーに関する補足説明」と同様に，地盤バ

ネ 4とする。

組合せ係数による検討ケースは2ケースとする。ケース 1は，中実鉄筋コンクリートの照査値が最

大となる組合せ係数を選定する。この時の組合せ係数は，堤軸方向の係数を最大の1.0とし，堤軸直

交方向及び鉛直方向の係数を 0.4とする。ケース 2は，頂版鉄筋コンクリートの照査値が最大とな

る，津波荷重と余震荷重の方向に着目した組合せ係数を選定する。この時の組合せ係数は，堤軸直交

方向（津波荷重方向）の係数を最大の1.0とする。

検討ケースにおける組合せ係数を表 lに示し，ケース 2の荷重モデルの例及び荷重の受渡し概念図

を図 2に示す。

•‘·E 

検討ケース 重畳時

慣性カ

ケース 1 応答変位

動水圧

慣性カ

ケース 2 応答変位

動水圧

3次元解析（COM3)で
考慮する支間部断面カ

••.•.. Iの抽出位
".e,3 

（南側）

基礎 （北側）

3次元静的フレームモデル

表 1 検討ケースにおける組合せ係数

x方向
（堤軸方向）

+1.0 

+1. 0 

+1. 0 

-0. 4 

-0. 4 

-0. 4 

組合せ係数

Y方向

（堤軸直交方向）

+o. 4 

+o. 4 

+o. 4 

+1.0 

+1. 0 

+1.0 

上部慣性力／
勤水圧(X方向X-0.4) 

上部慣性力／
動水圧（z方向x0.4)
て

上部慣性力／
勤水圧（Y方向X1.0)

地盤応答変位
(Y方向Xl.Q)

z方向
（鉛直方向）

+o. 4 

+o. 4 

+o. 4 

+o. 4 

N 

敷地に遡上する津波（Y方向1O) + 
余震時(X方向:-04,y方向：10,Z方向：04)

荷至モデル

図 2 荷重モデル（ケース 2の例）及び荷重の受渡し概念図
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3. 頂版鉄筋コンクリートの評価結果

3. 1 評価結果総括表

頂版鉄筋コンクリートにおける評価結果総括を表2に示す。

3次元解析（COM3) により， SD685鉄筋の発生ひずみを確認し，発生ひずみから換算した発生

応力度が許容限界以下であることを確認した。

表2 鉄筋の評価結果

ケース 1 ケス 2

短期
発生

短期
鉄筋 発生

許容 許容方向 部位 種別
応力度＊ 照査値 応力度＊ 照査値材質

応力度 応力度
(N/mmり

(N/mmり
(N/mmり

(N/mmり

y 頂版鉄筋
SD685 上面軸方向鉄筋 448. 8 660 0.68 629.8 660 0.96 

東西 コンクリート

注記 ＊：発生応力度＝ひずみXヤング係数（鉄筋のヤング係数： 2.0 X 105 N/mmり

参考 l4-3
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3. 2 ひずみコンター

頂版鉄筋コンクリート上面の東西方向軸方向鉄筋のひずみコンター図を図 3に示す。

頂版鉄筋コンクリートの曲げ引張が卓越する部材上面付近の最大引張ひずみは 3149

SD685の許容ひずみ (3300μ)未満である。また，その発生範囲は限定的であることを確認し

なお，部材の大部分が SD490鉄筋の降伏ひずみである 2450μ未満となっている。

μとなり，

た。

便用材料

SD685 

SD490 

SD390 

降伏ひずみ

出
3425 

2450 

1950 

許容ひずみ

出
3300 

2393 

1700 

西

- 璽厚
南

鋼管杭
透過表示

000000 
東

（ケース 1)
口最大ひずみ発生位置

南 北

4000 

3425. 

2450. 

1950. 

1 ODO. 

c
u
 

東

（ケース 2)

東

□：最大ひずみ発生位置
＋ ：引張側

ー ：圧縮側

西

-~ 

図 3 頂版鉄筋コンクリート上面東西 (Y)方向の軸方向鉄筋 (SD685)

ひずみコンター図

の
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4. まとめ

防潮堤（鋼製防護壁）の高強度鉄筋 SD685を用いた頂版鉄筋コンクリートに関して，鉄筋コンクリ

ート及び無筋コンクリートの材料非線形性を考慮でき，詳細な応力状態を把握できる 3次元解析

(COM3) を行った。

ケース 1では，中実鉄筋コンクリートの照査値が最大となる組合せ係数を選定して解析を実施し

た。その結果，頂版鉄筋コンクリートに発生するひずみは， SD490鉄筋の許容ひずみを下回った。

一方，頂版鉄筋コンクリートの照査値が最大となる，津波荷重と余震荷重の方向に着目したケース

2では，発生するひずみは SD490鉄筋の許容ひずみを上回ったものの，その範囲は限定的であり

SD685鉄筋の許容ひずみを下回った。

また，頂版鉄筋コンクリートにおいては，SD685鉄筋の使用によっても顕著なひずみの増大は生じ

ず，鉄筋周囲のコンクリートの剛性低下が止水性に及ぼす影響はないことを確認した。

参考 14-5
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（参考 15)耐震評価における検討ケースについて

「4.7 検討ケース」について，検討ケースの詳細内容及び検討ケース決定のプロセスを示す。

1. 検討ケースについて

1. 1 地盤ケースについて

地盤剛性のばらつきの影響を考慮するため，原地盤におけるせん断波速度の原位置試験データ

の最小二乗法による回帰曲線と，その回帰係数の自由度を考慮した不偏分散に基づく標準偏差a

を用いて，せん断波速度を「回帰曲線＋ 1a」（以下「＋ 1a」という。）とする解析ケース（地

盤ケース②，⑥)及び「回帰曲線ー 16」（以下「ー 1a」という。）とする解析ケース（地盤ケ

ース③）を設定する。

地盤の液状化強度特性は，代表性及び網羅性を踏まえた上で保守性を考慮し，原地盤の液状化

強度試験データの最小二乗法による回帰曲線と，その回帰係数の自由度を考慮した不偏分散に基

づく標準偏差 6 を用いて，液状化強度特性を (-1o）にて設定することを基本とする（地盤ケ

ース①，②，③）。

また，構造物への地盤変位に対する保守的な配慮として，敷地に存在しない豊浦標準砂の液状

化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケースを設定する（地盤ケー

ス④）。さらに，構造物及び機器・配管系への加速度応答に対する保守的な配慮として，地盤の非

液状化の条件を仮定した解析ケースを設定する（地盤ケース⑤，⑥）。

上記の地盤剛性及び液状化強度特性の設定を組合せた解析ケース（地盤ケース①～⑥)を実施

することにより，地盤物性のばらつきの影響を網羅的に考慮する。

以上の各地盤ケースにおける液状化強度の関係を図 1に，各地盤ケースにおけるせん断波速度

Vsの関係を図 2に，耐震評価で実施する地盤ケースを図 3に示す。

なお，各種物性値の設定については，添付書類「VI-2-1-3(2) 地盤の支持性能に係る基本方

針」及び補足説明資料「補足ー33（地盤の支持性能について）」を参照する。
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図2 各地盤ケースにおけるせん断波速度Vsの関係
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図3 耐震評価で実施する地盤ケース
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1. 2 基準地震動ssについて

基準地震動ssについては，表 1及び表 2に示す全8波を検討対象とする。

表 1 基準地震動ss 

基準地震動 備考

S s -D  1 応答スペクトル手法による基準地震動

F 1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の同時活動
s s -1 1 

（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点 1)

F 1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の同時活動
S s -1 2 

（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点2)

F 1断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の同時活動
S s -1 3 

（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点3)

Fl断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の同時活動
s s 1 4 

（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点2)

S s -2 1 
2011年東北地方太平洋沖型地震

（短周期レベルの不確かさ）

2011年東北地方太平洋沖型地震
S s-2 2 

(SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳）

s s -3 1 2004年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性を考慮した地震動

なお，基準地震動ssのうち，特定の方向性を有しない地震動（Ss-D 1及びSs -3 1)に

ついては，位相を反転させた場合の影響も確認する。

断層モデル波である Ss - 1 1~S s-2 2については，特定の方向性を有することから，構

造物の評価対象断面方向を考慮し，方位補正を行う。具体的には南北方向及び東西方向の地震

動について構造物の評価断面方向の成分を求め，各々を足し合わせることで方位補正した地震

動を設定する。
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表 2 解放基盤面における基準地震動ssの最大加速度一覧

基準 最大加速度 (cm/sり

地震動 NS成分 EW成分 UD成分

870 560 

Ss-D1 I 計1日'1111 i:--9 9C 
玲1閃0,（5 

159 59 
野閏I3（,) 

717 619 579 

ふ一11I@~" i:-93 
野間130：＄） 

lSc 253 印
m恥 159 59 点！s）

871 626 602 

Ss-12 I 了ゆl上～9 I I "i 
I I lー王←

鰐島）
199 印 ＂l閏0999’ 199 E: 

903 617 599 

ss-13 |g  ← 
員長＂

93 
巧栢,)

193 
， 訳

田閏109：＇： 
199 59 

笥閏Iさ）{,) 

586 482 451 

S s-1 4 I ぷEセ炉返； -一l,e~9露叩x ' I .,. 
~986 正一叫晶 159 印

略間lm(9) 
l59 

901 887 620 

s , -2 1 I 喜ヒ 會 詞 蜘"I 贔 •[ 
59 咄わ 疇"'I09:5’ 

950 20 93 
吟閏Iぷ（,) 

193 :OO 

1009 874 736 

：□］負 i: I s,-22 I lヒ] 鬱 疇l＇ 

-736 

scト
珂間10（99) 

59 
咤間IX(}9) 

610 280 

Ss-31 I >b-00| 
Ahl_ j:I ` §-2SO 

成 (9) 19 20 
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2. 耐震評価における検討ケースの組合せについて

施設の耐震評価においては，全ての地震動と地盤の全検討ケースの組み合わせの中から評価に

用いる検討ケースを抽出する。以下に，評価に用いる検討ケースの抽出方法を説明する。

まず，基準地震動Ss全波 (8波）及びこれらに位相反転を考慮した地震動 (4波）を加えた全

1 2波を用いて，地盤ケース①について地震応答解析を実施し，基本ケースである検討ケース①

の各部材のせん断力及び曲げ軸力の照査値を得る。

せん断力と曲げ軸力の両者について，得られた各部材の照査値を 12の地震動ごとに比較し，

最大の照査値を示した地震動を特定する。この最大照査値が 0.5を超えた場合には，地盤物性の

ばらつきを考慮して設定した地盤ケース②～⑥について特定した地震動を用いて，検討ケース①

の場合と同様に追加検討ケース②～⑥での各部材の照査値を得る。

せん断力と曲げ軸力のいずれか片方の照査値が 0.5を下回った場合には， 0.5を超えた他方の最

大照査値が得られた地震動を用いて，せん断力と曲げ軸力のいずれについても追加検討ケース②

～⑤について，各部材の照査値を得る。

せん断力と曲げ軸力のいずれについても最大照査値が 0.5を下回った場合には，せん断力と曲

げ軸力を合わせた中で最大照査値を示した地震動をひとつ特定する。この特定した地震動を用い

て，最大照査値が 0.5を超えた場合と同様に，せん断力と曲げ軸力のいずれについても追加検討

ケース②～⑥での各部材の照査値を得る。

上記プロセスにより，最終的な照査値が得られるが，基本ケースである検討ケース①及び追加

検討ケースの結果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因を考慮し，さらに

照査値が大きくなる可能性がある場合は，更なる追加検討ケースについて照査値を得る。

なお，照査値0.5をしきい値として用いているが，これは照査値1.0に対して 2倍の余裕とな

る0.5を相対的に厳しい地震動の選定の目安として採用したものである。

耐震評価における検討ケースの組合せを表 3に，検討ケース②～⑥の追加検討ケースを実施す

る地震動の選定フローを図 4に示す。
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表 3 耐震評価における検討ケースの組合せ

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

原地盤に基 地盤物性のば 趙瘤渤牲のば 地盤を強制的 原地盤におい 地盤物性のば

解析ケース
づく液状化 らつきを考慮 らつきを考慮 に液状化させ て非液状化の らつきを考慮

（地盤ケース）
強度特性を (+ 1□し 1 (J)し ることを仮定 条件を仮定し (+ 1 a) し

用いた解析 た解析ケース た解析ケース した解析ケー た解析ケース て非液状化の

ケース（基本 ス 条件を仮定し

ケース） た解析ケース

原地盤のせ 原地盤のせ 原地盤のせ 敷地に存在 原地盤のせ 原地盤のせん

ん断波速度 ん断波速度 ん断波速度 しない豊浦 ん断波速度 断波速度のば

地盤剛性の設定 のばらつき のばらつき 標準砂のせ らつきを考慮

を考慮 を考慮 ん断波速度 (+lcr) 

(+ 1 IJ) （ 1 a) 

原地盤に基 原地盤に基 原地盤に基 敷地に存在 液状化パラ 液状化パラメ

液状化強度特性
づく液状化 づく液状化 づく液状化 しない豊浦 メータを非 ータを非適用

の設定
強度特性 強度特性 強度特性 標準砂の液 適用
(-1 (J) (-1(J) (-1 6) 状化強度特

性

(H+V+) 実施

(H+V-) 実施
Ss-D 1 l 

(H-V+) 実施 全ての基準地震動Ssに対して実施する①の解析ケー
l 

(H-V-) 実施
ス（基本ケース）において，せん断力照査及び曲げ軸

＇ 
l 

Ss-1 1 実施
力照査について，各照査値が最も厳しい（許容限界に l 

Ss-1 2 実施

対する余裕が最も小さい）地震動を用い，②～⑥の追
l 

靡ヽ
s s -1 3 実施

s s -1 4 実施 加検討ケースを実施する。
I 

Ss-2 1 実施

s s -2 2 実施

Ss-3 1 
(H+V+) 実施

(H-V+) 実施
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こ
図4 追加検討ケースを実施する地震動の選定フロー
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「3. 耐震評価」における検討ケース選定の概要を以下に示す。

【評価におけるケース選定の手順】

1.検討ケース①による各部材の照査及び地痙動の特定 こス 曲げ軸力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑤ 

基準地震動ss全波 (8波）及びこれらに位相反転を考慮した地
H+, V+  

゜S、-D1 
H+, V-

゜H-, v+  

゜震動 (4波）を加えた全12波を用いて，検討ケース①について H-, V-
◎`  

S、11 0 r-;: 

地震応答解析を実施し，基本ケースである検討ケース①の各部材 s. -1 2 

゜
検討ケース①による各

S.-1 3 

゜
部材の照査を実施し，

のせん断力及び曲げ軸力の照査値を得る。 s. -1 4 

゜
地煙動を特定する。

S、21 

゜S.-2 2 

゜H+, V+ 口
S、-31 H-, V+ 

゜2. 追加検討ケース②～⑥による各部材の照査

曲げ軸力とせん断力の両者について， 得られた各部材の照査値

を12の地震動ごとに比較し，最大の照査値を示した地震動を特

定する。この最大照査値が 0.5を超えた場合には，地盤物性のば

らつきを考慮して設定した検討ケース②～⑥について特定した地

震動を用いて，検討ケース①の場合と同様に追加検討ケース②～ こ；→建こ：ス 曲げ軸力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑤ 

⑥での各部材の照査値を得る。
H+, V+  

゜H+、v-

゜S、-D1 
H-, V+ 

゜曲げ軸力とせん断力のいずれか片方の照査値が 0.5を下回った H-, V- ◎ 

゜゚
． 
゜゚場合には， 0.5を超えた他方の最大照査値が得られた地震動を用い

S,-11 

゜S, -1 2 

゜追加検討ケース②～⑥ ••— — 

て，曲げ軸力とせん断力のいずれについても追加検討ケース②～
S, -1 3 

゜S,-1 4 

゜
による各部材の照査を ヒ—

S、-21 

゜
実施する。

し—

⑥について，各部材の照査値を得る。 S, -2 2 

゜H+, V+ 口

曲げ軸力とせん断力のいずれについても最大照査値が 0.5を下
S.-3 1 

H-, V+  

゜
回った場合には， 曲げ軸力とせん断力を合わせた中で最大照査値

を示した地震動をひとつ特定する。この特定した地震動を用い

て，最大照査値が 0.5を超えた場合と同様に，曲げ軸力とせん断

カのいずれについても追加検討ケース②～⑥での各部材の照査値

を得る。

3. 更なる追加検討ケースの実施 よス 曲げ軸力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

上記プロセスにより， 最終的な照査値が得られるが， 基本ケー
H+, V+  

゜H+, V-

゜
S、-D1 

H-, V+  

゜スである検討ケース①及び追加検討ケースの結果において照査値 H-, V- ◎ 

゜゚
． 
゜゚S, -1 1 

゜が大きい傾向にあるものについて，その要因を考慮し，さらに照 S.-1 2 0 

査値が大きくなる可能性がある場合は，更なる追加検討ケースに 言1更なる追加検討ケースlを実施する。 l 

ついて照査値を得る。 S, -2 2 〇 | I レ

H十， v+ 口 ン ・
S.-3 1 H-, V+ Q 

参考 15-9
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3. 耐震評価における検討ケースの選定結果

鋼製防護壁基磋の評価における影響検討ケースは以下の手順で選定する。

3. 1 評価グループの設定

鋼製防護壁基礎は，頂版鉄筋コンクリート，中実鉄筋コンクリート及び鋼管杭で構成された複

合構造であるため，鋼製防護壁基礎を 1評価グループとする。

また，鋼製防護壁基礎は，堤軸方向（①一①断面）及び堤軸直交方向（②ー②断面，③一③断

面）で評価することから，それぞれの断面ごとに影響検討ケースを選定する。

3. 2 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，全地震動に対して照査を実施した検討ケース① （評価の基本ケー

ス）に対して，断面ごとに曲げ軸力照査及びせん断力照査がそれぞれ最大となる地震動を選定す

る。

参考 15-10
827 



3. 3 検討ケースの選定結果

3. 3. 1 堤軸方向（①一①断面）

鋼製防護壁基礎の①ー①断面の地震動選定フローを図 5に示す。

検討ケース① （基本ケース）において，せん断力に対する照査値が 0.50を超えていること

から，せん断力照査対象の全部材のうち，それぞれ最も厳しい照査値となった地震動を選定

する。

曲げ軸力に対する地震動の選定結果を表4に，せん断力に対する地震動の選定結果を表 5

に示す。

J＆咄地柑動S、全波 (l2波）を用いて

検討ケース①（基本ケース）を実施

せん断）J及び曲げ軸）JI!≪査対象

の全部材のうち

htも巌しい地唐柑）を 1波選定

選定した地哀動を用い
②~6]で

追加検討ケースを実施

検討ケース① （基本ケース）及び追加

検討ケースe～⑥の結果を跨まえ，照
査未実施の各ケースに対して．更なる

追加検討の要否を検討する

検討に当たっては，別途設定Lた検索

及び検討フローを適用する

せん断｝J及び曲げ軸｝）照査対生

の全部材のうち

蚊も厳しい地哀動をそれぞれ ］波選定

(2波が1dlし地店動となる場合がある）

図5 地震動選定フロー（①ー①断面）
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fせん断力の只査値＞0.5Jかつ「曲If蛇力の呆査控:;;o.5J 

又は

「せん断力の照査位邸．5Jかつ「曲げ範力の顎査笹＞0.5J 

せん断）j又は曲げ軸）J照丘対象

e/)全部材のうち照査f直0.5を超える

！柑丘対象となる地恨動を 1波選定
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表4(1) 曲げ軸力に対する地震動の選定結果

①一①断面（曲げ軸力照査（圧縮））

（中実鉄筋コンクリート（南基礎））

地震動 ｀ 地------盤ケース 曲げ軸力照査（＝ンクリート曲げ軸力）

ゴ号0 • 2 5 
② ③ ④ ＾ ， ⑥ 

s,-D1詞
s ̀  -1 1 0. 13 

S,-1 2 0. 23 

S,-l 3 0. 21 

S,-1 4 0. 15 

S.-2 1 0. 21 

s, -2 2 0. 15 

s, -3 1 
H+, V+  0. 25 0. 25 0 26 0. 27 0. 25 0. 25 

H-, V+  0 31 

（鋼管杭（南基礎））
曲げ軸力照査（圧縮応力）

地歴勤 ② | ③＇④  | ⑤|  ⑥ 

S,-D l 

o. 10 I o. 12 I o. 10 I o. 10 

（巻立て鉄筋コンクリート（南基礎））

巻立て鉄筋コンクリート

地僕=-=---動 地`～～盤～ケ～ース
曲げ軸力照査（＝ンクリート曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ 

H+, V+  0 04 

H+, V- 0. 04 
S,-D 1 

H-, V+  0. 04 

H-, V- 0 03 

S.-1 1 0. 03 

s, -1 2 0. 04 

S: -1 3 0. 04 

S.-1 4 0. 03 

S.-2 1 0. 03 

S,-2 2 0. 03 

H+, v+  o. 04 o. 04 0 04 0.04 。鼻 04
s. -3 1 

H-, V+  0. 04 

鋼管杭

地委；～～～竺ごス
曲げ軸力照査（圧縮応力）

① ② ③ ④ ⑤ 

H+, V+  0 03 

S,-D 1 
H+, V- 0 03 

H-, V+  0 03 

H-, V- 0 03 

S,-l l 0 02 

S,-1 2 0 03 

s s - 1 3 0 03 

S,-1 4 0 02 

s, -2 1 0 02 

S,-2 2 0 02 

S 3 1 
H+, V+  0 03 0. 03 0 03 0. 03 0. 03 

H-, V+  0 03 

⑥ 

0 04 

⑥ 

0. 03 

（中実鉄筋コンクリート（北基礎））
フ 曲げ軸力照査（ニンクリート曲げ軸力）

地堡動 ＼ ① ② ③ ④ ⑤ 

H+, V+  0. 23 

H+, V- 0. 23 
S,-D 1 

H-, V+  0. 28 

H-, V- 0. 28 

S, -1 1 0 14 

S l 2 0 21 

s. -1 3 0 20 

S,-14 0 15 

S.-2 1 0. 25 

s, -2 2 0 16 

S,-3 1 
H+, V+  0. 33 0. 33 0. 34 0. 34 0 33 

H-, V+  0 28 

（鋼管杭（北基礎））

地歴：：—-よ竺□ー～ス 曲げ軸力照査（圧縮応力）

① ② ③ ④ ⑤ 

H+, v+  0.11 

s, -D  1 
H+, V- 0.11 

H-, V+  0.13 

H-, v- 0. 12 

S, -1 1 0. 07 

S,-1 2 0. 09 

s, -1 3 0. 08 

S 1 4 0 06 

S 2 1 0.12 

S,-2 2 0. 08 

H+, V+  0.15 0. 15 0. 15 0, 16 o. 15 
S.-3 1 

H-, V+  0.11 

（巻立て鉄筋コンクリート（北基礎））

巻立て鉄筋コンクリート

地襲；---竺竺□ス 曲げ軸力照査（＝ンクリート曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ 

H+, V+  。*03
S,-D 1 

H+, V- 0. 03 

H-, V+  0. 03 

H-, V- 0. 03 

S.-1 1 0. 02 

S,-1 2 0. 03 

S, -1 3 0. 02 

S,-1 4 

詞言S 2 1 

s'ー22 

s s - 3 1 
H+, V+  0.03 0. 03 0 03 0 03 o. 03 

H-, V+  0. 03 

鋼管杭

冒
軸力照査（圧縮応力）

地窟動 ③ ④ ⑤ 

s, -D 1 

H-, V- 0. 02 

S $ - 1 1 0 01 

S,-1 2 0 02 

S.-1 3 0. 02 

S,-1 4 0. 01 

s s - 2 1 0. 02 

S,-2 2 o. 02 

S 5 - 3 1 
H+, V+  0. 02 0. 02 0. 02 0 02 0. 02 

H-, V+  0. 02 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1a) した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1o）した解析ケース

⑥ 

0. 33 

⑥ 

0. 15 

⑥ 

0 03 

⑥ 

0. 02 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1a) して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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地展動

S,-D 1 

S,-l l 

S,-1 2 

S,-1 3 

S,-1 4 

s, -2 1 
S 2 2 

S,-3 1 

地震動

S,-D 1 

s, -1 1 
S $ - 1 2 

S.-1 3 

S.-1 4 

s, -2 1 
S $ -2  2 

S,-3 1 

表4(2) 曲げ軸力に対する地震動の選定結果

①一①断面（曲げ軸力照査（圧縮））

（杭頭接合部（南基礎）） （杭頭接合部（北基礎））

鋼管杭頭部 鋼管杭頭部

＼ 地盤ケーヽ ス 曲げ軸力照査（コンクリート曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 
＼ 地盤ケース 曲げ軸力照査（＝ンクリート曲げ軸力）

地震動 ① ② ③ ④ ⑤ 

H+, v+  0 01 H+, V+  0. 01 

H+, V- 0 01 

H-, v+  0 01 
S,-D 1 

H+, V- 0. 00 

H-, V+  0. 01 

H-. V- 0 01 H-, V- 0. 01 

0, 01 S s - l l 0. 00 

0 01 S.-1 2 0 00 

0, 01 S, -1 3 0. 00 

0 01 S,-1 4 0 00 

0 01 S, -2 1 0. 00 

0 01 S,-2 2 0 00 

H+, v+  0. 01 。*01 0. 01 0. 01 0. 01 0. 01 

H-, V+  0. OJ 
S, -3 1 

H+, V+  0. 02 0. 01 0 01 0. 01 0. 01 

H-, V+  0. 00 

巻立て鉄筋コンクリート部 巻立て鉄筋コンクリート部
曲げ軸力照査（コンクリート曲：ず軸力）

＼～  ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 
＼ 地盤ケース 曲げ軸力照査（＝ンクリート曲げ軸力）

地歴動 ① ② ③ ④ ⑤ 

H+, V+  0. 04 H+, v+  0 03 

H+, V- 0. 04 

H-, v+  0. 04 

H+, V- 0 03 
S,-D 1 

H-, v+  0 03 

H-. V- 0 04 H-, V- 0 03 

0. 03 S.-1 1 0 02 

0 04 s, -1 2 0 03 

0. 04 s g -1 3 0 02 

0 03 S,-1 4 0 02 

0 04 S $ - 2 1 0 03 

0 03 s. -2 2 0 03 

H+. V+  0 04 0. 04 0 04 0. 04 0. 04 0 04 
S 3 1 

H+, V+  0 03 0. 03 0. 03 0 03 0. 03 

H-, V+  0 04 H-, V+  0 03 

⑤ 

0. 01 

⑥ 

0 03 

（頂版鉄筋コンクリート（南基礎）） （頂版鉄筋コンクリート（北基礎））
曲げ軸力照査（コンクリート曲げ軸力）

地展動 ＼ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

＼ 地盤ケース 曲げ軸力照査（コンクリート曲げ軸力）

地摂動 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+. V+  0 03 H+, V+  0 06 

H+, V- 0 04 
S 5-D 1 

H-, V+  0 04 

H+, V- 0. 05 
S,-D 1 

H-, V+  0. 05 

H-, V- 0 04 H-, V- 0. 05 

S 1 1 0 02 S $ -1 1 0 03 

S,-1 2 0 03 S, -1 2 0 05 

s, -1 3 0 03 S, -1 3 0 05 

S,-1 4 0 02 S, -1 4 0 04 

S、― 21 0 04 s. -2 1 0. 05 

S,-2 2 0 03 S,-2 2 0 03 

H+, V+  0 05 0 05 0 05 0, 05 0. 05 0. 05 
S ~ -3 1 

H-, v+  0 03 

H+, v+  0. 05 0. 05 0. 05 0, 05 0, 05 0 05 
S $ -3  1 

H-, V+  0. 07 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1 6) した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J)して非液状化の条件を仮定した解析ケース

曲げ軸力照査（圧縮）における検討ケース① （基本ケース）の全ての照査値が 0.50以下で

ある（最大照査値は，中実鉄筋コンクリート（北基礎）， Ss -3 1 (H+, V+)で0.33)。
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表4(3) 曲げ軸力に対する地震動の選定結果

①一①断面（曲げ軸力照査（引張））

（中実鉄筋コンクリート（南基礎）） （中実鉄筋コンクリート（北基礎））

＼ 地盤ケー-ス-
曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

地震動 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

地摂動 ＼ ① ② ③ ④ ⑤ 

H+, V+  0. 27 H+, V+  0. 32 

H+, V- 0. 27 
S s-D 1 

H-, V+  0、27
s. -D  1 

H+, V- 0. 32 

H-, V+  0. 26 

H-, V- 0. 27 H-, V- 0. 26 

S,-1 1 0 12 S l l 。*14
S.-1 2 0. 23 s s -1 2 0. 29 

s s -1 3 0 22 S l 3 0. 27 

s s -1 4 0 14 S,-1 4 0 18 

S,-2 1 0 24 s s -2 1 0. 23 

s. -2 2 0 13 S,-2 2 0. 15 

s, -3 1 
H+, V+  0 33 0. 32 0. 34 0. 36 0. 33 0 32 

H-, V+  0 33 
S 3 1 

H+, V+  0. 32 0. 32 0. 33 0. 34 0 32 

H-, V+  0. 41 

（鋼管杭（南基礎）） （鋼管杭（北基礎））
曲げ軸力照査（引張応力） 曲げ軸力照査（引張応力）

⑥ 

o. 32 

地霰動
～＼  一・

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, V+  0. 06 

s, -D  1 
H+, V- 0. 06 

地裳動
`―＼  —"• 

① ② ③ ④ 

⑤ ［ロ
H+, V+  

.゚07 

s塁ーDl
H+, V- 0. 07 

H-, v+  0. 08 H-, V+  0 08 

H-, V- 0. 08 H-, V- 0. 08 

S.-1 1 0. 03 s. -1 1 0. 03 

s, -1 2 0. 04 S,-1 2 0. 06 

S,-1 3 0. 03 S l 3 0 06 

S,-1 4 0. 02 s. -1 4 0 04 

s s -2  1 0. 07 S $ - 2 1 0. 06 

s, -2 2 0. 04 s喜ー 22 0. 04 

H+, V+  0.10 0 10 0 11 0.10 0 10 D. ID 
S ~ -3 1 

H-, V+  0. 05 
S $ -3  1 

H+, v+  0. 08 0. 08 0 09 0. 09 0 08 

H-, V+  0 09 

（巻立て鉄筋コンクリート（南基礎））

巻立て鉄筋コンクリート

（巻立て鉄筋コンクリート（北基礎））

巻立て鉄筋コンクリート

地歴-動---ーー地—盤—~ケ—ース 曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 地痩動 ヽ ＼ ～～ 

H+, V+  0. 03 H+, V+  

S,-D 1 
H+, V- 0. 03 

H-, V+  0. 03 
S,-D 1 

H+, V-

H-, V+  

H-, V 0. 03 H-, V-

S,-1 1 0 02 S 1 1 

s s -1 2 0 02 S 1 2 

S 1 3 0 02 S $ -1 3 

S,-14 0 01 S $ - 1 4 

S,-2 1 0. 02 S.-2 1 

I s. 2 2 0 02 s需ー 22 

| s $ - 3 1 H+, V+  0. 03 0. 03 0. 03 0 03 0. 03 0. 03 

H-, V+  0. 02 
S,-3 1 

H+, V+  

H-, V+  

鋼管杭

地委；-----竺どこス
曲げ軸力照査（引張応力）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 地歴；□~～芝竺□
H+, V+  0. 03 

S,-D 1 
H+, V- 0. 03 

H-. V+  0. 03 
S s-D 1 

H-. V- 0. 03 

S,-1 1 0. 02 S l l 

S 1 2 0. 02 S 1 2 

s, -1 3 o. 02 s. -1 3 
S,-1 4 0. 01 S 1 4 

S.-2 1 0. 02 s s -2 1 
S,-2 2 0 02 S 2 2 

S 5 - 3 l 
H+. v+  0. 03 0. 03 0. 03 0. 03 0 03 0. 03 

H-. v+  0 03 
S.-3 1 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J)した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

H+, V+  

H+, V-

H-, V+  

H-, V-

H+, V+  

H-, V+  

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ 

0 01 

0 01 

0 01 

0. 01 

0 01 

0. 01 

0 01 

0 01 

0 01 

0 01 

0 01 0. 01 0 01 0 01 0 01 

0. 01 

鋼管杭
曲げ軸力照査（引張応力）

① ② ③ ④ ⑤ 

0. 01 

0. 01 

0. 01 

0. 01 

0.01 

0. 01 

o. 01 

0. 01 

0. 01 

0. 01 

0. 01 0, 01 0. 01 0, 01 0. 01 

0 02 

0 08 

⑥ 

0. 01 

⑥ 

0. 01 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤ ：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J)して非液状化の条件を仮定した解析ケース

参考 15-14
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地震動

s, -D 1 

S.-1 1 

S.-1 2 

S.-1 3 

S,-1 4 

S,-2 1 

S 2 2 

s, -3 1 

地晨動

s,-D 1 

S,-1 l 

S,-1 2 

S,-1 3 

s ̀  -1 4 
s, -2 1 

S、― 22 

S,-3 1 

表4(4) 曲げ軸力に対する地震動の選定結果

①一①断面（曲げ軸力照査（引張））

（杭頭接合部（南基礎）） （杭頭接合部（北基礎））

鋼管杭頭部 鋼管杭頭部

＼ 地盤ケース 曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 
地展-動--一ー～地～盤～ケ—ー～ス 曲：テ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ 

H+, V+  0 01 H+, V+  0. 00 

H+, V- 0 01 

H-, V+  0. 01 

H+, V- 0 00 
S,-D 1 

H-, V+  0 01 

H-, V - 0 01 H-, V- 0. 01 

0 01 S, 1 1 0 00 

0. 01 S, 1 2 0. 00 

0. 01 S 1 3 0. 00 

0 00 S 1 4 0 01 

0. 01 s. -2 1 0. 01 

0 01 s, -2 2 0. 01 

H+, V+  0 01 0. 01 。鼻01 0 01 0. 01 0 01 
S 3 1 

H+, V+  0. 01 0 01 0. 01 0. 01 0 01 

H-, V+  0 01 H-, V+  0. 01 

巻立て鉄筋コンクリート部 巻立て鉄筋コンクリート部

＼ 地盤ケース 曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 
地----震動、ー地～盤～ケ—ー-ス 曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ 

H+, V+  0 03 H+, V+  0. 01 

H+, V- 0. 03 

H-, V+  0 03 
s s - D 1 

H+, V- 0. 01 

H-, V+  0 01 

H-, V- 0. 03 H-. V- 0. 01 

0. 02 s s - 1 1 0. 01 

0. 03 S,-1 2 o. 01 

0 oz s, -1 3 0, 01 

0. 01 S,-1 4 0. 01 

0 03 s. -2 1 0. 01 

0 02 S.-2 2 0. 01 

H+, V+  0, 04 0. 04 0. 04 0, 04 0, 04 0. 04 

H-, V+  0 03 
S,-3 l 

H+, V+  0. 01 0 01 0 01 0 01 0 01 

H-, V+  0 02 

（頂版鉄筋コンクリート（南基礎）） （頂版鉄筋コンクリート（北基礎））

地震-動--一ー～地～盤～ケ～ー～ス
曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 
地歴-----動—地~盤~ケ~ー~ス

H+. V+  0 06 

H+, V- 0 06 
s,-D 1 

H-, V+  0. 05 
S,-D 1 

H-. V - 0. 05 

S 1 1 0 03 S 1 1 

S,-1 2 0. 04 S 1 2 

S、-13 0. 03 S l 3 

S,-1 4 0. 02 s e - 1 4 

S,-2 1 0 05 S, -2 1 

S,-2 2 0. 04 S, -2 2 

H+, V+  0. 06 0. 05 0. 06 0. 06 0. 06 0, 05 
Sf-3 1 

H-, V+  0. 06 
S, -3 1 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1 6) した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 (J)した解析ケース

H+, V+  

H+, V-

H-, V+  

H-, V-

H+, V+  

H-, V+  

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ 

0. 07 

0. 07 

0. 08 

0. 08 

0. 05 

0. 06 

0. 05 

0. 03 

0. 06 

o. 05 

0. 10 0 10 0. 11 0. 11 0 11 

0. 07 

⑥ 

0 01 

⑥ 

0. 01 

⑥ 

0. 10 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J)して非液状化の条件を仮定した解析ケース

曲げ軸力照査（引張）における検討ケース① （基本ケース）の全ての照査値が 0.50以下で

ある（最大照査値は，中実鉄筋コンクリート（北基礎）， ss 3 1 (H-, V+)で0.41)。
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表 5(1) せん断力に対する地震動の選定結果

①一①断面（せん断力）

（中実鉄筋コンクリート（南基礎）） （中実鉄筋コンクリート（北基礎））
せん断力照査

② I ③ | R | ⑤ I ⑥ 
＼ 地盤ケース せん断力照査

地歴動 ① ② ③ ④ ⑤ 

H+, V+  0. 46 

H+. V- 0. 46 
S,-D 1 

H-, V+  0. 50 

H-, V- 0. 49 

s慕ー 11 0 29 

S g - 1 2 0 44 

S $ - 1 3 0. 42 

S,-1 4 0 34 

S,-2 1 0 46 

S $ - 2 2 0 29 

o. 73 I o. 76 I o. so I o. 75 I o. 73 H+, V+  0. 55 0. 55 0. 56 0 56 0. 56 
s, -3 1 

H-, v+  0. 55 

（鋼管杭（南基礎）） （鋼管杭（北基礎））

~地盤ケース- せん断力照査

地歴動 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 
＼ 地盤ケース せん断力照査

地雲動 ① ② ③ ④ ⑤ 

H+. V+  0 02 H+, V+  0. 02 

H+, V- 0 02 
S,-D 1 

H-, V+  0 02 

H+, V- 0. 02 
S,-D 1 

H-, V+  0. 02 

H-, V- 0 02 H-, V- 0. 02 

S, 1 1 0 01 S,-l l 0. 01 

S,-1 2 0 02 S、― 12 0. 01 

S,-1 3 0 01 S,-1 3 0 01 

S,-1 4 0 01 s s - 1 4 0. 01 

s, -2  1 0 02 S 2 1 0. 02 

S,-2 2 0 02 S.-2 2 0. 02 

H+, V+  0 02 0. 02 0. 02 0. 02 0. 02 0. oz 
s s -3  1 

H-, V+  0 02 

H+, V+  0. 02 0 02 0 02 0 02 0 02 
S,-3 1 

H-, V+  0. 02 

（巻立て鉄筋コンクリート（南基礎））

巻立て鉄筋コンクリート

（巻立て鉄筋コンクリート（北基礎））

巻立て鉄筋コンクリート

地震------動～地～盤～ケ～～ース
せん断照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 
地堡------動ー～地盤～ケ～ー・ス

H+. V+  0 11 H+, v+  

s, -D 1 
H+, V- 0 11 

H-, V+  0 10 
s g - D 1 

H+, V-

H-, v+  

H -. V - 0 10 H-. V-

S ! - I 1 0 07 S, -1 1 

S.-1 2 0 10 s鵞ー 12 
S.-1 3 0 10 S, -1 3 

S 1 4 0. 08 S 1 4 

S 2 1 0 09 S 2 1 

S.-2 2 0 08 S.-2 2 

H+, V+  0 11 0. 11 0. 11 0. 13 0, 11 。鼻JI
S.-3 1 

H-, V+  0 12 
S 3 1 

H+, V+  

H-, V+  

鋼管杭

地震----動—地—盤~~ケ~ース せん断照査

① ② ③ ④ ⑤［三 地雲；----竺ごス

H+. V+  0 01 

S,-D 1 
H+, V- 0 01 

H-, V+  0 01 
s s - D 1 

H-. V - 0 01 

S, -I 1 0 01 s, -1 1 
s, -1 2 0 01 S,-1 2 

s, -1 3 0 01 s s - 1 3 
S,-1 4 0 01 s, -1 4 
s, -2 1 0 01 S $ - 2 1 

S、ー 22 0 01 S.-2 2 

H+, V+  0 01 0. 01 0 01 0 01 0. 01 0, 01 
S,-3 1 

H-, V+  0 01 
S $ - 3 1 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1a) した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

H+, V+  

H+, V-

H-, V+  

H-, V-

H+, V+  

H-, V+  

せん断照査

① ② ③ ④ ⑤ 

。.05 
0. 05 

0. 05 

0. 05 

0. 04 

0. 05 

0. 05 

0. 04 

0. 04 | | 0. 04 

0. 05 0. 05 o. 05 0. 06 0. 05 

0. 05 

鋼管杭
せん断照査

① ② ③ ④ ⑤ 

0 01 

。*OJ
0 01 

0. 01 

0 01 

0 01 

0 01 

0 01 

0 01 

0 01 

0 01 0. 01 0. OJ 0. 01 0. 01 

0. 01 

⑥ 

0. 55 

⑥ 

0. 02 

⑥ 

0 05 

⑥ 

o. 01 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤ ：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1a) して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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表 5(2) せん断力に対する地震動の選定結果

①ー①断面（せん断力）

（頂版鉄筋コンクリート（南基礎）） （頂版鉄筋コンクリート（北基礎））

① 

H+, V+  0. 26 

せん断力照査

② I ③ | ④ 地歴動
¥地盤ケース-

H+, V+  

せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

0. 20 

S,-D 1 HH+-, , Vv-+ 
0. 26 

0. 23 

H+, V- 0. 20 
s s - D 1 

H-, V+  0. 22 

H-. V- 0 22 H-. V- 0. 22 

S,-1 1 0 13 S.-1 1 0 14 

S,-1 2 0 23 S 1 2 0 18 

S, -1 3 0 2Z s, -1 3 0 17 

S, -1 4 0 16 S,-1 4 0 14 

S, -2 1 0 20 S,-2 l 0. 20 

S.-2 2 0. 14 S.-2 2 0 15 

H+, V+  0 25 

H-, V+  0. 30 

o. 26 I o. 26 I o. 28 H+, V+  0. 26 0 26 0 26 o. 26 0. 26 0 26 
S, -3 l 

H-, v+  0 23 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J)した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-16) した解析ケース

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤ ：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J)して非液状化の条件を仮定した解析ケース

せん断力照査結果における検討ケース① （基本ケース）の照査値は，中実鉄筋コンクリー

ト（南基礎）， Ss-31 (H+, V+)で0.75である。

以上より，検討ケース① （基本ケース）において，曲げ軸力照査に対する最大照査値が

0.41であり，せん断力照査に対する照査値が 0.75であることから，せん断力照査において大

きくなる地震動 1波を追加検討ケース用の地震動として選定する。

検討ケース① （基本ケース）において，せん断力照査対象の全部材のうち厳しい照査値と

なった地震動は5s-3 1 (H+, v+)である。
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3.3.2 堤軸直交方向（③ー③断面）南基礎

鋼製防護壁基礎の③一③断面の地震動選定フローを図 6に示す。

検討ケース① （基本ケース）において，曲げ軸力に対する照査値及びせん断力に対する照

査値が 0.50を超えていることから，曲げ軸力照査対象の全部材及びせん断力照査対象の全部

材のうち，それぞれ最も厳しい照査値となった地震動を選定する。

曲げ軸力に対する地震動の選定結果を表 6に，せん断力に対する地震動の選定結果を表 7

に示す。

基準地震動S、全跛（ 12波）を用いて

検討ケース①（基本ケース）を実施

せん断）J及び曲げ柚｝J照査対象

の全部材(/)うち

最も欲しい地震動を 1波選定

選定した地渓動を用い，

②～⑥で

追加検村ケースを‘共施

検討ケース① （品本ケース）及び追加検

討ケース②～⑥の結果を路まえ， l招査未
実施の各ケースに対して，史なる追加検

村の要否を検討する

検討に冴たっては，別途設定した検索及

び検村フローを適用する

せん断）J及び曲げ軸））摂ぽ．対象

の全部材のうち

J心も厳しい地煤動をそれぞれ l波選定

(2波が同じ地震動となる均合がある）

図 6 地震動選定フロー（③ー③断面）
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地展動

S,-D 1 

S,-1 l 

s, -1 2 

S $ ~ 1 3 

S,-1 4 

S,-2 J 

S.-2 2 

s, -3 1 

地雲動

S,-D 1 

3 s - 1 1 

5、一 12 

5 f-1 3 

3, -1 4 

s, -2 1 

5, -2 2 

S,-3 1 

表6(1) 曲げ軸力に対する地震動の選定結果

③一③断面（曲げ軸力照査（圧縮））

（中実鉄筋コンクリート）

＼ 地盤ケース 曲げ軸力照査（コンクリート曲：ず軸力）

① ② ③ ④ 

H+, v+  0. 17 

H+, V- 0. 17 

H-, v+  0. 19 0. 18 0, 19 0. 19 

H-. V- 0. 19 0 18 0. 18 0. 18 

0. 10 

0 11 

0. 12 

0 10 

0 13 

0. 12 

H+. V+  0 18 

H-. V+  0 17 

（巻立て鉄筋コンクリート）

巻立て鉄筋コンクリート

f心=、i

。̀18
0. 18 

＼ 地盤ケース 曲げ軸力照査（コンクリート曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ 

H+, V+  0 II 

H+, V- 0 11 

H-, V+  0 12 0. 12 0. 12 0. 12 0. 13 

H-, V- 0 13 0. 13 0. 14 0.14 。鼻 13

0 06 

0, 07 

0 07 

0 07 

0 08 

0 08 

H+, V+  0, 13 

H-, V+  0 13 

⑥ 

゜旱 18

0. 18 

⑥ 

0. 13 

0. 12 

（鋼管杭）

地------痩動～地～盤～ケ—ース 曲げ軸力照査（圧縮応力）

① ② ③ ④ 

H+, v+  0. 26 

S,-D 1 
H+, V- 0. 28 

H-, v+  0. 29 0. 29 0 30 0. 30 

H-, V- 0 29 0. 29 0 30 0. 30 

S, -1 1 0 16 

S,-1 2 0 18 

s, -1 3 0 19 

S,-1 4 0 17 

s s - 2 1 0 20 

S,-2 2 0 20 

S $-3 I 
H+, V+  0. 31 

H-, v+  0. 26 

（巻立て鉄筋コンクリート）

鋼管杭

① 

H+, V+  。*08
s,-D 1 HH+-, , VV-+ 

0. 08 

o. 09 I o 09 

H-, V- o. 09 I o 09 

S, -1 1 0. 05 

S.-1 2 0. 06 

S $ - 1 3 0. 06 

s s - 1 4 0. 05 

s, -2 1 0. 06 

S 2 2 0. 06 

S 3 1 
H+, V+  o. 10 

H-, V+  0. 09 

（杭頭接合部）

⑤ 

0. 29 

0 29 

（杭頭接合部）

鋼管杭頭部 巻立て鉄筋コンクリート部

地：：—～竺竺□ス 曲げ軸力照査（＝ンクリ ト曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 
地痘～動ケ～ース

H+, V+  0. 02 

S,-D l 
H+, V- 0. 02 

H-, V+  0. 02 。鼻 02 0 03 0. 03 0. 02 0. 03 
S,-D 1 

H-, V- 0. 03 0. 03 0 03 o. 03 0. 02 0. 03 

S,-1 1 0. 01 S l 1 

S.-1 2 0. 02 S 1 2 

s, -1 3 0 02 S 1 3 

S,-1 4 0 02 s, -1 4 

S, 2 1 0 02 s. -2 1 

s, -2 2 0 02 S.-2 2 

S 3 1 
H+, v+  0. 03 

S 3 1 
H-, v+  0 02 

（頂版鉄筋コンクリート）

地--------震動‘諏‘藍~ケ‘ー̀ス
曲げ軸力照査（コンクリート曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, v+  0 23 

S,-D 1 
H +, v- 0 20 

H-, V+  0 23 0 23 ゜苓 23 0. 24 0. 23 0. 23 

H-, V- 0 24 0. 24 0. 25 0. 25 0. 23 0. 23 

S,-1 1 0 15 

S,-1 2 0 15 

S,-1 3 0 15 

S,-1 4 0 16 

S,-2 1 0 15 

S 2 2 0 15 

S 3 1 
H+, V+  0 26 

H-, V+  0 28 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮 (-1(J)した解析ケース

H+, V+  

H+, V-

H-, V+  

H-. V-

H+, V+  

H-, V+  

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ 

0. 12 

0. 12 

0. 13 0. 13 0 13 0. 13 0 14 

0. 14 0. 14 0. 15 0. 15 0 14 

0. 07 

0. 08 

0. 08 

0. 07 

0. 08 

0. 08 

0. 13 

0 13 

⑥ 

0 29 

0 29 

⑥ 

0. 14 

0.14 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

曲げ軸力照査（圧縮）における検討ケース① （基本ケース）の全ての照査値が 0.50以下で

ある（最大照査値は，鋼管杭， S s - 3 1 (H+, V+)で0.31)。
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表 6(2) 曲げ軸力に対する地震動の選定結果

③一③断面（曲げ軸力照査（引張））

（中実鉄筋コンクリート） （鋼管杭）

ー～～地盤ヽケー` ス
曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

地震動 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, V+  0. 18 

S,-D 1 
H+, V- ゜旱 17

H-, V+  0 20 0 20 0. 20 0. 20 0. 20 0, 20 

H-. V- 0 20 0. 21 0. 22 0. 23 0. 20 0. 21 

S, -1 1 0 10 

S 1 2 0 10 

S,-1 3 0 12 

s, -1 4 0 10 

s. -2 ] 0 13 

S,-2 2 0 12 

S,-3 1 
H+, V+  0. 22 

H-、v+ 0 19 

（巻立て鉄筋コンクリート）

巻立て鉄筋コンクリート

地震-----動 地`～盤‘ケ‘ー‘ス
曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, V+  0. 09 

S,-D 1 
H+, V- 0. 09 

H-, V+  0. 10 0 10 0 11 0 12 0. 08 0 08 

H-, V- 0 09 0 09 0, 11 0. 11 0. 07 0. 09 

3, -1 1 0 04 

5, -1 2 0. 04 

3 1 3 0. 05 

3.-1 4 0. 04 

, 2 l 0 06 

3. -2 2 0. 04 

S 3 1 
H+, V+  0 10 

H-, V+  0 09 

（杭頭接合部）

鋼管杭頭部
地盤ケース 曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

地展動 ~‘  ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, v+  0 07 

H+, V- o. 07 
S,-D 1 

H-, v+  0 06 0. 06 。*06 0. 07 0 06 0. 06 

H-, V- 0 06 0. 06 0. 06 .゚07 0. 05 0 05 

S.-1 1 0 03 

S 5 - 1 2 0 03 

s, -1 3 0, 03 

s, -1 4 0 03 

S 2 1 o. 04 

S,-2 2 0 03 

S 3 1 
H+, v+  0 06 

H-, V+  0 06 

＼ 地盤ケース 曲げ軸力照査（引張応力）

地堡勁 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, V+  0. 13 

S,-D 1 
H+, V- 0. 13 

H-, v+  0. 15 。鼻 16 0. 16 0. 18 0. 18 0 19 

H-, V- 0. 17 0. 18 。鼻 18 0. 19 0. 19 0 20 

S.-1 1 。*08
s s - 1 2 0. 07 

s 5-1 3 0. 09 

S, -1 4 0. 08 

S $-2 1 0. 10 

s忍ー 22 0. 09 

S $ -3 1 
H+, V+  0. 18 

H-, V+  0. 18 

（巻立て鉄筋コンクリート）

鋼管杭

地雲-----動―～`地‘盤~ケ～ー～ス
曲げ軸力照査（引張応力）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, V+  ゜旱 10

S,-D 1 
H+, V- 0.10 

H-, V+  o. 12 0. 11 0 12 0 13 0. 11 0. 10 

H-, V- 0. 10 0. 10 0, 12 0 12 0. 09 0. 12 

S, -1 1 0. 04 

S,-1 2 0. 05 

s g -1 3 o. 06 

S.-1 4 o. 05 

S, -2 1 0. 08 

S,-2 2 0. 05 

S, -3 1 
H+, V+  0.11 

H-, v+  0.10 

（杭頭接合部）

巻立て鉄筋コンクリート部

地窟］口～～竺ごス
曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, V+  0. 13 

S,-D 1 
H+, V- 0. 13 

H-, V+  0. 15 0.14 0 16 0 17 0 15 0. 14 

H-, V- 0. 13 0. 14 0. 15 0 16 0. ll 0 11 

S l 1 0. 05 

S 1 2 0. 07 

S 1 3 0. 08 

S 1 4 .゚05 
s, -2 1 0.10 

S,-2 2 0. 06 

S 3 1 
H+, V+  0. 14 

H-, V+  0.13 

（頂版鉄筋コンクリート）

⑥
 

9 I~ 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1 (J）した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1(J)した解析ケース

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤ ：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

曲げ軸力照査（引張）における検討ケース① （基本ケース）の最大照査値は，頂版鉄筋コ

ンクリート， S s-D 1 (H-, Vー）で 0.62である。

参考 15-20
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地震動

s, -D 1 

S, 1 1 

S 1 2 

S,-1 3 

s, -1 4 

s, -2 1 

S $ -2  2 

S $-3 1 

表7 せん断力に対する地震動の選定結果

③一③断面（せん断力）

（中実鉄筋コンクリート）
せん断力照査

③ I ④ | R | ⑥ 

: :: | : :: I : :: I : :: 

（巻立て鉄筋コンクリート）

巻立て鉄筋コンクリート

～ 地ヽ盤ケース せん断照査

① ② ③ ④ 

H+, v+  0 15 

H+, V- 0 18 

H-, V+  0 17 0. 18 0 17 0. 21 

H -. V - 0 20 0. 19 0 20 0. 20 

0 09 

0 10 

0 10 

0 10 

0 10 

0 11 

H+, V+  0 16 

H-, v+  0 15 | 

（頂版鉄筋コンクリート）

⑤ ⑥ 

0. 22 0 22 

0 22 0. 23 

（鋼管杭）

地襲；—~～巴ごス せん断力照査

① ② ③ ④ 

H+, V+  0. 04 

s, -D 1 
H+, V- 0. 04 

H-, V+  0. 04 0, 04 。*04 0. 04 

H-, V- 0. 04 0. 04 0. 04 0 04 

S l l 0, 03 

S. 1 2 0. 03 

S, -l 3 o. 03 

S. 1 4 。*03
s, -2 1 0. 03 

s霊 22 。*03
S 3 1 

H+, V+  0. 04 

H-, V+  0. 04 

（巻立て鉄筋コンクリート）

鋼管杭

地裳------動‘地~盤‘ケ~ー~ス
せん断照査

① ② ③ ④ 

H+, V+  0. 01 

s,-D 1 
H+, V- 0. 02 

H-, V+  0. 02 0. 02 0 02 0. 02 

H-, V- 0. 02 0. 02 0. 02 0 02 

S l l 0、01

s'―1 2 0. 01 

S,-1 3 0. 01 

S、― 14 0. 01 

S.-2 1 0. 01 

S,-2 2 0. 01 

S,-3 l 
H+, V+  0. 01 

H-, V+  0. 01 

⑤ ⑥ 

0. 04 0. 04 

0. 04 0. 04 

⑤ ⑥ 

0 02 0. oz 

0. 02 0. 02 

地震；—~～竺どこス せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, v+  0 19 

S,-D 1 
H+, V- 0. 19 | 

H-. V+  0. 20 0 20 0. 20 0. 21 0. 19 0 19 

H-. V- o. 20 0. 20 ゜旱21 0. Zl 。*19 0 19 

S,-1 1 0. 13 

S 1 2 。̀13

S s -1 3 0. 14 

S $ - 1 4 D. 14 

S,-2 1 0. 14 

S、― 22 0. 13 

S,-3 1 
H+, V+  0. 21 

H-, V+  D. 23 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮(+1いした解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1o) した解析ケース

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 16) して非液状化の条件を仮定した解析ケース

せん断力照査結果における検討ケース① （基本ケース）の最大照査値は，中実鉄筋コンク

リート， Ss -D  1 (H-, V+)で0.66である。

以上より，検討ケース① （基本ケース）において，曲げ軸力照査に対する最大照査値が

0.62であり，せん断力照査に対する照査値が 0.66であることから，曲げ軸力照査及びせん断

力照査により最大となる地震動それぞれ1波を追加検討ケース用の地震動として選定する。

曲げ軸力照査対象の全音防オのうち最も厳しい照査値となった地震動は旦s-D1 (H-, v-), 

せん断力照査対象の全部材のうち最も厳しい照査値となった地震動は旦s-D1 (H-, v+) 

である。
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3. 3. 3 堤軸直交方向（②ー②断面）北基礎

鋼製防護壁基礎の②一②断面の地震動選定フローを図 7に示す。

検討ケース① （基本ケース）において，曲げ軸力に対する照査値及びせん断力に対する照

査値が 0.50を超えていることから，曲げ軸力照査対象の全部材及びせん断力照査対象の全部

材のうち，それぞれ最も厳しい照査値となった地震動を選定する。

曲げ軸力に対する地震動の選定結果を表 8に，せん断力に対する地震動の選定結果を表 9

に示す。

）よ準地震勅S、令油 (l2油）を用いて

検討ケース①（基本ケース）を実施

せん断））及び曲げ軸力照ft対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を 1波選定

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを夷施

検討ケース① （基本ケース）及び追加検

対ケース②～⑥の結果を跨まえ，照査未

実施の各ケースに対して，更なる追加検

討の要否を検討する，

検討に‘りたっては，別途設疋した検索及

び検村フローを適用する。

せん断）J及び曲げ軸）J照介対象

の全部材のうち

hしも厳しい地災動をそれぞれ l波選定
(2波が同じ地震動となる均合がある）

図7 地震動選定フロー（②一②断面）

参考 15-22
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表8(1) 曲げ軸力に対する地震動の選定結果

②一②断面（曲げ軸力照査（圧縮））

（中実鉄筋コンクリート）

地：：----息竺□ース 曲げ軸力照査（コンクリート曲：f軸力）

① ② ③ ④ ⑤ 

s, -D 1 

S,-l l 

S、一 12 
S s -1 3 

S,-1 4 

s, -2 1 
S.-2 2 

S,-3 1 

H+, V+  0 23 

H+, V- 0. 23 

H-, V+  0 24 

H-. V- 0 23 

0 11 

0 13 

0 15 

0 15 

0 13 

0 13 

H+, V+  0 25 0. 24 0. 25 0. 25 

H-, V+  0 20 

（巻立て鉄筋コンクリート）

巻立て鉄筋コンクリート

0. 24 

地震；ー～ー竺：ス
曲げ軸力照査（コンクリート曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ 

H+, v+  0 15 

S,-D 1 
H+, V- 0 15 

H-, v+  0 17 

H-. V- 0 17 

Sf-1 1 0 08 

s, -1 2 0 10 

s, -1 3 0 10 

s, -1 4 0 10 

S.-2 1 0 09 

S,-2 2 0 10 

H+, V+  0 14 0. 13 0, 14 0. 15 0. 14 
s, -3 1 

H-, V+  D 13 

⑥ 

0. 24 

⑥ 

0. 13 

（鋼管杭）

地歴］：～～竺：ロ
曲げ軸力照査（圧縮応力）

① ② ③ ④ 

S,-D 1 

S,-l 1 

s s - 1 2 
S, -l 3 

s s - 1 4 
SJ-2 1 

S.-2 2 

s, -3 1 

H+, V+  0. 47 

H+, V- 0. 47 

H-, V+  I o. so 
H-, V- 0. 50 

0. 22 

0. 30 

0 29 

0. 29 

0. 26 

0. 27 

H+, V+  0. 49 0. 48 0. 50 0 52 

H-, V+  0. 40 

（巻立て鉄筋コンクリート）

鋼管杭

地歴：～—～竺:ス I ① 曲げ軸力照査（圧縮応力）

② ③ ④ 

S,-D 1 □芸下
H-, V- O 11 

S,-l l 0 05 

S,-1 2 0. 07 

S,-l 3 0 07 

S $ - 1 4 0 07 

S.-2 1 0 06 

S,-2 2 0 07 

S $-3 1 
H+, V+  0. 10 0. 10 0 10 0, 10 

H-, V+  0. 09 

（杭頭接合部）

⑤ 

0 47 

⑤ 

0 10 

（杭頭接合部）

鋼管杭頭部 巻立て鉄筋コンクリート部

＼ 地盤ケース 曲げ軸力照査（コンクリート曲げ軸力）

地展動 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 
地展-動--ー～～地～盤～ケ～ース

H+, v+  0 03 

s, -D J 
H+, V- 0. 02 

H-, V+  0 03 
S,-D 1 

H-, V- 0. 03 

S,-1 1 0. 01 S,-1 1 

s, -1 2 。*02 s, -1 2 
s s - 1 3 0. 02 S, -1 3 

s, -1 4 。̀02 S、一 14 
S, 2 1 0 02 S, 2 1 

s, -2 2 0. 02 S,-2 2 

S,-3 1 
H+, V+  0. 02 0. 02 0 02 0. 03 o. 03 0 03 

H-, V+  0. 02 
S, -3 1 

（頂版鉄筋コンクリート）

地-震動-—～ー‘地‘盤‘ケ‘ー—ス 曲げ軸力照査（コンクリート曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, V+  0 24 

S,-D 1 
H+, V- 0 26 

H-, v+  0 25 

H-, V- 0 25 

S,-l l 0 14 

S,-1 2 0 19 

S,-1 3 0 19 

s s - 1 4 0 19 

S,-2 1 0 14 

S.-2 2 0 18 

S,-3 1 
H+, V+  0 27 0. 26 0 27 0. 27 0. 27 0 26 

H-, V+  0 30 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-16) した解析ケース

H+, V+  

H+, V-

H-, V+  

H-, V-

H+, V+  

H-, V+  

曲げ軸力照査（コンクリート曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ 

0. 16 

0. 15 

0. 18 

0. 18 

0. 08 

0 10 

0. 11 

0 10 

0.10 

0 10 

0.14 。.14 0. 15 0. 15 0.14 

0. 13 

⑥ 

0. 45 

⑥ 

0 10 

⑥ 

0 14 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤ ：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 16) して非液状化の条件を仮定した解析ケース

曲げ軸力照査（圧縮）における検討ケース① （基本ケース）の全ての照査値が 0.50以下で

ある（最大照査値は，鋼管杭， Ss_D1 (H-, v+)で0.50)。
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地展動

s s -D  1 

S,-1 1 

s, -1 2 

s g - 1 3 

s, -1 4 

S.-2 1 

S,-2 2 

S.-3 1 

地震動

s. -D 1 

s, -1 1 

S 1 2 

S 1 3 

S 14 

s, -2 1 

s, -2 2 

S,-3 1 

表8(2) 曲げ軸力に対する地震動の選定結果

②一②断面（曲げ軸力照査（引張））

（中実鉄筋コンクリート） （鋼管杭）

＼ 地盤ケース 曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑥ 

H+, V+  0 28 

H+, V- 0 27 

H-, V+  0 30 0 26 

H-, V- 0. 29 0. 26 

0 10 0 06 

0 14 0. 12 

0. 15 0. ． 13 
0. 15 0 11 

0. 13 -0.-10 

0. 14 .゚09 
H+, v+  0. 31 0. 31 0. 32 0. 31 0. 31 0. 30 o. 26 I。26 I o. 27 I。28 I。24 I o 23 
H-, V+  0. 26 

（巻立て鉄筋コンクリート）

巻立て鉄筋コンクリート

地ヽ盤ケース

H+, V+  

H+, V-

H-, V+  

H-, V-

H+. V+  

H-, V+  

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② ③ 

0 16 

0 15 

0 16 

0 15 

0 06 

0 08 

0 08 

0 09 

0 09 

0. 08 

0 17 0 17 0 17 

0 12 

（杭頭接合部）

鋼管杭頭部

④ ⑤ 

0 17 0, 16 

⑥ 地震動

S,-D 1 

S 1 1 

s s - 1 2 

S,-1 3 

S.-1 4 

S, -2 1 

S 2 2 

0. 17 
S 3 1 

0. 19 

（巻立て鉄筋コンクリート）

鋼管杭

地盤ケース 曲げ軸力照査（引張応力）

① ② ③ ④ 

H+, V+  0. 17 

H+, V- 0.16 

H-, V+  0. 17 

H-, V- o. 16 

0. 07 

0. 09 

0. 09 

0. 10 

0. 09 

。*09
H+, V+  0. 18 0. 19 0 19 0 18 

H-, V+  0. 13 

（杭頭接合部）

⑤ 

0 17 

巻立て鉄筋コンクリート部

⑥ 

o. 18 

地晨；～～ー竺：ス
曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

② I ③ | ④ I ⑤ I ⑥ 
H+. V+  0 10 

S,-D 1 
H+. V- 。鼻 09

H-, V+  0. 10 

H-, V- 0. 09 

S.-1 1 0. 04 

s s - 1 2 0. 05 

s, -1 3 0. 05 

S、一 14 0. 06 

S.-2 1 o. 05 

S 2 2 0. 05 

s, -3 1 
H+, V+  0. 10 0. 10 0 10 0. 10 o. 10 0. 10 

H-, V+  0. 07 

o. 2s I o. 24 I o. 24 

（頂版鉄筋コンクリート）

地：：----芝竺□ース 曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, v+  0 72 

S,-D 1 
H+, V- 0. 69 

H-, V+  0. 77 

H-, V- 0. 69 

S,-1 1 0. 31 

S,-1 2 0. 37 

S,-1 3 0 41 

S,-1 4 0. 38 

S 2 l 0. 50 

S,-2 2 0. 38 

S, 3 1 
H+, 0. 75 0 78 0 78 0. 73 O 71 

H-, V+  o. 71 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1 6) した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-16) した解析ケース

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮(+1 (j)して非液状化の条件を仮定した解析ケース

曲げ軸力照査（引張）における検討ケース① （基本ケース）の最大照査値は，頂版鉄筋コ

ンクリート， Ss-3 1 (H+, V+)で0.77である。
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表9 せん断力に対する地震動の選定結果

②一②断面（せん断力）

（中実鉄筋コンクリート） （鋼管杭）
せん断力照査

地蓑動三 ① 
② ③ ④ ⑤ ⑥ 

0 50 

0 48 
S,-D 1 

0 49 

H -. V - 0 50 

s, -1 1 0 26 

S,-1 2 0 33 

S, 1 3 0 34 

S,-1 4 0 34 

S,-2 1 0 31 

s, -2 2 0. 32 

S,-3 1 
H+, V+  0. 52 0. 51 0 51 0. 50 0. 51 0, 51 

H-, V+  0. 46 

（巻立て鉄筋コンクリート）

巻立て鉄筋コンクリート

地展：：～ー竺ぎニース
せん断照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, V+  0 41 

s s -D  1 
H+, V- 0. 41 

H-, V+  D. 45 

H-. V - 0 39 

S,-1 1 D 24 

S,-1 2 0 26 

S,-1 3 0 29 

S,-1 4 0 26 

S,-2 1 D 27 

s. -2 2 0 29 

S.-3 1 
H+, V+  0 43 0. 44 0 44 ゜旱 42 0 42 0 43 

H-, V+  0 36 

~地盤ケース- せん断力照査

地痩動 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, V+  0 06 

S,-D 1 
H+, V- 0 06 

H-, v+  0. 06 

H-, V- 0. 06 

S 1 1 。̀03

S,-1 2 0. 04 

S $ - l 3 0. 04 

S.-1 4 0. 04 

S s - 2 1 0. 03 

S, -2 2 0. 03 

s s - 3 1 
H+, V+  0. 05 0. 05 0. 05 0, 06 0. 05 0. 05 

H-, V+  0. 05 

（巻立て鉄筋コンクリート）

鋼管杭

地懲三動ー一ス
せん断照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, V+  0. 02 

S,-D 1 
H+, V- 0. 02 

H-, V+  0. 02 

H-, V- 0. 02 

S.-1 1 0, 01 

S,-1 2 0. 02 

S g-1 3 0. 02 

s, -1 4 0. 02 

S, -2 1 0. 02 

S, -2 2 0. 02 

S, -3 1 
H+, V+  0. 02 。鼻02 0 02 0 02 0. 02 o. 02 
H-, V+  0. 02 

（頂版鉄筋コンクリート）

地展；---竺竺□：ス せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, V+  0 22 

H+, V- 0 24 
S,-D 1 

H-, V+  0 23 

H-, V- 0 23 

S.-1 1 0 13 

S,-1 2 0 18 

S.~ 1 3 0 18 

S,-1 4 0. 18 

S,-2 1 o. 13 

S,-Z 2 0 17 

H+, V+  0, 24 0. 24 0. 24 0. 24 0. 23 0 22 
S $ -3  1 

H-, V+  0 27 

注記 ①

②

③

④

⑤

⑥

 

原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

地盤物性のばらつきを考慮(+1 O')した解析ケース

地盤物性のばらつきを考慮 (-16) した解析ケース

敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

地盤物性のばらつきを考慮(+1 O')して非液状化の条件を仮定した解析ケース

せん断力照査結果における検討ケース① （基本ケース）

(H+, V+)で0.52である。リート， S s - 3 1 

の最大照査値は， 中実鉄筋コンク

以上より，検討ケース① （基本ケース）において，曲げ軸力照査に対する最大照査値が

0. 77であり，せん断力照査に対する照査値が 0.52であることから，曲げ軸力照査及びせん断

力照査により最大となる地震動それぞれ1波を追加検討ケース用の地震動として選定する。

全部材のうち最も厳しい照査値となった地震動は，曲げ軸力及びせん断力照査対象と

(H+,v+)である。もにSs - 3 1 
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3.4 更なる追加検討ケースの実施について

本項では，防潮堤（鋼製防護壁）の耐震評価における更なる追加検討ケースの必要性について検

討を進める。検討に当たっては，解析断面ごとに，図 8に示す選定フローを参照する。

図8 更なる追加検討ケースの選定フロー
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3. 4. 1 堤軸方向（①一①断面）における検討結果

防潮堤（鋼製防護壁）の堤軸方向（①一①断面）の解析モデルを図 9に示す。また，当該

断面において，部材の照査値が 0.5を上回る評価項目及び評価対象部材を表 10に示す。

仁コ地盤改良（薬姐入）

図9 解析モデル（①ー①断面）

表 10 堤軸方向（①一①断面）における照査結果

（中実鉄筋コンクリート（南基礎）） （中実鉄筋コンクリート（北基礎））

＼ 地ケース せん断力照査

地震動 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 
---------地盤ケース-

せん断力照査

地震動 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, V+  0 66 H+, V+  0 46 

H+, V- 0 66 
S,-D 1 

H-, V+ 0 67 
s. -D 1 

H+, V- 0 46 

H-, V+  0 50 

H-, V- 0 66 H-, V- 0 49 

S.-1 1 0. 38 S、-11 0 29 

S.-1 2 0 55 S.-1 2 0 44 

S.-1 3 0 53 S、一13 0 42 

S.-1 4 0 38 S, -1 4 0 34 

s. -2 1 0 61 S、一 21 0 46 

S.-2 2 0 43 S, -2 2 0 29 

H+, v+  0 75 0 73 0 76 0. 80 0 75 0 73 
s. -3 1 

H-, v+  0 74 
S, -3 1 

H+, V+  0 55 0. 55 0 56 0. 56 0 56 0. 55 

H-, v+  0 55 

防潮堤（鋼製防護壁）の堤軸方向（①ー①断面）においては，南北それぞれの基礎がモデ

ル化されており，特に中実鉄筋コンクリートにおいて 0.5を上回る照査値を確認した。最大

照査値となる検討ケースについて，地震動はSs-31 (H+, V十），地盤ケースは④ （豊

浦標準砂）である。

地盤ケース① （基本ケース）において， Ss-31 (H+, V+)以外に照査値が厳しい地

震動としてSs-D  1 (H-, V+)が挙げられるが，照査値は 0.67であり，地震動の選定

根拠である最大照査値 (0.75) よりも十分に小さいことから， Ss-Dl (H-, V+)によ

る更なる追加検討は不要と判断する。
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3.4. 2 堤軸直交方向（③一③断面）南基礎における検討結果

防潮堤（鋼製防護壁）の堤軸直交方向（③一③断面）の解析モデルを図 10に示す。また，当

該断面において，部材の照査値が 0.5を上回る評価項目及び評価対象部材を表 11に示す。

にコ 地盤改良 （薬餌入）

■■地盤改良（セメント系）
図 10 解析モデル （③一③断面）

表 11 堤軸直交方向（③一③断面）南基礎における照査結果

（頂版鉄筋コンクリート） （中実鉄筋コンクリート）

地震：～ ミス
曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 
地震；：—-よ竺：ス せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, V+ 0 52 H+, v+  0 57 

H+, V- 0 51 
S,-D  l 

H-, V+ 0 59 0 59 0. 59 0 60 0 61 0 61 
S、-Dl 

H+, V- 0 58 

H-, v+  0 66 0 65 0 66 0. 67 0. 63 0 64 

H-, V- 0 62 0 61 0. 63 0 63 0. 65 0 66 H-, V- 0 66 0 66 0 67 0. 67 0. 64 0 64 

S.-1 1 0 31 S、-1 1 0 34 

S.-1 2 0 32 S、一12 0 38 

s.―1 3 0 34 S, -1 3 0 43 

S、-14 0 29 S、-14 0 37 

S.-2 1 0 37 S、一 21 0 44 

S.-2 2 0 37 S、一 22 0 43 

S.-3 1 
H+, V+ 0 60 

H-, V+ 0 48 
S.-3 1 

H+, V+  0 66 

H-, V+  0 57 

防潮堤（鋼製防護壁）の堤軸直交方向 （③一③断面）においては，南基礎がモデル化され

ており，特に頂版鉄筋コンクリート（曲げ）及び中実鉄筋コンクリート（せん断）において

0. 5を上回る照査値を確認した。頂版鉄筋コンク リート（曲げ）にて最大照査値となる検討ケ

ースはSs-Dl (H-, Vー），地盤ケース⑥ （＋ 1 (J，非液状化）であるが，中実鉄筋コ

ンクリート（せん断）にて最大照査値となる検討ケースはSs -D  1 (H-, V十），地盤ケ

ース④ （豊浦標準砂）であり，部材によって傾向が異なる。

地盤ケース① （基本ケース）において， S s -D  1以外に照査値が厳しい地震動として

Ss-31 (H+, V+)が挙げられるが，照査値は地震動の選定根拠である各最大照査値

(0.62, 0.66) と同程度以下であり，加えて，提軸方向（①一①断面）における Ss - 3 1 

(H+, V+)の評価結果より，照査値の増幅程度は軽微であることが推察できることか

ら，更なる追加検討は不要と判断する。
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3.4. 3 堤軸直交方向（②一②断面）北基礎における検討結果

防潮堤（鋼製防護壁）の堤軸直交方向（②ー②断面）の解析モデルを図 11に示す。また，

当該断面において，部材の照査値が 0.5を上回る評価項目及び評価対象部材を表 12に示す。

地震；～～～？□□
H+, V+  

S,-D 1 
H+, V-

H-, V+ 

H -, V -

S, -1 1 

S.-1 2 

S.-1 3 

S.-1 4 

S.-2 1 

S.-2 2 

S.-3 1 
H+, V-'-

H-, V....i... 

鋼製pn率廷 ヽー 頂版鉄筋コンクリート

図11 解析モデル（②一②断面）

仁地盤改良 （薬餌入）

1111地盤改良（セメント系）

表 12 堤軸直交方向（②一②断面）北基礎における照査結果

（鋼管杭） （頂版鉄筋コンクリート）
曲げ軸力照査（圧縮応力）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 地震］：一ーよ9どこス 曲げ軸力照査（鉄筋曲げ軸力）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

0 47 H+, V+  0 72 

0 47 

0 50 

H+, V- 0 69 
S、-D1

H-, V+  0 77 

0 50 H-, V- 0 69 

0 22 S, -1 1 0 31 

0 30 S、一 12 0 37 

0 29 S、一 13 0 41 

0 29 S、一 14 0 38 

0 26 S.-2 1 0 50 

0 27 S.-2 2 0 38 

0 49 0. 48 0. 50 0 52 0 47 0. 45 

0 40 
S、一31 

H+, V+  0 77 0 75 0 78 0. 78 0 73 0 71 

H-, v+  0 71 

（中実鉄筋コンクリート）

、地盤ケース一
せん断力照査

地震動 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, V+ 0 50 

H+, V- 0 48 
S,-D 1 

H-, v+  0 49 

H-, V- 0 50 

S、一 11 0 26 

S、ー12 0 33 

S, -1 3 0 34 

S、ー 14 0 34 

S.-2 1 0 31 

S、ー 22 0 32 

S.-3 1 
H+, V_,_ 0 52 0. 51 0. 51 0 50 0. 51 0 51 

H-, V...L 0 46 

防潮堤（鋼製防護壁）の堤軸直交方向（②一②断面）においては，北基礎がモデル化され

ており，特に鋼管杭（曲げ），頂版鉄筋コンクリート（曲げ）及び中実鉄筋コンクリート（せ

ん断）において 0.5を上回る照査値を確認した。鋼管杭（曲げ）及び頂版鉄筋コンクリート

（曲げ）にて最大照査値となる検討ケースはSs-31 (H+, V十），地盤ケース④ （豊浦

標準砂）であるが，中実鉄筋コンクリート（せん断）にて最大照査値となる検討ケースは
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S s-3 1 (H+, V十），地盤ケース① （基本ケース）であり，部材によって傾向が異な

る。

地盤ケース①（基本ケース）において， S s - 3 1 (H+, V+)以外に照査値が厳しい地

震動としてSs-D 1が挙げられるが，照査値は地震動の選定根拠である各最大照査値

(0.49, 0. 77, 0. 52) と同程度以下であり，加えて，提軸直交方向（③ー③断面）における

S s-D 1の評価結果より，照査値の増幅程度は軽微であることが推察できることから，更な

る追加検討は不要と判断する。
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（参考 16)頂版鉄筋コンクリートの施工順序について

頂版鉄筋コンクリートは，アンカーボルト，中詰め鉄筋コンクリート，中実鉄筋コンクリート，巻

立て鉄筋コンクリート及び鋼管杭に接合され，複雑な構造となる。ここでは，アンカーボルトに着目

して施工順序を示す。

アンカーボルトの配置を踏まえた頂版鉄筋コンクリートの施工順序においては， 補足説明資料 「補

足ー27（防潮堤（鋼製防護壁）の設計変更に係る補足説明）」に記載したとおりである。アンカーボル

トは図 lに示すとおり，頂版鉄筋コンクリート (1リフト）施工後に固定用治具により配置する。

頂版鉄筋コンクリートの施工は，中実鉄筋コンクリート， 巻立てコンクリートから立ち上がる軸方向

鉄筋（鉛直方向），頂版鉄筋コンクリートの鉄筋を配置するために必要となる鉄筋架台及び治具によっ

て固定されたアンカーボルトが配置された状態で行う。よって，鉄筋組立において相互に干渉し合うこ

とがない施工成立性の確認を行った。3次元CADにより， 同補足ー27に記載した頂版鉄筋コンクリー

トの施工順序を模擬し，鉄筋組立が可能であることを確認した。

図2に3次元CADによる頂版鉄筋コンクリート (1リフト）施工後のアンカーボルト配置状況図を，

図3に3次元CADによる頂版鉄筋コンクリート (2リフト）の鉄筋組立完了状況図を示す。

ヽヘN アンカーボルト

アンカーボルト固定用治具

＋

ド

（

N

土

ド

6

I

月

図 l 頂版鉄筋コンクリート (1リフト）施工後のアンカーボルト配置状況
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鉄筋架台

A 

北

南

1リフト施工済

3次元CADによるモデル化

図2 頂版鉄筋コンクリート (1リフト）施工後のアンカーボルト配置状況図
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鉄筋架台

1リフト施工済み
＇ 

3次元CADによるモデル化

図3 頂版鉄筋コンクリート (2リフト）の鉄筋組立完了状況図
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頂版鉄筋コンクリート施工完了後，地組で大型ブロック化した鋼製防護壁をアンカーボルトの配置に

合わせて一括仮設する。図 4に大型ブロック化した鋼製防護壁とアンカーボルトとの接合イメージ図を

示す。

大型ブロック化した鋼製防護壁

ヽヘN I アンカーボルト 大型ブロック化した鋼製防護壁

頂版鉄筋コンクリート アンカーボルト
頂版鉄筋コンクリート

図4 大型ブロック化した鋼製防護壁とアンカーボルトとの接合イメージ図（南基礎）
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（参考 17)水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する評価について

防潮堤（銅製防護壁）の鋼製防護壁及び接合部は， 3次元動的フレーム解析モデルを用いて水平2

方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した設計を行っている。一方，鋼製防護壁基礎は2次元有効

応力解析モデルを用いて水平 1方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した設計を行っている。

鋼製防護壁基礎における水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せについて検討を行う。

1.水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象部材

1. 1 水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価部材の抽出

鋼製防護壁基礎は，中実鉄筋コンクリート，巻立て鉄筋コンクリート，巻立て鉄筋コンクリート内

の鋼管杭，鋼管杭及び頂版鉄筋コンクリートで構成される。

水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象部材を表 1に，鋼製防護壁基礎の構造概念図を

図lに示す。

表 1 水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象部材

部材 構造形式

中実鉄筋コンクリート 矩形

巻立て鉄筋コンクリート 矩形

巻立て鉄筋コンクリート内の鋼管杭 管形

鋼管杭 管形

頂版鉄筋コンクリート 版（スラブ）

奪

い

」

平面図

（北基礎）

A'-A'断面 C'-C'断面

図 1 鋼製防護壁基礎の構造概念図（北基礎）
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1. 2 水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象部材の選定

水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象部材を選定した結果を表 2～表4に示す。

中実鉄筋コンクリート及び巻立て鉄筋コンクリートは，曲げ軸力に対して全断面で抵抗する鉄

筋コンクリート構造として設計している。このため，各方向から作用する荷重に対する負担部材

を個別に分離して評価することができないことから，本検討における評価対象とする。せん断力

に対しては，各方向から作用する荷重を各方向の鉄筋により個別に負担する設計としている。こ

のため，各方向の荷重を受け持つ部材を分離して評価することが可能であることから，本検討に

おける評価対象とはしない。

巻立て鉄筋コンクリート内の鋼管杭及び鋼管杭は，曲げ軸力及びせん断力に対して全断面で抵

抗する鋼構造として設計している。このため，各方向から作用する荷重に対する負担部材を個別

に分離して評価することができないことから，本検討における評価対象とする。

頂版鉄筋コンクリートの曲げ圧縮力及びせん断力に対しては，全断面で抵抗する鉄筋コンクリ

ート構造として設計している。このため，各方向から作用する荷重に対する負担部材を個別に分

離して評価することができないことから，本検討における評価対象とする。曲げ引張力に対して

は，各方向から作用する荷重を各方向の鉄筋により個別に負担する設計としている。このため，

各方向の荷重を受け持つ部材を分離して評価することが可能であることから，本検討における評

価対象とはしない。
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表 2 水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象部材の選定（矩形）

部材
（構造形式）

中実鉄筋コンクリート

巻立て鉄筋コンクリート
（矩形）

曲げ軸力 せん断力

口
コンクリート

X方碍冒冒

荷重の作用状況による

鉄筋コンクリートの
負担

ii y万冑入力
吻 旺力を負Illする

箪

X方ロカ ロ ロ
iJ y方冑入力
□ 91彊力m•鮫鰭にて一

X方可カ ロ 1:・・

□
i
 

ヵ

亥

m
『

Y

X

方x
 

芯力□］昌］
lJ y方冑入力

巨 四m mる皿

『Y方冑入力

鉛直断面の曲げ軸力照査における水平2方向

地震力の考慮

水平二方向及び鉛直方芸ば竺竺ば吋ど［悶負魯巳t之裳后9；乏：面の 茅百匹ではコ闘孟は筋ぞ孟富摩：な忠ぷ全茅拿：
向地窟力に対する設計保守的に断面力を[2倍した場合の応力に対して 各断面方向のせん断力照査を満足することで，水

方針 評価する。 平2方向及び鉛直方向地霞力に対する安全性を確
認する。

゜
X 

評価
（水平二方向及び鉛直
方向地震力に対する評曲げ軸力に対して，各方向から作用する荷重に対 せん断力に対して，各方向から作用する荷重に対
価の実施） Iし負担する部材を分離できないため，評価の対象 し負担する部材を分離できるため，評価の対象と

とする。 しない。
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表 3 水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象部材の選定（管形）

部材
（構造形式）

巻立て鉄筋コンクリート内の鋼管杭
鋼管杭
（管形）

曲げ軸力 せん断力

X 

亥切冑入力
乙 x

亥切冑入力

0
0
 

i

⇒
 

E
 

荷重の作用状況による
鋼材の負担 M

 
x
 

My

rz

My

M
 

ク

、[.
.
 

⇒
 

Myーロ
i

⇒
 

5
 

『Y方冑入力

『Y方冑入力

忽 せん麟力を負Illする範霞

x
 
s
 ^

 

sy

い

Sy

sx

ク

ク

．―t

⇒：ーロ
~
⇒
 

Xn 

鉛直断面の曲げ軸力照査における水平2方向

地震力の考慮

『Y方胄入力

せん断照査における水平2方向地震力の考應

水平二方向及び鉛直方曲げ軸力に対しては，各曲げ方向に対し全断面の せん断力に対しては，各せん断方向に対し全断面

向地震力に対する設計 鋼材で負担できる設計とする。 の鋼材で負担できる設計とする。
方針 保守的に断面力を.r2倍した場合の応力に対して 保守的に断面力を.r2倍した場合の応力に対して

評価する。 評価する。

゜ ゜評価
（水平二方向及び鉛直
方向地震力に対する評曲げ軸力に対して，各方向から作用する発生応力 せん断力に対して，各方向から作用する発生せん
価の実施） に対し負担する鋼材を分担できないため，評価の 断力に対し負担する鋼材を分担できないため，評

対象とする。 価の対象とする。
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表4 水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象部材の選定（版（スラブ））

部材

（構造形式）
頂版鉄筋コンクリート
（版 （スラブ））

曲げ軸力 せん断力

X方冑入力 ／ 1 
⇒ •— 

~ 

y 亥叩冑入力

Lx  

コンクリート

x万胄入力 ／ ・ ベ
⇒ / -
y 亥 Y方冑入力

乙 x

心冒冒
荷重の作用状況による

鉄筋コンクリートの
負担

lJ Y方冑入力
忽 圧纏力を負揖する

曲げ軸力 （圧縮）照査における

水平 2方向地震力の考慮

畏虹忙罰咤口

X方苫□□ ］冒
lj Y"J;tll入力

~ 51恨函mT如

X方芯ヵ冒 冒

s
 ^

 y 

カ

g

sy

n

』

『

＾
ク

‘.]

孤

Sy

m冒

ん

均xn 

lJ y方冑入力

せん断照査における水平 2方向地震力の考慮

曲げ圧縮力に対しては，各曲げ方向に対し全断面

の鉄筋コンクリートで負担できる設計とする。
保守的に断面力を"2倍した場合の応力に対して

水平二方向及び鉛直方評価する。

向地震力に対する設計曲げ引張力に対しては，各曲げ方向に対し各方向
方針 の鉄筋で負担できる設計とする。

各断面方向の曲げ引張照査を満足することで，水

平 2方向及び鉛直方向地震力に対する安全性を確
認する。

せん断力に対しては，各せん断方向に対し全断面

の鉄筋コンクリートで負担できる設計とする。

保守的に断面力を..r2倍した場合の応力に対して
評価する。

圧縮 ：0,引張 ・X

゜評価 曲げ圧縮力に対して，各方向から作用する荷重に
（水平二方向及び鉛直対し負担する部材 （コンクリート）を分離できな
方向地震力に対する評ぃため，評価の対象とする。 せん断力に対しては，各方向から作用する荷重に

価の実施） 曲げ引張力に対しては 各方向から作用する荷重 対し負担する部材を分離できないため，評価の対

に対し負担する部材 （鉄筋）を分離できるため， 象とする。

評価の対象としない。
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2.水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価結果

1. 2で選定した部材について，水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮して評価する。

評価は，選定した部材について，「4.11 (1)鋼製防護壁基礎の評価結果」において照査値が最大と

なった検討ケースの断面力を保守的にむ倍し，これにより算出した応力度を用いて行う。水平2方向

及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した評価の結果，照査値が1.0を下回ることを確認した。評価結

果を表 5に示す。

表 5 水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した評価

最大照査値

評価 地窟動
地盤の 水平 1方向 水平2方向

部材 南北 照査項目 ばらつき 及び鉛直方 及び鉛直方
位置 ケース

ケース 向地窟力の 向地震力の

組合せ 組合せ

北基礎 曲げ軸力 堤軸 圧縮
s s -3  1 

④ 0. 34 0.49 
中実鉄筋 (H+, V+) 

コンクリート s s -3  1 
北基礎 曲げ軸力 堤軸 引張 ① 0.41 0. 58 

(H-, V+) 

北基礎 E 曲げ軸力 堤軸直交 圧縮
s s -3  1 

④ 0 52 0 74 
(H+, V+) 

鋼管杭 北基礎 w 曲げ軸力 堤軸直交 引張
s s -3  1 

④ 0. 28 0.40 
(H+, V+) 

北基礎 E せん断力 堤軸直交 せん断
s s-D1 

① 0 06 0 09 
(H-, V+) 

北基礎 北ー東側 曲げ軸力 堤軸直交 圧縮
s s-D1 

① 0 17 0 25 
巻立て鉄筋 (H-, V+) 

コンクリート s s - 3 1 
北基礎 北ー西側 曲げ軸力 堤軸直交 引張

(H+, V+) 
② 0. 17 0.25 

北基礎 北ー東側 曲げ軸力 堤軸直交 圧縮
S s-D  1 

① 0. 11 0 16 
(H-, V+) 

巻立て鉄筋 s s -3  1 
コンクリート 北基礎 北ー西側 曲げ軸力 堤軸直交 引張 ② 0. 19 0.27 

の鋼管杭
(H+, V+) 

北基礎 北ー西側 せん断力 堤軸直交 せん断
S s-D  1 

① 0.02 0 03 
(H-, V+) 

北基礎
北ー西

曲げ軸力 堤軸直交 圧縮
s s -3  1 

① 0 30 0.43 
頂版鉄筋 側 (H-, V+) 

コンクリ ート s s -3  1 
南基礎 せん断力 堤軸 せん断 ① 0. 30 0.43 

(H-, V+) 
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3. まとめ

鋼製防護壁基礎において，水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに対して考慮が必要な中実鉄筋

コンクリート，巻立て鉄筋コンクリート，巻立て鉄筋コンクリート内の鋼管杭，鋼管杭及び頂版鉄筋

コンクリートについて，評価を行った。評価の結果，水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮

しても，照査値が1.0を下回ることを確認した。
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（参考 18)頂版鉄筋コンクリートに発生する軸力について

「4.11. 2 (1) e 頂版鉄筋コンクリート」の軸力図において，頂版鉄筋コンクリートの南端又は

北端に大きな軸力が発生している。

図 lに頂版鉄筋コンクリートの軸力図を示す。図lのとおり 2次元有効応力解析において，地震力が

作用すると，地盤内に中実鉄筋コンクリートを水平方向に押す力（主働）と抵抗する力（受働）が発

生する。これに伴い中実鉄筋コンクリート及び頂版鉄筋コンクリートの南端又は北端に変位が生じる

ため，頂版鉄筋コンクリートの南端又は北端に軸力が発生する。

南側

lO 

2ン

y
-

4
 

I曲I項力に対する照査li1:0071 北側 南側

-JS 

-IOOOO 

Ss-31[H-.V+] t=S.79s（①ー①断面北基礎）の例

き

20000 

-20000 

4OOOO 

-10 s 

［曲げ籍力に対する匹査U:OOOl 北側

10 15 

中実U胚コ・--1クリ→ 靱邑l

Ss-31 [H+.V+] t=8.76s（①ー①断面南基礎）の例

図 1 頂版鉄筋コンク リートの軸力図
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（参考 19)地震応答解析結果の既工認と構造変更後の比較について

地震応答解析結果の最大せん断ひずみ分布，過剰間隙水圧比分布及び最大水平加速度分布につい

て，既工認と構造変更後の結果を比較した。比較においては，同一地震動，同一地盤ケースを対象と

し，各応答値が大きく算定される地盤ケース④を選定した。

最大せん断ひずみ及び最大過剰間隙水圧比は，地盤改良（薬液注入）による液状化対策を行うた

め，既エ認に比べ小さくなる傾向が浅層部で顕著に現れている。最大水平加速度については，既エ認

では護岸下端で局所的な増幅が見られていたが，構造変更後では解消していることを確認した。

以上のことから，液状化対策の効果が合理的に評価されているものと判断できる。

地震応答解析結果の比較を図 l及び図 2に示す。

既工認 構造変更後

最大せん断ひずみ分布
凡例 Ss-D1 (+,-) 

全体図

Ss-01 (+, -) 

全体図

• 22.s 

15.0 

10.0 

5.00 

0.00 

一-・ IIIIIIII ！竺 盲直•一9,,9—

--- 、'’ !!
』 " ●9 -. , 

. .、 "-I- ! 

II 

（％） 

0.01 

拡大図 拡大図

凡例
最大過剰間隙水圧比分布

Ss-D1 (+,-) Ss-01 (+,-) 

■。.95
0.90 

0.80 

0.70 

0.00 

- -
~；；I IIIIIIII ・,.. 一—

ー ・一・_. . - ~~ -.一 --- -

‘‘Ul!!-- ――—ー＝
凡例

最大水平加速度分布
Ss-Dl (+,-) Ss-Dl (+,-) 

紐／secり
92崎也

".レ
"'...,. ,....,,. 
●蠣k血．． 
・事・

9 • 
.. 漏如

•2“べn9
99:9匹
ヽ瓢

“"血
3嶋贔べ03
99  

99“  

’` 

- -ロ_□
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lhL_-1-
上
＿
＂

一
，＿
t
註
籠
i

図 1 地震応答解析結果の比較（①ー①断面）

（地盤ケース④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により

地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース）
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既工認 | 構造変更後

最大せん断ひずみ分布
凡例 I Ss-D1 (+, +) Ss-01（一，＋）

全体図 全体図

‘ ` し・・ ;  
22.5 

15.0 

10.0 

5.00 

0.00 

拡大図 拡大図

（％） 

ー

l

o

 

．

．
 

l

o

o

o

 

暉 最大過剰間隙水圧比分布

砕 冒 s,-D1(+三,+) 護岸 I s,-D1 (-.+) 護岸

0.90 

0.80 

0.70 

0.00 

一凡例 最大水平加速度分布
Ss-D1 (+,+) Ss-D1 (-,+) 

“℃'l 
— ,...ベ}9 ー

ー ・“竃ベ10-
ー ・‘”poo-

•2父：心 ー
1...ベロー
1 19E心 ー

ー ・S仕ベ10-
一 i9nPO3-~一5...心 -・ー、12E心 ー
一 4滋•OO ­一3....OO一319E心 一
一 匹心ー・
— ,...ベ10 -一l...ベ10-

図2 地震応答解析結果の比較（②一②断面）

（地盤ケース④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により

地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース）
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（参考20)基礎地盤の鋼管杭に対する引抜き抵抗性能評価について

構造変更後の基礎地盤の鋼管杭に対する引抜き抵抗性能評価を示す。

2次元有効応力解析によって算出される杭頭の引張力が，下記の算出式（式 1) より求めた極限引抜

き抵抗力以下となることを確認する。 極限引抜き抵抗力は，南北基礎直近のボーリング柱状図をもと

に算出する。極限引抜き抵抗力の算出に用いる地盤のせん断強度 (CU強度）を表 1に，鋼管杭の全

長にわたるせん断強度の算定結果を表 2に示す。なお，鋼管杭の周囲には，先行掘削孔との間に原地

盤よりも強度の高い均質置換土（セメントベントナイト）が存在するが，評価に当たっては当該均質

置換土の効果を見込まず，原地盤のせん断強度を用いて保守的に評価する。

鋼管杭の引抜き抵抗性能評価結果を表 3～表 6に示す。その評価結果は，南基礎においてはs5-3 
1 [H+, V十〕（地盤ケース①，③ー③断面）で最大の 12842kNとなり，地盤の極限引抜き抵抗力

136511 kN以下であり，北基礎においてはSs - 3 1 [H+, V十〕（地盤ケース③，②一②断面）で最

大の 15107kNとなり，地盤の極限引抜き抵抗力 133482kN以下であることを確認した。

なお，鋼管杭に対する引抜き抵抗力は，「道路橋示方書(IV下部構造編）・同解説（日本道路協会，平

成 24年 3月）」において， レベル2地震時には評価対象としていない。ここで， s s地震動はレベル2

相当を上回る規模の地震である。

凡＝ UL(Li• cua （式 1)

ここで，

凡 ：地盤から決まる杭の極限引抜き抵抗力 (kN)

u :杭の腐食しろ 1mmを考慮した周長 (m)

Li ：引抜き抵抗を考慮する層の層厚 (m)

cui ：引抜き抵抗を考慮する層のせん断強度 (kN/mり
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Pà  10)0XI'.-
Vs二163-1.5•1z 

Pu, JOOOXVぶ
Vs•2 1 l-1. 19z 246 

287 

129 219 538 24. 8 139 

306 
p,、!OOOXYs' 
Vs=433 0. 771 • Z 

姐
1

動ホアソン比
,, d (* 1) 

0.385 0. 286 

0.493 0.491 0. 4 36 0. 484 0.483 

0.488 0.465 0. 462 0..1 94 0.487 

0. 382 

0.474 0.'163+1. 03X IO 1 • Z 

せん断剛性
のひずみ（衣存性

GIG。~')I

1 

l •I-l 540 y 1．旧
l 

1 +2520 y I l', 

l 

1-269 y O 90 

l 

l+422 v °,9ii 

1 

じ1730y I II 

I 

I +269 y o. ~6• 

l 

1-llOO ・, o_9q1 

I 

l-237 yo. 7ぶ！ 5
 
？
 ,
 

｝
 ・̀ 

>~ 

ー

2J-2
 
2』＋
 
ー

I 

1 ~269 ッ o.8 

I 

1+2520ッl.1 9 

l 

1-107 ・10.821 

浪哀定数

h~ y 
,、?・・-"'凶1

~ -0.010:, 94. 19, •O Ì..79) ’→.90119 
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表 2 鋼管杭全長にわたるせん断強度の算定結果

（北基礎） （南基礎）

区間当り 杭周面の 区間当り 杭周面の

層厚
ピーク ピーク 極限

土質
層

Li 
せん断 せん断力 引抜き

番号 強度 抵抗力

層厚
ピーク ピーク 極限

土質
層
Li 
せん断 せん断力 引抜き

番号 強度 抵抗力
CUi Li X CUi UX Li XCUi CUi Li XCUi UXLi XCUi 

(m) (kN/rn:) (kN/m) (kN) (m) (kN／rd) (kN/m) (kN) 

All2 Ag2 

A.r2 1 1 00 718. 72 718. 72 3382. 38 Ag2 1 0. 38 691. 49 262 77 1236. 61 
Ac 2 1. 00 108.61 108 61 511 12 Ac 2 1. 12 104.09 116 58 548 62 
Ac 3 1. 05 110. 23 115 74 544.68 Ac 3 1. 50 106.40 159.60 751 09 
As 4 1. 20 595. 05 714.06 3360.46 Ac 4 2.00 109. 48 218 97 1030. 50 
Ac 5 1. 45 114 57 166 13 781 82 Ac 5 2.00 112. 57 225. 14 1059. 53 
Ac 6 1. 50 116. 89 175.33 825. 11 Ac 6 2 00 115. 66 231. 31 1088. 57 
Ac 7 l. 50 119. 20 178.80 841. 44 Ac 7 2. 00 118. 74 237.48 1117.61 
Ac 8 1. 50 121. 51 182. 27 857 78 Ac 8 2. 00 121. 83 243.65 1146. 65 
As ， 1. 30 662. 31 861 00 4051. 95 Ac ， 2. 00 124.91 249.82 1175 69 
Ac 10 1 50 126. 11 189. 16 890.23 Ac 10 2. 00 128 00 255.99 1204 73 
Ac 11 1. 50 128. 42 192.64 906 56 Ac 11 2. 00 131 08 262. 16 1233. 76 
Ac 12 1. 50 130. 74 196 11 922.90 Ac 12 2. 05 134.24 275.20 1295. 12 
Ac 13 1 50 133.05 199 58 939. 23 As 13 1 85 740.36 1369 66 6445 76 
Ac 14 2.00 136. 14 272.27 1281 35 紐 l 14 1. 10 907. 72 998.49 4698.99 
Ac 15 2.00 139.22 278.44 1310. 38 Aii:1 15 1. 00 921. 58 921. 58 4337.07 
Ac 16 2. 00 142 31 284.61 1339 42 紐 1 16 1. 06 936.28 992 46 4670. 62 
Ac 17 2. 00 145. 39 290. 78 1368.46 Km 17 l. 94 954.64 1852 00 8715. 72 
Ac 18 2.00 148. 48 296.95 1397.50 Km 18 2.00 961. 56 1923 12 9050.41 
Ac 19 2.00 151 56 303. 12 1426 54 Km 19 2. 00 968.48 1936.96 9115. 54 
Ac 20 2.00 154. 65 309 30 1455. 58 Km 20 2. 00 975.40 1950.80 9180. 67 
Ac 21 2 05 157. 81 323 51 1522.47 Km 21 2 00 982.32 1964 64 9245 80 
As 22 1. 05 872. 71 916 35 4312.43 Km 22 3. 00 992. 70 2978 10 14015 25 
A1rl 23 1. 20 1039. 60 1247. 52 5870 94 Km 23 1. 00 996. 16 996 16 4688 03 
A11:l 24 1. 20 1056. 24 1267.48 5964.91 Km 24 4. 00 1010.00 4040.00 1 9 0 l g.6 7 
As 25 1. 70 923.99 1570. 78 7392. 24 Km 25 4 24 1024. 67 4344.60 20446. 16 
Ag1 26 2.00 1101. 24 2202.48 10365. 11 29007 25 136511 17 
A又1 27 2 00 1128 97 2257 95 10626 15 
A2'.l 28 2 00 1156. 71 2313 42 10887. 18 
A.rl 29 2 15 1186. 52 2551. 02 12005 37 
Km 30 3. 15 1030 76 3246.89 15280 23 
Km 31 4.24 1045 43 4432.62 20860.40 

28363 65 133482.33 
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表 3 ①ー①断面南基礎鋼管杭の引抜き抵抗性能結果

杭
地盤ケース 地震動 位相

記号

H+, V+  S 6 

H+, V- S6 
S s-D  1 

H-, V+  S 6 

H-, V- S 6 

S s -1 1 S 1 

S s -1 2 S 6 
① 
s s -1 3 S 1 

S s -1 4 S 1 

S s -2 1 S 6 

S s-2 2 S 1 

H+, V+  S 6 
S s -3 1 

H-, V+  S 6 

② S s -3 1 H+, V+  S 6 

③ S s -3 1 H+, V+  S 6 

④ S s -3 1 H+, V+  S 6 

⑤ S s -3 1 H+, V+  S 6 

⑥ S s -3 1 H+, V+  S6 

注記 ① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋1o) した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-16)した解析ケース

杭頭の

最大引張力

(kN) 

1032 

1021 

1215 

1279 

-87 

592 

189 

-131 

657 

133 

1254 

1076 

1433 

1186 

1787 

1283 

1436 

極限

引抜き抵抗力

(kN) 

136511 

136511 

136511 

136511 

136511 

136511 

136511 

136511 

136511 

136511 

136511 

136511 

136511 

136511 

136511 

136511 

136511 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により 地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤ ：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮 （＋1a)して非液状化の条件を仮定した解析ケース

杭記号位置は図 1に示す。ハッチ部は最大値を示す。

最大引張力が負の場合は全杭とも全時刻において圧縮状態であることを示す。

南側 コ 」ti§ll 

』0000000L

参考20-5
866 



表 4 ①ー①断面北基礎鋼管杭の引抜き抵抗性能結果

杭
地盤ケース 地震動 位相

記号

H+, V+  Nl 

H+, V- Nl 
S s-D  1 

H-, V+  Nl 

H-, V- Nl 

S s -1 1 Nl 

S s -1 2 N6 
① 

S s -1 3 N6 

S s -1 4 Nl 

S s -2 1 Nl 

s s -2  2 Nl 

H+, V+  Nl 
S s -3 1 

H-, V+  Nl 

② S s -3 1 H+, V+  Nl 

③ S s -3 1 H+, V+  Nl 

④ S s -3 1 H+, V+  Nl 

⑤ S s -3 1 H+, V+  Nl 

⑥ S s -3 1 H+, V+  Nl 

注記 ① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋16)した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1o) した解析ケース

杭頭の

最大引張力

(kN) 

483 

584 

432 

513 

366 

447 

346 

292 

638 

448 

513 

493 

506 

487 

666 

547 

520 

極限

引抜き抵抗力

(kN) 

133482 

133482 

133482 

133482 

133482 

133482 

133482 

133482 

133482 

133482 

133482 

133482 

133482 

133482 

133482 

133482 

133482 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により 地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤ ：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ la)して非液状化の条件を仮定した解析ケース

杭記号位置は図 1に示す。ハッチ部は最大値を示す。

南側 二 ~t但ll
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表 5 ③ー③断面南基礎鋼管杭の引抜き抵抗性能結果

杭
杭頭の 極限

地盤ケース 地震動 位相 最大引張力 引抜き抵抗力
記号

(kN) (kN) 

H+, V+  西側 9871 136511 

H+, V- 東側 10097 136511 
S s-D  1 

H-, V+  西側 12084 136511 

H-, V- 西側 12250 136511 

s s -1 1 西側 5877 136511 

S s -1 2 西側 5488 136511 
① 

S s -1 3 西側 6075 136511 

S s-1 4 西側 5532 136511 

S s -2 1 西側 7316 136511 

S s-2 2 西側 6416 136511 

H+, V+  西側 12842 136511 
S s -3 1 

東側H-, V+  11482 136511 

② S s-D  1 H-, V+  東側 11726 136511 

③ S s-D  1 H-, V+  東側 12435 136511 

④ S s-D  1 H-, V+  東側 12418 136511 

⑤ S s-D  1 H-,v+ 西側 12459 136511 

⑥ S s-D  1 H-, V+  西側 12376 136511 

② S s-D  1 H-,v- 東側 11471 136511 

③ S s-D 1 H-, V- 東側 12314 136511 

④ S s-D  1 H-, v- 東側 12795 136511 

⑤ S s-D 1 H-, V- 東側 12350 136511 

⑥ S s-D  1 H-,V- 東側 12355 136511 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮 （＋1a)した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1 a)した解析ケース

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させる

ことを仮定した解析ケース

⑤： 原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a)して非液状化の条件を仮定した解析ケース

杭記号位置は図 1に示す。ハッチ部は最大値を示す。 コ西（，l ,.., 東伐ll

＾ 
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表 6 ②ー②断面北基礎鋼管杭の引抜き抵抗性能評価結果

杭
地盤ケース 地震動 位相

記号

H+, V+  西側

H+, V- 西側
S s-D  1 

H-, V+  西側

H-,V- 西側

S s -1 1 西側

S s -1 2 西側
① 

S s -1 3 西側

S s -1 4 西側

S s -2 1 西側

S s-2 2 西側

H+, V+  西側
S s -3 1 

H-, V+  西側

② S s -3 1 H+, V+  西側

③ S s -3 1 H+, V+  西側

④ S s -3 1 H+, V+  西側

⑤ S s -3 1 H+, V+  西側

⑥ S s -3 1 H+, V+  西側

注記 ① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮 （＋1 o)した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1o）した解析ケース

杭頭の

最大引張力

(kN) 

14220 

12780 

14147 

13241 

4491 

6484 

7226 

6860 

6603 

6385 

14993 

11076 

14897 

15107 

14791 

14232 

14066 

極限

引抜き抵抗力

(kN) 

133482 

133482 

133482 

133482 

133482 

133482 

133482 

133482 

133482 

133482 

133482 

133482 

133482 

133482 

133482 

133482 

133482 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑤ ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1CT)して非液状化の条件を仮定した解析ケース

杭記号位置は図 1に示す。ハッチ部は最大値を示す。
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（参考21)水平震度による水平回転モーメントの評価方法の妥当性について

「4.9.2 解析モデル及び解析条件（鋼製防護壁及び接合部）」に記載の 3次元動的フレーム解析に作

用させる水平震度について，その妥当性を示す。

鋼製防護壁の 3次元動的フレーム解析の入力条件となる時刻歴応答変位を算出するための 2次元有

効応力解析では， 3次元的な挙動である水平回転変位 (Z軸回りの回転変位）が直接算定できない。

よって，当該解析を実施するに当たっては，鋼製防護壁の堤軸直交方向に対し水平震度を静的荷重と

して作用させることで基礎の水平回転変位を模擬した評価を実施している。この水平震度は，堤軸直

交方向の 2次元有効応力解析における南北基礎天端での水平加速度の絶対値が最大となる南基礎の加

速度時刻歴から設定する。

上記の水平震度により考慮する水平回転変位の妥当性を確認するため，鋼製防護壁の地震時におけ

る水平回転成分を確認する。確認に当たっては，堤軸直交方向の 2次元有効応力解析により算定され

る基礎天端中心の水平加速度時刻歴を動的荷重として作用させた 3次元動的フレーム解析を実施し，

基礎天端の水平回転成分（水平回転モーメント）を確認する。当該解析においては，入力条件を変位

ではなく加速度とすることで，鋼製防護壁の地震時挙動による基礎の水平回転成分が解析結果として

算出される。なお， 3次元動的フレーム解析に入力する水平加速度時刻歴は，水平震度の設定に用い

た南基礎天端の加速度時刻歴と し，水平震度を静的荷重として全体に載荷した状態と同様になるよ

う，南北の支点に一様に入力する。

図 1に解析手法ごとの水平回転モーメントの算出方法の概念図を示し，表 lに水平回転モーメント

の比較結果を示す。

この結果から，水平震度によって生じる水平回転モーメントが加速度時刻歴を入力した動的解析か

ら得られる水平回転モーメントを上回っており，水平回転成分の考慮方法が妥当であることを確認し

た。
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図 1 解析手法ごとの支点における水平回転モーメントの算出方法の概念図

表 l 支点における水平回転モーメントの比較表

基礎 水平回転モーメント（kN• m) 

静的解析 動的解析

南基礎 71253 68410 

北基礎 71026 68409 
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（参考 22)鋼管杭の支持力評価式（極限支持力度）について

鋼管杭の支持力評価式を用いて，単杭の場合とケーソン基礎とした場合の極限支持力度を算定し，

両者を比較することで，ケーソン基礎とした方が保守的な評価となることを確認する。

1. 単杭の場合

鋼管杭の基礎底面地盤の許容限界は， Km層の極限支持力度とする。極限支持力は，道路橋示方書

による杭基礎の支持力算定式に基づき設定する。その算定式を以下に示す。

qd ：基礎底面地盤の極限支持力度 (kN/mり

q d=3• qu 

叫：支持岩盤の一軸圧縮強度 (kN/mり

* Ccuu= q u/2より，qu=CcuuX2
ここで， CcuuはKrn層の非排水せん断強度

上記にて求められる鋼管杭単体の極限支持力度を表 1に示す。

表 1 基礎地盤の支持性能に対する極限支持力度（鋼管杭単杭）

項目 l 極限支持力度

極限支持力度qd (kN/mり （北基礎）

極限支持力度qd (kN/mり （南基礎）

6273 

6148 

注記 ＊：非排水せん断強度Ccuu= (0.837-0.00346・Z) XlOOO (kN/mり

基礎底面標高 北側基礎鋼管杭： Z=T. P. -60. 24 (m) 

南側基礎鋼管杭： Z=T. P. -54. 24 (m) 

2. ケーソン基礎とした場合

群杭効果を考慮し，鋼管杭全体をケーソン基礎とみなした極限支持力度を表 2に示す。（算定式方

法は表 4.6-7参照）

表2 基礎地盤の支持性能に対する極限支持力度（ケーソン基礎）

極限支持力度q口汀）（北基礎） I 極限：：力度

極限支持力度qd (kN/mり （南基礎） I 5039 

3. まとめ

表 1,2より，鋼管杭全体をケーソン基礎とみなした極限支持力度の方が単杭の極限支持力度より

小さく，鋼管杭全体をケーソン基礎とみなす方が保守的な評価となることを確認した。
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